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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                               部局等名  総務部・財政部・農林部   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

 

 

15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18 

テーマ１ 盛岡市中央卸売市場の経営状況について

２．歳入について 

（１）使用料及び手数料 

①  市場使用料 

（エ）市場関係者の連携強化について 

  市場使用料を増やすためには，市場全体の取扱高

を増やす必要がある。取扱高を増やすためには，業

者間で連携・協力を図り集荷力を強化する必要があ

る。そのために，開設者である市は，セミナーの開

催や各種情報提供をはじめとする業者間連携支援を

行うほか，専門家等と連携し，業者の経営改善支援

や融資制度の情報提供等を行うなど，業者の経営基

盤強化のための支援を実施しているが，引き続き実

施することが求められる。 

②  施設使用料 

（ウ）施設使用料の収納状況について 

  平成20年度末時点において，滞納繰越分491千円

の収入未済額がある。平成19年度に分納誓約等によ

り回収に取り組んでいるが，平成20年３月の催告書

送付を最後に交渉経過の記録がなされていない。事

務引継ぎを確実にする観点からも，交渉経過を記録

する必要がある。そのうえで，回収が困難であると

判断するのであれば，不納欠損処理等の適切な手続

きをとる必要がある。このまま時効を原因とする不

納欠損とならないように留意するべきである。場内

業者の経営状況も厳しいことから，滞納が発生する

可能性は今後も否定できないため，滞納が発生しな

いように取り組むことはもちろんのこと，滞納が発

生した場合でも，現状どおり，早期に相手と接触を

図り，収納の確保に努めることが必要である。 

 

 

 

 

 

  市場全体の取扱高を増やしていく

ため，業者間連携支援や経営改善支

援などを今後も引き続き実施しま

す。場内業者の経営基盤強化のため

の支援については，専門家によるア

ドバイスや場内業者の経営の参考に

なる事例などの情報提供等を行って

まいります。（中央卸売市場業務

課） 

 

 

 

  未収入金については，適時催告，

記録の整理並びに欠損処理等の一連

の事務処理を早期に見直し，収入の

確保に努めてまいります。（中央卸

売市場業務課） 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                               部局等名  総務部・財政部・農林部   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19 

 

（エ）施設使用料の増加策について 

  施設使用料を増やすための方策としては，ⅰ.施

設使用料の引き上げ，ⅱ.未利用施設の利用，及び

ⅲ.会議室等の利用が考えられる。 

ⅰ.施設使用料の引き上げ 

  業務規程単価の約30％の緩和措置がなされている

が，仮に業務規程単価どおり収入できた場合の施設

使用料を試算した。平成20年４月１日現在の施設の

使用状況が1年間継続すると仮定し計算したとこ

ろ，年間の施設使用料は748,962千円となり，実際

の収入より222,572千円の増収が見込めることとな

る。 

ⅱ.未利用施設の利用 

  平成20年度末現在，未利用となっている施設があ

る。これらがすべて利用された場合，業務規程単価

であれば年額79,233千円，約30％の緩和措置のなさ

れた単価であっても年額55,858千円の増収が見込め

ることとなる。未利用施設の利用を進めるために

は，既存業者による共同利用の推進が考えられる。

また，継続的に新規業者の誘致を行うことも必要で

あり，そのためには，効果的な情報提供と情報交換

が不可欠となる。 

 

 

  施設使用料について，平成23年度

までの２年間，業務規程単価の約

30％の緩和措置を延長することとし

たことから，引き上げについては，

この間，場内業者の経営状況や市場

のあり方に係る協議内容などを踏ま

え，検討してまいります。（中央卸

売市場業務課） 

 

 

 

 

 

  既存業者による加工・配送などの

機能拡充を促し，未利用施設の利用

を促進します。また，継続的に関係

機関との情報交換を行うなど，新規

入場業者の誘致に努めてまいりま

す。（中央卸売市場業務課） 

 

 

 

 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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 包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                               部局等名  総務部・財政部・農林部   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21 

 

 

 

 

 

 

ⅲ.会議室等の利用 

 市場本棟には，４つの会議室のほか，多目的ホー

ル，調理実習室（以下「会議室等」）がある。会議

室等使用料を増やすためには，各施設の稼働率を高

める必要がある。その方策として，（a）会議室等の

利用を促進するためのPR活動を行う，（b）週次，月

次のイベント・教室等の開催を募集し，定期的に施

設が利用されるようにする，（c）稼働状況（時期や

時間帯など）に応じて弾力的な料金設定を行い，利

用者を増やす，などが考えられる。 

③土地使用料 

（イ）土地使用料の増加策について 

  土地使用料を増やすための方策として，旧市場の

未売却土地を貸し付けることが考えられる。このま

ま市場跡地の売却が進まない場合，収入確保策のひ

とつとして，土地の賃貸借など跡地の有効活用につ

いて検討すべきである。 

 

 

  PR活動については，広報紙やホー

ムページへの掲載，チラシ配布等に

より周知に努めてまいります。定期

的な施設利用を促進することについ

ては，他の公共施設の取組みや利用

状況等について情報収集を行うほ

か，誘致方法を検討し，稼働率の向

上に努めてまいります。会議室等の

料金設定については，平成19年度及

び20年度に緩和措置を廃止するなど

の見直しを行っていることから，更

なる見直しを行う予定はありません

が，使用申込受付開始日等の運用部

分について検討してまいります。（

中央卸売市場業務課） 

 

 

 

 

 

  市場跡地については早期売却を基

本としておりますが，事業用定期借

地権等による貸付けや周知方法につ

いて関係部署と連携し検討してまい

ります。（中央卸売市場業務課） 

 

 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                               部局等名  総務部・財政部・農林部   
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書頁 
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23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25 

 

 

 

（２）財産収入 

（ウ）売却に向けた方策検討の必要性について 

  市場跡地の売却が進まず，平成21年度以降も平成

18年度から平成20年度と同水準の基金取り崩し（３

年平均で320,175千円）があると仮定すると，平成

22年度には基準外の一般会計繰入金が必要となる可

能性がある。盛岡市中央卸売市場費特別会計の経営

状況や市の財政の負担を防ぐためにも，売却を早期

に実現することが必要であり，そのための方策を検

討する必要がある。 

 

 

 

（エ）売却益見込額について 

（a）売却益算定方法について 

  売却益見込額は，売却予定面積及び算定単価の算

定方法如何により，大きく異なることとなる。した

がって，売却予定面積及び算定単価は適切に算定さ

れなければならない。 

まず，売却予定面積の算定についてであるが，平

成13年８月の建設検討委員会の前までは，売却対象

外部分の面積を含む敷地全体の面積によっている。

この結果，平成９年～平成12年において約49億円～

約66億円の売却益を見込んでいる。売却見込額の算

定にあたり，売却対象外部分の面積を含めるべきで

はなかった。次に，算定単価の算定についてである

が，平成13年８月の建設検討委員会における当初売

却計画の段階においてのみ，更地転換に係る公共施

設整備費を上乗せしている。この結果，約55億円の

売却益を見込んでいる。算定単価の算定にあたり，

公共施設整備費を上乗せすべきではなかった。 

平成13年８月の建設検討委員会における当初計画

の段階において，売却予定面積と算定単価の双方が

従前の方法と大きく異なっている。この時点で，公

共施設整備費を転嫁せず，不動産鑑定評価額78,100

円/㎡のみで計算した場合には，約33億円の売却益

となる。算定方法が異なることにより，売却益見込

額が約17億円減少すると試算される。 

 市場跡地を含む市有地の売却に当

たっては，これまで，売却予定価格

の公表などの入札手続の改正，広報

紙やホームページによる売却情報の

提供とインターネットで検索されや

すいキーワードの使用，売却が進ま

ない場合の価格や区画の見直しなど

に取り組んできましたが，今後，さ

らに売却促進の取組みとして，売却

を担当する専任職員を配置するとと

もに，不動産取引業者への媒介の依

頼についても，引き続き検討してま

いります。（管財課） 

 

 

  売却面積及び算定単価の算出方法

について，各々の時期における経済

情勢や市場費特別会計収支などを勘

案し，売却計画の目指す方向により

算定方法を定め売却見込額を算定し

てきたところであり，結果として，

時期により異なった算定方法となっ

たものです。今後，売却にあたって

は，鑑定評価額の時点修正やインフ

ラ整備費の精査等を行い適切に対応

してまいります。（中央卸売市場業

務課） 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                               部局等名  総務部・財政部・農林部   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

27 （b）地価の下落について 

  地価が下落傾向にあるため，売却時期が遅れるほ

ど，売却益が減少することとなる。盛岡市中央卸売

市場費特別会計の健全化や市の財政の負担を防ぐた

めにも，売却を早期に実現することが必要であり，

早期売却のための方策を検討する必要がある。 

  また，未売却の区画2a（ロ）と区画2bの鑑定評価

額は，平成20年10月時点のものが最新である。昨今

の経済環境を考慮すると，現時点で鑑定評価額はさ

らに下落していることが予想される。今後，売却益

見込額がさらに減少する可能性がある。 

 

 市場跡地を含む市有地の売却に当

たっては，これまで，売却予定価格

の公表などの入札手続の改正，広報

紙やホームページによる売却情報の

提供とインターネットで検索されや

すいキーワードの使用，売却が進ま

ない場合の価格や区画の見直しなど

に取り組んできましたが，今後，さ

らに売却促進の取組みとして，売却

を担当する専任職員を配置するとと

もに，不動産取引業者への媒介の依

頼についても，引き続き検討してま

いります。また，鑑定評価額につき

ましては，今後の引き合い状況を見

ながら適宜再評価してまいります。

（管財課，中央卸売市場業務課） 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                               部局等名  総務部・財政部・農林部   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

28 （オ）売却を実現するための方策について 

ⅰ.所管換えした区画４及び区画５の収入の確保 

  区画４（533,319千円），区画５（233,200千円）

については，それぞれ所管換えしている。所管換え

されたこの土地の金額合計766,519千円については

中央卸売市場費特別会計の収入となるべきである

が，平成20年度末現在，この金額の収入がなされて

いない。この収入を確保すべく関係各課に働きかけ

る必要がある。 

 

 

ⅱ.効果的な周知活動 

  平成20年度の取り組みとして，公募中の土地に土

地の概要と売り出し中の旨看板設置を行ったほか，

チラシの配布を行っている。市内外から広く購入希

望者を募るべく，上記の取り組みのほかインターネ

ット等による周知活動を行う必要がある。また，土

地の雨水排水処理施設等のインフラ整備に係る経費

は市場が負担するという点についても，より周知し

ていくべきである。 

 

 

 所管換えを行いました土地に係る

収入を確保するよう，関係部署と協

議してまいります。（中央卸売市場

業務課） 

 

 

 

 

 

 

 

 市場跡地を含む市有地の売却に当

たっては，これまで，売却予定価格

の公表などの入札手続の改正，広報

紙やホームページによる売却情報の

提供とインターネットで検索されや

すいキーワードの使用，売却が進ま

ない場合の価格や区画の見直しなど

に取り組んできましたが，今後さら

に売却促進の取組みとして，売却を

担当する専任職員を配置するととも

に，不動産取引業者への媒介の依頼

についても，引き続き検討してまい

ります。なお，インフラ整備に係る

経費の負担など買手に有利となる条

件については，積極的に周知してま

いります。（管財課） 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                               部局等名  総務部・財政部・農林部   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

28 

 

 

 

ⅲ.収入確保の手段の多様化 

  購入希望者から引き合いがあった場合，区画割り

の変更等に柔軟に対応する等の対策が必要であるほ

か，インターネットオークションの活用や，賃貸契

約について検討する必要がある。 

 

 市が土地を売却する場合，特別な

事情がない限りは，一般競争入札に

よることになるので，入札条件とし

て区画割り（面積）を確定させて行

う必要があり，条件を見直した場合

は，改めて入札する必要があります

が，区画割の変更等により，購入者

の出現が期待でき，かつ，他の区画

の売却にも支障がないと判断される

ような場合には，次回の入札におい

て，条件を見直して対応することは

可能であり，有効な手段であると考

えております。インターネットオー

クションの活用については，運営会

社から聴き取りした内容では，差押

物件など物品の売却には効果がある

が，土地については，温泉地や別荘

地などを除き低調であるとのことで

ありました。また，インターネット

オークションを活用して土地の売却

を実施している他自治体から聴き取

りした内容では，全国から問合せが

あると期待していたが，そのような

状況にはないとのことであり，現時

点では，土地に関しては，あまり効

果がないと分析しておりますが，収

入確保の手段の多様化については，

引き続き情報の収集に努め，検討し

てまいります。なお，市場跡地につ

いては早期売却を基本としておりま

すが，事業用定期借地権等による貸

付けや周知方法について関係部署と

連携し検討してまいります。（管財

課，中央卸売市場業務課） 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 



8 

包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                               部局等名  総務部・財政部・農林部   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31 

（３）繰入金 

①一般会計繰入金 

（ウ）基準外繰入金が生じないために 

  基準を超えた一般会計繰入金は，基準外繰入とな

り，一般会計から借入れを行っていることとなる。

市場の基準外繰入は，盛岡市の財政そのものの圧迫

要因となるほか，基準外繰入が３年連続で生じた場

合は，「第８次卸売市場整備基本方針」で定める再

編基準の指標の一つに該当し，地方卸売市場への転

換等の市場の再編に取組まなければならない。 

平成17年度以降は基準外繰入は行っていないが，

これは，市場跡地の売却益を積み立てている中央卸

売市場財政調整基金（以下「基金」）を取り崩して

いるからである。基金残高が数年で底をつくことと

なった場合，基準外の一般会計繰入金による補填が

必要となる可能性がある。 

②基金繰入金 

（ウ）基金の枯渇について 

  基金設置後，基金は毎年取崩しが行われている。

この状況が続けば，いずれ基金が枯渇することとな

る。未売却の市場跡地がこのまま売却できない場合

（ケース１）と平成22年度に売却できた場合（ケー

ス２）において，基金が枯渇するまでの年数は以下

のとおり想定される。なお，１年あたり取崩額は，

平成18年度から平成20年度の３ヵ年平均320,175千

円と仮定する。また，売却益見込は，未売却地売却

予定額535,435千円からインフラ整備費支出予定額

60,851千円を控除した474,583千円と仮定する。 

想定された枯渇までの年数をみると，ケース１の

場合は平成22年度に，ケース２の場合は平成23年度

に枯渇することとなる。したがって，市場跡地を早

期に売却することのみでは，基金の枯渇は避けられ

ない。市場跡地の早期売却を実現するとともに，他

の手段によっても収入を確保していく必要がある。

 

 

 

  市場跡地の売却益を年度末に中央

卸売市場財政調整基金として積み立

て，各年度の起債償還費用等，歳出

の一部に充てるために取崩しを行っ

ていることは，当初から予定されて

いたものです。今後も市場跡地の早

期売却を最優先に，所管換えを行っ

た土地に係る収入の確保，未利用施

設の利用促進等による歳入の確保に

努めるとともに，事務事業の見直し

や歳出の縮減を行うなど，できる限

り基準外の一般会計繰入金が生じな

いように努めてまいります。（中央

卸売市場業務課） 

 

 

  市場跡地の早期売却を最優先に，

所管換えを行った土地に係る収入の

確保，未利用施設の利用促進等によ

る収入増加のための方策を検討する

とともに，事務事業や歳出の見直し

による歳出予算の縮減に努めてまい

ります。（中央卸売市場業務課） 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                               部局等名  総務部・財政部・農林部   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37 

 

３.  歳出について 

（１）委託料（一般管理費） 

①建物清掃業務委託（中央卸売市場） 

（イ）随意契約の根拠が不明確である 

  当該契約は地方自治法施行令第167条の２第１項

第２号を根拠規定として，随意契約によっている。

契約検査課にヒアリングしたところ，当該業務は年

度開始日である４月１日から業務を開始しなければ

ならないが，新年度開始前に予算執行の一部である

入札手続を執ることができないとのことであった。

このことが「契約の性質が競争入札に適しないも

の」に該当するとの説明を受けた。 

しかし，年度開始前に入札手続を執ることができ

ないとしても，市は，経済性，効率性を損なわない

ようにあらゆる方法を考える必要がある。例えば，

４月の業務については，３月までの委託業者に随意

契約により委託し，残りの５月～翌３月までの期間

の業務を競争入札により，業者を決定する方法や，

長期継続契約とする方法が考えられる。なお，当該

契約は清掃業務であることから，専門性はないた

め，契約の性質又は目的が競争入札に適しないもの

に該当しないと考えられる。 

（ウ）設計価格の根拠が不明確である 

  設計価格は，前年度実績額に基づいている。作業

項目ごとの単価の妥当性などを検討するためにも，

清掃場所やその材質，作業頻度等を考慮した積算を

行う必要がある。細かい作業項目ごとに効率化を図

る余地があるか否かの検討を行うためにも，設計価

格の根拠を明確にしておくべきである。 

 

 

 

 

  当該業務委託の年度途中開始契

約，長期継続契約等による方法につ

いて，平成22年９月までに経済性や

効率性などの面から検討し，可能で

ある場合，平成23年度の契約から一

般競争入札の方式に移行してまいり

ます。（契約検査課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  現在，人件費，諸経費，利益率等

に基づいた予算積算基礎資料により

設計価格を設定していますが，さら

に作業項目ごとに効率化を図るため

の方法について検討し，平成23年度

以降の入札に反映してまいります。

（契約検査課） 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                               部局等名  総務部・財政部・農林部   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）平成20年度の見積書徴取業者選定について 

  物品の買入れ等競争入札参加資格審査委員会にお

いて示された「平成20年度建物清掃業務委託指名基

準」に基づいて見積書を徴する業者を選定してい

る。選定された業者は，Ａ社・Ｂ社・Ｃ社の三者で

あったが，Ｄ社・Ｅ社についても要件に該当するた

め，見積書を徴すべきであった。 

（オ）契約方法を見直し競争性を確保すべきである

  契約金額は平成16年度は6,104千円，平成17年度

は6,104千円，平成18年度は6,200千円，平成19年度

は6,199千円，平成20年度は6,192千円と，ほぼ同額

で推移している。また，随意契約によりすべて同一

業者に委託しており，平成20年度の契約金額は設計

価格の98.8％と高率となっている。このように清掃

業務に関して経済性，効率性が働いているとは言い

難い。競争入札による契約方法に変更し，競争性を

確保する必要がある。 

 

（カ）委託する必要性を再検討すべきである 

  共有部分の清掃業務を委託する必要性を再検討す

べきである。共有部分の清掃を全面的に業者委託し

ているが，業務の範囲（清掃領域，清掃の頻度，使

用する備品類の選定など）を見直し，市及び市場内

業者が協力して自らできる部分は委託に出さずに直

接実施することも検討に値する。 

 

見積書徴取の業者選定に当たって

は，毎年度策定する建物清掃業務委

託指名基準に基づいて行っています

が，その業者の中に，市の指名業者

選定基準による不誠実な行為等があ

った場合には，当該業者は指名しな

いこととしています。今後とも，業

者選定に当たっては公正性及び競争

性を確保してまいります。（契約検

査課） 

 

 

 

随意契約については，業者選定か

ら見積徴取まで競争入札と同じ方法

で行い競争性を確保していますが，

競争入札方式への変更については，

平成22年９月までに経済性や効率性

の面から検討したうえで実施しま

す。（契約検査課） 

 

 

 

 

清掃業務の範囲については，平成

18年度に清掃領域や頻度など大幅に

見直したところですが，更なる見直

しにつきまして，平成22年度に場内

業者と協議してまいります。（中央

卸売市場業務課） 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                               部局等名  総務部・財政部・農林部   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②盛岡市営施設警備業務委託 

（イ）随意契約の根拠が不明確である 

  当該契約は地方自治法施行令第167条の２第１項

第２号を根拠規定として，随意契約によっている。

契約検査課にヒアリングしたところ，当該業務は年

度開始日である４月１日から業務を開始しなければ

ならないが，新年度開始前に予算執行の一部である

入札手続を執ることができないとのことであった。

このことが「契約の性質が競争入札に適しないも

の」に該当するとの説明を受けた。 

しかし，年度開始前に入札手続を執ることができ

ないとしても，市は，経済性，効率性を損なわない

ようにあらゆる方法を考える必要がある。例えば，

４月の業務については，３月までの委託業者に随意

契約により委託し，残りの５月～翌３月までの期間

の業務を競争入札により，業者を決定する方法や，

長期継続契約とする方法が考えられる。 

（ウ）平成20年度の見積書徴取業者選定について 

  物品の買入れ等競争入札参加資格審査委員会にお

いて示された「平成20年度盛岡市営施設警備業務委

託指名基準」に基づいて，見積書を徴する業者を選

定している。平成20年度の警備業務は，常駐警備の

要件により，Ｆ社を含む11者から見積書を徴してい

る。要件を満たす業者は他に８者あることから，当

該８者からも見積書を徴すべきであった。 

 

 

当該業務委託の年度途中開始契

約，長期継続契約等による方法につ

いて，平成22年９月までに経済性や

効率性などの面から検討し，可能で

ある場合，平成23年度の契約から一

般競争入札の方式に移行してまいり

ます。（契約検査課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見積書徴取業者選定に当たって

は，毎年度策定する盛岡市営施設業

務委託指名基準に基づいて行ってい

ますが，中央卸売市場の警備業務に

ついては防災センター業務を含んで

おり，消防法等に基づく防災センタ

ー要員の有資格者を要件としている

ことから８者は選定外としたもので

す。今後とも，業者選定に当たって

は施設の規模等に応じ，公正性及び

競争性を確保してまいります。（契

約検査課） 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                               部局等名  総務部・財政部・農林部   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

39 （エ）警備仕様の見直しについて 

  現在，警備員は交代制で２名体制で常駐してい

る。24時間365日有人管理常駐する必要性の有無を

再考し，機械警備の活用の範囲を含め，人員配置の

見直しを検討すべきである。また，警備業務に含ま

れていた防災センター業務が平成21年度は仕様から

削除され，建物管理委託業務に含まれることとなっ

た。そのため，警備業務の委託額は削減された。今

後も業務の重複とならないように，建物管理業務委

託との兼ね合いなどに留意すべきである。 

③盛岡市中央卸売市場施設管理業務委託 

（イ）随意契約の根拠が不明確である 

  当該契約は地方自治法施行令第167条の２第１項

第２号を根拠規定として，随意契約によっている。

業務課にヒアリングしたところ，当該業務は年度開

始日である４月１日から業務を開始しなければなら

ないが，新年度開始前に予算執行の一部である入札

手続を執ることができないとのことであった。この

ことが「契約の性質が競争入札に適しないもの」に

該当するとの説明を受けた。 

しかし，年度開始前に入札手続を執ることができ

ないとしても，市は，経済性，効率性を損なわない

ようにあらゆる方法を考える必要がある。例えば，

４月の業務については，３月までの委託業者に随意

契約により委託し，残りの５月～翌３月までの期間

の業務を競争入札により，業者を決定する方法や，

長期継続契約とする方法が考えられる。 

 

 機械警備については，24時間開放

している本市場の特殊性から，機械

警備の導入による無人化は困難であ

ります。人員配置については，業務

の見直しを図り平成21年度契約から

常駐２名体制を１名体制に見直しま

した。今後も，警備及び防災センタ

ー業務の兼ね合いについて，十分に

留意してまいります。（中央卸売市

場業務課） 

 

 

 

  当該業務委託の年度途中開始契

約，長期継続契約等による方法につ

いて，関係部署の検討結果を踏ま

え，可能である場合，平成23年度の

契約から競争入札の方式に移行して

まいります。（中央卸売市場業務

課） 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                               部局等名  総務部・財政部・農林部   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

40 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）設計価格の根拠が不明確である 

  設計金額の積算については，前年度実績額に基づ

いている。業務ごと，作業項目ごとの単価の妥当性

などを検討するためにも，積算を行う必要がある。

細かい作業項目ごとに効率化を図る余地があるか否

かの検討を行うためにも，設計価格の根拠を明確に

しておくべきである。 

（エ）契約形態の見直しについて 

  施設管理業務には，昇降機保守点検業務，空調機

器保守点検業務，環境衛生管理業務，自動ドア設備

保守点検業務，冷却設備保守点検業務等が含まれて

いる。形式的には一本の施設管理業務であるが，実

質的には，昇降機保守点検業務等は，下請承諾願が

提出されており，再委託されている。市によると，

市の契約事務手続等の簡素化を目的としており，再

委託が前提となっているとのことである。 

しかし，この場合には，経済性と管理面で問題が

ある。業務が再委託される場合には，通常中間マー

ジンが発生し，経済性・効率性の面から改善の余地

がある。なお，市は委託業者が再委託している金額

を把握していない。個別に競争入札による契約を行

うことが経済性・効率性の観点からは望ましい。再

委託業務に関する管理責任の所在が不明確になる恐

れがある。直接委託を実施することでコントロール

と牽制を効かせることが望ましい。 

 

 平成22年度において，関係部署と

協議のうえで，設計価格の根拠を明

確にしてまいります。（中央卸売市

場業務課） 

 

 

 

 

平成18年度に契約の一本化を図

り，契約総額を圧縮してきたところ

ですが，平成22年度において，経済

性や効率性及び管理責任の面から契

約形態について検討してまいりま

す。（中央卸売市場業務課） 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                               部局等名  総務部・財政部・農林部   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

41 

 

 

（２）その他の一般管理費 

①需用費 

（イ）施設修繕料について（メーター交換） 

  電力メーターや水道メーター，ガスメーター，オ

イルメーターについては，計量法の適用により，交

換期間が定められている。市場では，交換時期をも

とに将来の支出額を見積もっているが，財政状況が

厳しいことから交換時期に必要な予算が措置できな

いため，使用に支障がない場合に限り，交換時期を

超えて使用している。 

②役務費 

（イ）電報電話料について（PBXシステム） 

  電報電話料は，市が一括して電話会社から請求を

受け，場内業者の負担分も合わせて立替払いを行っ

ている。場内業者の負担分については，PBXシステ

ムにより計算し，各場内業者に毎月請求している。

PBXシステムの保守業務は委託しており，年額約

4,700千円の委託料を支出している。PBXシステムと

は構内交換機のことであり，市場内の内線電話網が

構築されている。場内業者の中にはPBXシステムを

利用しないところも出てきている。個別に回線を引

く理由としては，通話料等を考慮して利便性が高い

からであるとのことである。 

つまり，PBXシステムを利用しなくても場内業者

の業務に重大な支障は生じないものといえる。シス

テムを継続する必要性を検討する必要がある。 

 

 

 

各種メーター類については，年次

計画に基づく適切な交換に向け予算

措置に努めてまいります。（中央卸

売市場業務課） 

 

 

 

 

 

 

平成21年度においてPBXシステム

の継続について場内業者と協議した

ところ，現在PBXシステムを利用し

ている場内業者の半数以上が現状ど

おりのPBXシステムの継続を希望し

ましたことから，引き続きPBXシス

テムの継続を基本として協議を進め

てまいります。なお，継続に伴う平

成22年度以降の保守業務等に係る経

費については，PBXを利用する場内

業者にも応分の負担をいただくこと

で検討してまいります。（中央卸売

市場業務課） 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 



15 

包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                               部局等名  総務部・財政部・農林部   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

44 

４.  市場の経営改革と今後の方向性の検討につい

て 

  第８次卸売市場整備基本方針では中央卸売市場の

再編基準として４つの指標を掲げている。平成20年

度おける状況は以下のとおりである。青果部では該

当項目はないが，水産物部では，４項目中２項目に

該当している。基金が枯渇すれば，基準外の一般会

計繰入金による補填が必要となることも予想され

る。そうなると水産物部においては，４項目中３項

目が該当することとなり，再編を迫られることとな

る。将来においても，水産物部が中央卸売市場であ

るためには，基準外の一般会計繰入金の発生を回避

するように経営改革を進めることが必要となる。基

準外の一般会計繰入金の発生を回避するためには，

歳入の確保が不可欠となる。現在行われている市場

使用料の減免を見直すことや，大手業者を誘致する

など市場の魅力を高めて取引量を増大させることな

どの取り組みが必要である。 

一方で，地方卸売市場への転換が避けられないの

であれば，現在の経営形態を地方卸売市場として相

応しい形態に改める必要がある。また，集荷・販売

面における他の卸売市場との連携など第８次卸売市

場整備基本方針で示された措置についても，その可

能性を検討すべきである。さらに，水産物部の地方

卸売市場への転換に伴う青果部への影響についても

考慮し，経営形態の改善が必要となる。 

このように，盛岡市中央卸売市場は，経営改革の

必要性に迫られている。基金残高が1.4年ないし2.9

年で枯渇することや経営改革の実現を考慮すると，

検討に残された時間は少ない。今後の盛岡市中央卸

売市場の在り方について早急に判断すべきである。

 

 

今年度内に，現在設置している市

場活性化ビジョン推進委員会の内部

に，場内の経営者等による検討組織

を設け，盛岡市中央卸売市場のあり

方について１年を目処に方針を定め

てまいります。（中央卸売市場業務

課） 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名    市長公室      

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

 

 

 

54 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

55 

テーマ２ 公の施設の管理運営について 

３．指定管理者制度の趣旨を達成するための盛岡市

の考え方、取組み 

（1）指定管理者制度導入に向けた取り組み 

①選定を公募によらない場合の理由について 

非公募とするかどうかの判断は、公募によっ

た場合のデメリットや非公募の場合のメリット

だけで判断するのではなく、公募の場合のメリ

ット、デメリット、非公募の場合のメリット、

デメリットをそれぞれ斟酌し判断すべきであ

る。 

公募が原則であるため、非公募で選定できる

施設の要件は限定的に判断されなければならな

い。非公募で選定できる施設の要件の「３）そ

の他」にある「特に必要と認められる場合」は

裁量の余地が大きい。非公募で選定できる施設

の要件は限定的に考えるべきである。 

 

 

②公募によらない場合のサービス向上及び効率

化の方策について 

指定管理者の選定を非公募によった場合であ

っても、指定管理者制度導入を機会に、行政サ

ービスの向上及び効率化に努めることは当然の

ことである。公募の場合、応募者の競争原理に

より、行政サービスの向上及び効率化が期待で

きる。一方、非公募の場合、応募者の競争原理

によって行政サービスの向上及び効率化は期待

できないのであるから、別途、行政サービスの

向上及び効率化の方策を検討する必要がある。

例えば、前回の指定管理者選定期間と新しい選

定期間で、行政サービス向上及び効率化に向け

て、どのような改善が行われるのかといった点

を比較するなどの方法が考えられる。 

 

 

 

 

非公募と判断するにあたっては，

これまでも公募の場合のメリッ

ト，デメリット，非公募の場合の

メリット，デメリットをそれぞれ

斟酌しているところではあります

が，公表方法について検討・工夫

してまいります。 

また，非公募で選定できる施設

の要件の「特に必要と認められる

場合」については，これまでも外

部有識者の意見を聴きながら限定

的に考えてきたものであり，今後

も引続き限定的に考えてまいりま

す。   （行財政改革推進課） 

 

 

 

非公募の場合，これまでもサー

ビス向上及び効率化等の観点か

ら，事業計画の審査を行っており

ますが，内容が十分かどうかにつ

いては検討の余地があることか

ら，22年度中に検討し方針決定し

てまいります。 

（行財政改革推進課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名  市長公室，財政部    

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

56 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59 

③管理運営の効率化について 

指定管理料の上限額は、従来の委託管理料を

基礎とするのではなく、指定管理者に要求する

仕様書に基づき必要額を積み上げ計算したうえ

で設定すべきである。指定管理者制度導入の大

きな趣旨の一つが効率化である。効率化を進め

るためには、指定管理料が、適正な原価計算の

もと算定されていることが前提である。指定管

理者制度の導入にあたって、市は、基本協定

書・仕様書等に基づき、アウトプットごとに経

費を見積り、適正な原価計算を行う必要があ

る。また、そのような原価計算に基づいて上限

額を設定し、その額との比較で効率化の度合を

評価する必要がある。 

 

 

 

 

（2）指定管理者制度の運用 

①運営状況の監視と公表について 

事業報告書を公表することに加えて、検証の

方法や検証の結果（市が要求する管理運営がな

されているかどうか、指定管理者の体制に問題

はないか、指定管理者の財務状況に問題がない

か、などに関する検証の結果）について、「広

報もりおか」「ウェブもりおか」等に掲載する

必要がある。 

 

 指定管理料の上限額の設定につい

ては，人件費をはじめ各支出科目ご

との積算を基に算定されている委託

管理料を基礎に単価変動を反映する

などの措置をしておりますことから

今後とも，仕様の変更などに対応し

た適切な積算に努めてまいります。

また，指定管理者に提示する業務仕

様書には，経費の見積りについて従

来の委託内容を基礎とせざるを得な

い部分があるため，仕様書の内容や

人件費等の積算基準について点検

し，必要な項目については改善する

よう努めてまいります。 

（財政課）

 

 

 

 

 

 指定管理に係るモニタリング手法

の確立については，その必要性を認

識しており，公表の仕方も含めて検

討を行い，平成22年度中に方針を決

定いたします。 

（行財政改革推進課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名    市長公室      

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

59 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60 

②第三者評価の実施者について 

平成19年度、平成20年度のいずれも、第三者

評価実施に応募した団体は1団体であった。この

ような状況が継続し、第三者評価者が特定され

ると、第三者評価の適切性を確保する上で問題

となる。第三者評価実施の応募が少ない要因の

一つとしては、指定管理者制度に対する十分な

理解を有する人材、団体が少ないことも考えら

れる。そこで、指定管理者制度の定着に伴い、

市として、適切な第三者評価を行える担い手を

広く育成していくことも必要である。 

 

 

③連絡会議について 

連絡会議を制度化し、各施設の成功事例を積

極的に紹介するなど、市と指定管理者との意見

交換する場として活用していくことが必要であ

る。 

また、この連絡会議とは別に、市と指定管理

者が施設の管理運営や自主事業について、対等

な立場で話し合えるような場を設けることも必

要である。 

 

 

 第三者評価の実施団体を募集した

際に応募団体が１団体しかなかった

ことについては，指定管理者制度の

周知を図ることによって，企業や

NPO等の団体の参入意欲の喚起を図

ってまいります。 

（行財政改革推進課）

 

 

 

 

 

 

 連絡会議は，平成18年度以降，年

２回をめどに開催し，各施設の成

功事例の紹介や市と指定管理者と

の意見交換を行っており，今後も

開催してまいります。定期的開催

の明文化については検討してまい

ります。 

 市と指定管理者が対等な立場で

話し合える場については，必要に

応じて各施設所管課において，定

期的に指定管理者との話し合いの

場を設けており，今後も，同様に

取組んでまいります。 

（行財政改革推進課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名    市長公室      

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

 

60 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

61 

④損害賠償に関する市と指定管理者のリスク分

担について 

市は、すべての公の施設について早急に「市

民総合賠償補償保険」への加入状況を検証し、

付保の内容が十分であるか検討する必要があ

る。 

市と指定管理者のリスク分担について仕様書

に記載するだけでなく、特に利用者への影響が

大きい事項については具体的にどのように担保

するか、契約時に双方で協議の上決定しておく

必要がある。その際に指定管理者が「市民総合

賠償補償保険」の被保険者とみなされ、当該保

険で付保されているかどうかについて所管課と

指定管理者の双方で認識を統一することが必要

となる。 

（3）今後に向けた課題 

①指定管理期間の弾力化について 

指定期間は、競争の機会の確保や指定管理者

のノウハウの蓄積など様々な点を考慮して決定

する必要がある。また、施設の特性によって、

指定管理者の投資回収期間が異なったり、職員

の雇用形態が異なることが考えられる。そこ

で、指定期間を一概に3年または5年とするので

はなく、公の施設の特性や、指定管理者が最も

創意工夫や効率化が達成可能となる期間に応じ

て、指定期間を弾力的に設定できるように、「

基本的な考え方」を変更すべきである。 

 

 

 早急に各施設の加入状況を調査

し，付保の内容が十分かどうか検討

し，必要な措置を講じてまいりま

す。 

 また，協定締結時に市と指定管理

者とが賠償補償保険についての認識

を統一できるよう，必要な措置を講

じてまいります。 

（行財政改革推進課）

 

 

 

 

 

 

 

現在は，新規参入や競争の機会の

確保のため，３年または５年の指定

期間としておりますが，ご指摘を踏

まえ，施設の特性等に応じた指定期

間のあり方について，他都市等の事

例も研究しながら，検討してまいり

ます。 

（行財政改革推進課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名    市長公室      

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

61 

②「基本的な考え方」の再検討について 

現在の「基本的な考え方」は、指定管理者制

度導入時に策定されたこともあって、指定管理

者の選定に関することが定められているが、運

用についての記載は不十分である。「基本的な

考え方」の策定時点と比べると、現在、指定管

理者制度の定着に伴い、市にも新たなノウハウ

の蓄積が進んでいる。また、公の施設や応募者

の状況等にも変化がみられる。そこで、現在の

状況に合わせて、モニタリングの充実など、特

に運営面について、「基本的な考え方」を見直

すことが必要である。 

 

 

指定管理者制度の導入以降，運営

面での課題等を検討する中で，制度

化されたものもあり，これらを「公

の施設の指定管理者制度導入に関す

る基本的な考え方」に盛り込む方向

で検討してまいります。 

（行財政改革推進課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名    教育委員会     

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

 

65 

 

 

 

 

 

 

 

66 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．生涯学習課 

(2)指定管理者の選定について 

①非公募による選定について（市側の問題点） 

市が非公募理由として掲げている事項は，いずれ

も，非公募とする合理的な理由とはいえない。次期

の指定管理者の選定にあたっては，公募とすべきで

ある 

 

 

 

②公募による選定について（市側の問題点） 

公募の原則を全うするためには，形式的に公募手

続を踏むだけではなく，応募しにくい状況等がない

か実質的に検討することも必要である。新規指定時

に応募した法人が，再指定時に応募してこない背景

について把握し，以後の公募手続きに役立てていく

ことが望まれる。 

 

 

 

 

 次期の選定に向けて，住民サービ

スの向上と芸術文化振興という観点

で検証した上で，選定方法を検討し

てまいります。 

（生涯学習課）

 

 

 

 公募よる選定にあたっては，応募

を予定する団体に対しヒアリングを

行うなど，応募しにくい状況等がな

いかどうか分析し，役立ててまいり

ます。 

（生涯学習課）

 

 

 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（意見分） 

  

                          部局等名    教育委員会     

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

66 

(2)指定管理者の選定について（市側の問題点） 

③施設のグルーピングについて 

応募方法について，グルーピングの方法など民間

事業者がより応募しやすい方法を検討するために，

財団も含めた民間事業者にヒアリングを行うべきで

ある。制度の趣旨に照らして，次期の選定に向けて

見直しが望まれる。 

 

 

 次期指定時の公募に向けて，住民

サービスの向上と芸術文化振興とい

う観点からグルーピングの内容につ

いて検討してまいります。 

（生涯学習課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名  市長公室，教育委員会  

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

68 

 (3)指定管理者に対する市の管理監督について 

①指定管理者の行う契約事務について（市側・指定

管理者側双方の問題点） 

財団の行う契約事務について，市の契約に関する

規則と同様に，競争性の導入を検討する必要があ

る。入札コストの低減のためには，財団独自の契約

に関する規則を作成せずとも市の契約に関する規則

に準ずることとし，その旨を協定書に定めておくこ

とで対応できると考えられる。財団は市の100%出資

法人であり，また，財団として効率性を追求すべき

点から，財団においても，市の契約に関する規則と

同様の競争性を導入することが妥当と考えられる。

 

 

②仕様書に基づくモニタリングについて 

仕様書どおりの業務が遂行されていない場合には

協定違反となるが，市ではそれを発見できない状況

である。 

仕様を満たしたかどうかのチェック体制を整備・

運用することが必要である。 

 

 

 指定管理者の行う契約事務につい

ては，市の契約に関する規則に準じ

て契約業務を行うよう指導してまい

ります。 

（生涯学習課）

 

 

 

 

 

 

 指定管理に係るモニタリング手法

の確立については，その必要性を認

識しており，公表の仕方も含めて検

討を行い，平成22年度中に方針を決

定いたします。 

（行財政改革推進課）

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名  市長公室，教育委員会   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

69 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

71 

 

③利用率について 

利用率について，市の使用を含めた数字と含めな

い数字の両方を事業報告において開示し，市民への

情報提供を充実させることがまず必要と考えられ

る。財団においても，施設利用事業収入の低下を甘

受しつつ，発表会等の場を提供する機能を果たすこ

とで市の事業遂行に協力していることを財団のホー

ムページ等で積極的に開示し，市民の理解を求めて

いくべきである。 

 

 

④利用料金の減免について 

 公の施設として外部の指定管理者に管理運営を行

わせる以上，市も利用者の一員であり，受益者負担

の原則からは市の使用であっても利用料金を負担す

べきである。これには利用料金として支払う方法と

補助金に加算する方法が考えられるが，透明性の観

点から前者が望ましい。また，条例第７条（２）に

おいて，利用料金の減免の基準を明確にしておく必

要がある。 

 

 

⑤財団本部の入居に係る共通管理費について 

指定管理料は公の施設の管理運営業務のための

費用であるから，指定管理者の運営のための費用に

充当されることは目的外の支出となる。 

財団が指定管理業務以外の本部機能のために使

用している部分に係る共通管理費は，指定管理料か

ら除外すべきである。 

 

 

利用率については，今後，市によ

る使用を含めた数字と含めない数字

の両方を記載し，市民への情報提供

を図ってまいります。 

 また，財団のホームページ等にお

いても，市の利用状況なども公表す

るように指導してまいります。 

（生涯学習課）

 

 

 

 市の減免利用については，原則と

して，減免利用による減収分を考慮

した事業計画を立案し，市はこれに

基づいて指定管理料を支払うことに

より対応しており，今後とも現行ど

おり対応してまいりたいと考えてま

す。 

（行財政改革推進課）

 

 

 

財団本部の入居に係る共通管理費

については，本部機能に使用する分

を面積により按分し，指定管理料か

ら減ずるよう，財団と協議してまい

ります。 

（生涯学習課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名    教育委員会     

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

71 

 

 

 

 

 

 

 

73 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥事業費の補助について 

指定管理者選定時点で仕様書に，補助の要件を明

示する必要がある。 

 

 

 

 

 

⑦コスト面のモニタリングについて 

制度の趣旨が住民サービスの向上や管理運営の効

率化にあることや民間事業者の月次報告には損益の

状況が不可欠であることを考慮すると，指定管理者

からの毎月の報告には，月次の収支報告を含めるべ

きである。 

また，財団では，施設ごと・事業ごと・企画ごと

の収支も把握しているとのことであり，これらも市

への報告内容に含める必要がある。特に第三者評価

が施設ごとに行われていることとの整合性から，施

設ごとの収支状況については市民に開示すべきであ

る。 

 

 

 

 

 次期指定管理者の選定にあたって

は，仕様書に補助の要件を明示いた

します。 

（生涯学習課）

 

 

 

 

コスト面のモニタリングについて

は，基本協定に基く毎月の事業報告

書に関して，財団と協議の上，収支

状況についての定期的な報告を提出

させるとともに，財団のホームペー

ジ等で施設ごとの収支状況等につい

ても可能な限り開示するよう指導し

てまいります。 

（生涯学習課）

 

 

 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名    教育委員会     

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

75 

 

⑧指定管理者制度導入によるコスト削減効果につい

て 

指定管理制度導入を契機に，市は，指定管理料の

設定にあたって，適切な原価計算により算定を行う

必要がある。 

また，財団としても，コスト分析を実施し，削減

可能な費用の検討を行うなど，主体的に効率化に取

り組む必要がある。 

 事業に従事する職員が，主に身分の不安定な非常

勤となっている実態は，長期的な人材育成からも改

善を要する。 

 

 

 

 適切な原価計算により算定する必

要があることについては，指定管理

料の上限額の設定する上で，人件費

をはじめ各支出科目ごとの積算を基

に算定されている委託管理料を基礎

に単価変動を反映するなどの措置を

しておりますことから今後とも，仕

様の変更などに対応した適切な積算

に努めてまいります。 

また，指定管理者に提示する業務

仕様書には，経費の見積りについて

従来の委託内容を基礎とせざるを得

ない部分があるため，仕様書の内容

や人件費等の積算基準について点検

し，必要な項目については改善する

よう努めてまいります。 

（財政課）

 

財団に対しては，コスト分析など

を実施し，より一層の効率化を図る

よう指導してまいります。 

また，事業に従事する職員につい

ては，財団と協議してまいります。

（生涯学習課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名    教育委員会     

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

76 

 

(4)指定管理者について 

①人材育成について 

  指定管理者制度は，民間のノウハウを活用する

ことでサービス水準の向上を目指している。現在，

財団では，職員が経験を積むことで専門性の向上に

努めているが，これらだけでは，従来の事業との継

続性の重視に偏ってしまい，指定管理者制度の志向

する創造性や自由な発想を育成することにはつなが

らない。平成20年度事業報告書に記載された職員の

研修実績によると，研修・会議・説明会等計21件の

うち，公益法人制度に係るもの，年末調整や高齢者

雇用に関するもの，救命講習会等周辺業務関連の研

修内容が13件であり，東北地方ないし県内の公立文

化施設連絡協議会が実施する会議・研修は8件であ

った，これらの研修内容では，専門性向上には不十

分であり，文化振興事業自体のスキル向上につい

て，体系的な人材育成，研修方針を策定すべきであ

る。 

 

 

 

 指定管理者が行う研修などの人材

育成については，体系的な人材育成

方針・研修方針等を策定するよう，

指導してまいります。 

（生涯学習課）

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（意見分） 

  

                          部局等名    教育委員会     

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

 

77 

 

 

(4)指定管理者について 

②サービス向上について 

 財団では，サービス向上に向けた工程表を作成す

るとともに，工程表に基づき財団の年次事業計画に

具体的な改善項目を明記し，これを年度ごとに達成

していくことで，着実で，段階的なサービス向上を

推進する必要がある。 

 

 

 

 

 サービスの向上については，工程

表を作成の上，年次計画で段階的に

サービス向上を推進するよう，財団

に求めてまいります。 

（生涯学習課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名    教育委員会     

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

78 

 

 

③外郭団体としての経営改善について 

 今後，市の財政が厳しさを増し，補助金の削減と

いう事態に立ち至った場合，財団の運営が成り立た

ず，現在，実施されている自主事業の継続も困難と

なるおそれがある。そこで，財団が自ら，自主事業

の拡充等により，財政的基板の強化に努めるととも

に，市としても，財団の財政的自立を志向すること

が期待される。 

 

 

 

財団において，財政的基盤の強化

に努め，財政的自立を志向するよう

に求めてまいります。 

（生涯学習課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名    教育委員会     

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

 

80 

 

 

 

 

 

 

 

81 

５．スポーツ振興室 

（2）指定管理者の選定について 

①非公募による選定について 

 現在、公表されている非公募理由は例外的処理

である非公募を容認するほどに合理的なもので

はない。次期指定管理者の選定にあたっては公

募とすべきである。 

②施設のグルーピングについて 

 第1回指定管理期間の選定では複数の申請があ

ったにもかかわらず、第2回指定管理期間では、

申請者が1法人しかなく、このことは指定管理者

制度導入による住民サービス向上や効率化の機

会を失っていることを意味している。 

指定管理者制度導入の目的は、複数事業者の競

争、民間事業者のノウハウの活用によって初めて

達成されるものである。そのためには最も民間事

業者が参入しやすい形で公募を行うべきであり、

決して民間事業者の参入を阻害するようなグルー

ピングとなってはならない。次回の公募では、グ

ルーピングの方法を見直すべきである。 

 

 

 

盛岡体育館につきましては，次回

の指定管理者指定時には公募により

指定管理者の選定を行ってまいりま

す。 

（スポーツ振興室）

  

 

 

 申請者が１団体となった理由を検

証したうえで，サービス向上や効率

化の観点からグルーピングの見直し

を検討してまいります。 

（スポーツ振興室）

 

 

 

 

 

 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名  市長公室，教育委員会   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

85 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

86 

 

 

 

 

 

 

87 

 

③審査員の独立性について 

 審査員の選出にあたっては，外観的独立性が保持

されているか慎重に検討する必要であり，次期指定

管理選定の時期までに改善が望まれる。 

なお、審査員の選出にあたっては、「指定管

理者候補者の選定に係る審査員の設置に関する

方針」が定められている。この方針において、

審査員の独立性に関する要件については、「指

定管理者への申請を予定している団体の役職員

又はこれらの者の父母，祖父母，配偶者，子，

孫若しくは兄弟姉妹など，公正な審査を期する

上で支障が生じ得ると認められる者には，審査

員は委嘱しない。」と規定されている。当該規

定では、今回の事案については対応できない。

規定の見直しについて検討が必要である。 

  

（3）指定管理者に対する市の管理監督について 

①仕様書に基づくモニタリングについて 

 仕様書どおりの業務が遂行されていない場合に

は協定違反となるが、これを発見できない状況

である。 
仕様を満たしたかどうかのチェック体制を整

備・運用することが必要である。 

 

②指定管理者制度導入によるコスト削減効果につい

て 

 体育協会が指定管理者になっている体育施設に

関する市のコスト削減効果は約0.6％（b/a）と

計算され、指定管理者制度導入によるコスト削

減効果は非常に乏しい。指定管理者選定に関連

するコストなど、制度導入に関連して新たに発

生するコストを考えると削減効果はさらに小さ

くなる可能性がある。市と指定管理者は、今後

より一層のコスト削減を達成するための努力が

必要である。 

 

審査員の選出については，外観的

独立性が保持されるように検討して

まいります。 

（スポーツ振興室）

 

 

今回のような事例に対応するた

め，「指定管理者候補者の選定に

係る審査員の設置に関する方針」

の見直しも含め，規定の厳格な適

用がなされるよう，措置を講じて

まいります。 

（行財政改革推進課）

 

 

 

 

指定管理に係るモニタリング手法

の確立については，その必要性を認

識しており，公表の仕方も含めて検

討を行い，平成22年度中に方針を決

定いたします。 

（行財政改革推進課）

 

 

今後，より一層のコスト削減意識

を高めるとともに，指定管理者と協

議し，その方策について検討してま

いります。 

（スポーツ振興室）

 

 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名  市長公室，教育委員会   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

88 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

89 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③事業の実施に必要な備品の購入計画について 

事業を実施するうえで施設に備えられている

べき備品についてまで指定管理者に帰属するも

のとされていると、次期指定管理期間において

指定管理者が交代した場合に、新たな指定管理

者がそのままでは事業を継続できず、新規投資

が必要となる。また、市が税金を投下して取得

した資産を使用することによって得た利用料収

入を財源として、廃棄資産の代替資産を取得し

た場合にも所有権が指定管理者に帰属するとい

うのは理解しがたい。 

基本協定書で合意された処理ではあるが、事

業の実施に必要な設備・備品については、資産

の廃棄状況も踏まえ、取得を予算の積算に含め

るように指導していくことが望まれる。 

 

 

 

④公共施設予約・案内システムの開発費の負担につ

いて 

 空き情報等の確認、施設予約のインターネッ

ト対応が住民サービスの向上に必須であること

を考えると、このような施設のインフラ部分

は、指定管理者ではなく、市が責任を持って整

備すべきである。市と指定管理者である体育協

会との役割分担を、施設のインフラ整備に係る

部分と運営に係る部分とから見直す必要があ

る。 

なお、第2次盛岡市情報化基本計画によれば、

スポーツ施設を含む公共施設全般に対する新施

設予約システムの構築が開始されることになっ

ているが、現在のシステムとの関係を整理する

ことが必要である。 

 

備品の帰属に関しては，これまで

も連絡会議等の場で指定管理者と協

議してきたところですが，ご指摘の

趣旨を踏まえ，検討してまいりま

す。 

（行財政改革推進課）

 

既に廃棄された資産等の整備につ

いては，指定管理料での予算措置に

より計画的に配備できるよう協議し

ながら対応してまいります。 

（スポーツ振興室）

 

 

 

 

 

 

 

公共施設予約・案内システムにつ

いて，第三次盛岡市情報化基本計

画を推進する中で，市と指定管理

者との適切な役割分担の観点から検

証を行い，その結果により見直しを

行います。 

（スポーツ振興室）

 

 

 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名    教育委員会     

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

90 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

91 

 

 

 

 

 

（4）指定管理者について 

①管理費の按分計算について 

現在、体育協会において、補助金要望時、ま

た決算時においても管理費をスポーツ振興事業

と指定管理業務とに按分する計算は実施されて

いない。このことは、本来指定管理料で賄うべ

き管理費について、補助金が財源となっている

ことを意味する。補助金が不当に高く算定され

ている可能性があるほか、指定管理料が不当に

低く計算された結果、民間事業者の参入を阻む

要因になっている可能性がある。 

補助金及び指定管理料の額を適切に計算する

ためにも、体育協会において、管理費について

は業務従事割合等を用いた適切な按分計算を実

施することが必要である。 

 

 

 

②備品台帳の整備について 

 備品リストを網羅的かつ正確なものとするための

仕組みが構築されていない。指定管理者から備品の

取得報告，廃棄報告がなされた場合には，適時に反

映するための仕組みが必要である。 

 年に一度は必ず現物を確認し，備品リストの網羅

性・正確性を検証するための仕組みが必要である。

 現物確認をスムーズにするためにリストと現物と

を関連づけることを可能とする個別番号等を記載し

た備品管理シールを現物に貼付することが必要で

ある。 

 

 

管理費におけるスポーツ振興事業

と指定管理業務の業務従事割合につ

いては，事務局職員個々の業務内容

を詳細に分析し，適切な按分計算を

実施するよう指導してまいります。

（スポーツ振興室）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備品リストにつきましては，年度

内に再整備する予定です。 

また，備品の取得・廃棄の事前報

告とともに，備品リストによる年１

回の現物確認を行ってまいります。

 なお，備品リスト整備後は，全備

品について管理シールを貼付しま

す。 

（スポーツ振興室）

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名 市長公室，商工観光部   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

 

95 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

96 

６．観光課 

(2) 指定管理者の選定について 

①指定管理者への申請が1団体であったことについ

て 

指定管理者制度の趣旨は、民間事業者のノウハウ

を用いることで、弾力性や柔軟性のある施設の管

理・運営を行うことを可能とすることである。その

趣旨に鑑みると、より多くの団体が指定管理者の申

請を行い、競争性を発揮することで、効率化や住民

サービス向上を図る工夫を実現することが重要とな

る。 

指定管理者の申請が1団体のみであったというこ

とは、指定管理者制度導入による効率化や住民サー

ビス向上の機会を失っていることを意味している。

そこで、より多くの申請を受けるためには、民間

事業者が最も参入しやすい形で募集を行うべきであ

り、性質の異なる盛岡観光文化交流センターともり

おか啄木・賢治青春館とは、別個に指定管理者を募

集するように改善すべきである。 

 

 

（3）指定管理者に対する市の管理監督について 

①モニタリングについて 

所管課が指定管理者に対してモニタリングを適

切かつ効率的に行うためにも、モニタリング実施

の際の手順や留意事項を記載したマニュアルの整

備が必要である。 

また、事業報告書には1年間で実施した事項の

みを記載するのではなく、課題となっている事

項や次年度の目標を記載すべきである。このよ

うな事項を記載することで、モニタリングの評

価としての機能が向上し、マネジメントサイク

ルが機能することで、より良い公の施設の管理

運営が可能となる。 

 

 

 

 

申請が1団体となった理由を検証

したうえで，指定管理者を別個に募

集するかも含めて効率化やサービス

の向上につながるような公募の方法

を検討してまいります。 

（観光課）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定管理に係るモニタリング手法

の確立については，その必要性を認

識しており，公表の仕方も含めて検

討を行い，平成22年度中に方針を決

定いたします。 

また，事業報告書への記載内容に

ついても併せて検討してまいりま

す。 

（行財政改革推進課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 

 



35 

包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名  財政部，商工観光部   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

98 ②仕様書について 

開館日の80％以上の日数で企画展示を行うことを

目標とするのであれば、同じ展示物を長期に渡って

展示することも、形式的には目標を満たすことにな

る。指定管理者に求める目標は、より指定管理者の

創意工夫を引き出し、その結果、指定管理者の管理

運営が中心市街地の活性化や文化振興に寄与した否

かが評価できるものでなくてはならない。 

したがって、仕様書で求める指標は、指定管理者

の創意工夫を促すものに変更するべきである。例え

ば、企画事業の来館者数を何人以上とすることや来

館者の増加率、リピーター数を何人以上にする等の

目標が考えられる。 

 

 

③管理運営の効率化について 

指定管理料の算定に当たっては、施設の管理運

営のために必要な支出を見積もり、当該金額から

収入見込額を控除した額としている。そこで、指

定管理料の削減のためには、施設の管理運営のた

めに必要な支出の精査など、指定管理料の算定過

程を再検討すべきである。 

 

指定管理者の創意工夫を引き出す

ため，どのような目標設定が可能

か、次回（平成26年度）の公募に向

けて検討してまいります。 

（観光課）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定管理料の上限額の設定について

は，人件費をはじめ各支出科目ごと

の積算を基に算定されている委託管

理料を基礎に単価変動を反映するな

どの措置をしておりますことから今

後とも，仕様の変更などに対応した

適切な積算に努めてまいります。 

また，指定管理者に提示する業務

仕様書には，経費の見積りについて

従来の委託内容を基礎とせざるを得

ない部分があるため，仕様書の内容

や人件費等の積算基準について点検

し，必要な項目については改善する

よう努めてまいります。 

（財政課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                          部局等名 市長公室，商工観光課   

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

101 

(4)指定管理者について 

①収益性向上のための課題について 

施設の利用料収入は，指定管理者の自己収入とな

るため，施設の利用料収入の減少は指定管理者にと

って団体の存続にも影響を及ぼしかねない問題であ

る。 

利用料収入の減少を食い止める改善策が緊急に必

要である。また，利用者数の減少や利用料収入の減

少に合わせて，業務内容を見直し，経費の削減を図

る必要がある。 

指定管理者は，利用者数や利用料収入の減少に対

して，賛助会を通して大会の案内にパンフレットを

入れる等の宣伝を行い，少しでも多くの人に利用し

てもらえるように努力している。今後もこのような

宣伝を継続して行うなどの対策が必要である。ま

た，市が，施設を利用した場合の減免についても市

と協議の上，見直しも検討すべきである。 

 

 

施設の利用料収入が年々減少して

いることに対し，現指定管理者は

様々な対策を講じておりますが，利

用料収入の増加に至っていない現状

から，有効な改善策を講じてまいり

ます。また，市として指定管理者に

対し，業務内容の見直しと，経費削

減を図るよう指導してまいります。

（観光課）

 

市の減免利用については，原則と

して，減免利用による減収分を考慮

した事業計画を立案し，市はこれに

基づいて指定管理料を支払うことに

より対応しており，今後とも現行ど

おり対応してまいりたいと考えま

す。 

（行財政改革推進課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                             部局等名   都市整備部    

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

 

104 

 

７．公園みどり課 

（2）指定管理者の選定について 

①動物公園における役割分担の整理について  

市では、動物公園行政の推進にあたって、市 

（公園みどり課）と指定管理者（公社）間で、仕

様書の他には明確な役割分担は設けられていな

い。 

市としては、盛岡市行財政構造改革の中で出資

等法人経営評価等を行っており、今後、外郭団体

の自主性を求めていくことが想定されている。自

主性を求めていく前提としては、市と指定管理者

の役割分担が明確になっていることが必要とな

る。 

現在、市には、「動物公園開園20 周年記念事

業実行委員会（以下、委員会）」が設けられてお

り、委員会の中で10 年後、20 年後の動物公園の

あり方を見据えた動物公園に関する様々な議論が

なされている。そこで、市と指定管理者の役割分

担についても、この委員会の中で議論することが

求められる。 

この議論の中で、外郭団体である公社の自主性

を強く求めていくか、それとも今後も市と公社が

共に協力して、動物公園行政を進めていくかとい

った今後の方針を決定する必要がある。 

 

 

 

 

 

市と指定管理者の役割分担につ

いては，動物公園設置の基本方針

並びに委員会における今後の動物

公園のあり方の議論に基づき，動

物公園の管理運営全般から指定管

理業務内容まで総体的に精査し，

他の公の施設と同様に，指定管理

者による自主的な管理運営が図ら

れるよう，市と公社の役割分担を

整理してまいります。 

（公園みどり課）

 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                             部局等名   都市整備部    

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 106 

 

 

②非公募による選定について 

非公募で選任を行う場合には、公募によった場

合に期待される創意工夫が非公募の場合でも行わ

れるよう、仕様書において、市が指定管理者に期

待し、求める要件を明確に記載する必要がある。

また、仕様書で明確にした要件については、事後

的に検証・評価できるものでなければならない。

前述のとおり、市と公社の役割分担を整理する

過程で、事業の継続性を重視し、今後も市と公社

が共に動物公園行政を担っていくという方針がと

られるのであれば、今後は、直営化についても検

討する必要がある。 

一方、公社に自主性を強く求めるという結論に

至った場合、市と公社のこれまでの関係から、対

象事業以外の市が担うべき事務を、指定管理者に

実施させるといったなれ合い関係を解消する必要

がある。この場合は、市と指定管理者の役割分担

について、仕様書上項目を設定し、明確に記載す

る必要がある。 

 

 

動物公園の指定管理者選定にお

いては，他都市の事例を参考にし

ながら，市と指定管理者の役割分

担並びに市が指定管理者に期待す

る要件を仕様書に明確に記載する

とともに，それらの事後的な評価

システムを確立するようにしてま

いります。 

（公園みどり課）

 

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                             部局等名   都市整備部    

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

107 ③利用料金制の導入について 

 市側の説明から，当初の想定よりも入園者数が

下回り、その結果、収入源が不足することを懸念

し、利用料金制導入を見合わせたと考えられる。

しかし、収入源の確保については、天候等の悪化

など、指定管理者の責任によらない理由によって

利用者が一定以上減少した場合、市が補てんを行

うといった措置により対応できることから、市の

認識は妥当ではない。 

また、他団体の状況を見ても、長野市茶臼山動

物園（指定管理者：財団法人長野市開発公社）や

愛媛県とべ動物園（指定管理者：財団法人愛媛県

動物園協会）等のように、立地を問わず利用料金

制を導入している動物園がある。 

盛岡市動物公園においても、公社の自主性を高

める観点から、創意工夫の結果が経営に反映され

る利用料金制導入の検討が必要である。 

 

 

利用料金制の導入については， 

他団体における導入事例を調査し

たうえで，変動リスクを考慮した

制度設計と公社の財務体質の安定

化について検討し，自主的な管理

運営による創意工夫が経営に反映

されるような制度導入の可能性に

ついて，公社とともに検討してま

いります。 

（公園みどり課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                             部局等名   都市整備部    

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 

 109 

（3）指定管理者に対する市の管理監督について 

①指定管理者の行う契約事務について 

 市は契約に関する規則を定めて、一定の条件の

もとに一般競争入札を行っている。市の外郭団体

に非公募で指定管理が行われていることを考えれ

ば、類似の業務で指定管理者による一般競争入札

が行われないとすると、市の契約に関する規則の

潜脱行為となりかねない。また、管理運営の効率

化という指定管理者制度の趣旨に反するおそれが

ある。 

また、市から独立した法人として、公社運営を

考える観点からも、公社として契約事務に関する

方針を持つ必要がある。 

そのため、まず、公社として調達・契約事務に

関する明文化されたルールを策定することが求め

られる。 

当該ルールを策定するにあたっては、調達・契

約事務について、市の契約に関する規則と同様の

競争性を確保することが必要である。そのため、

公社の契約に関する規則の内容としては、市の契

約規則を踏まえたものとすることが求められる。

また、市は、市と同水準以上の調達・契約事

務の効率化を求めることを、盛岡市動物公園の

管理運営に関する基本協定書（以下、基本協定

書）に定めておくことが求められる。 

 

 

 

 指定管理者が行う契約事務につ

いては，基本協定書において市と

同様の事務効率化を求めることを

定めるとともに，公社における管

理運営の効率化，競争原理の確保

を図るため，調達・契約事務に関

する規則の策定など，改善するよ

う指導してまいります。 

（公園みどり課）

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 



41 

 

包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                            部局等名 市長公室，都市整備部  

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 110 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

112 

 

②指定管理者の行う物品の維持管理について 

実査については、物品の所在を確かめるだけで

なく、実際に機能が著しく低下しているケース

や、故障により実際に使えなくなっている物品の

有無を把握する観点から必要である。そこで、物

品管理上、定期的な現物実査の実施が求められ

る。実査の実施にあたっては、まずその実施に向

けたルールの制定が必要である。 

また、台帳の作成や実査のルール制定において

は、市の財産と公社の財産を明確に区分すること

も必要である。 

なお、実査を行うにあたっては、期末に一斉に

実査を行うのではなく、実査対象エリアを区分

し、複数年で全てのエリアを補完できるようなロ

ーテーション方式を導入する等、実務上の負担と

有効性・効率性のバランスを考慮する必 

要があることに留意されたい。 

 

 

③基本協定書・仕様書のモニタリングについて 

仕様を満たしたかどうかのチェック体制を整

備・運用することが必要である。具体的には、仕

様書・協定書のチェックを行った際に、チェック

した結果を文書化して残す必要がある。 

 

 

指定管理者の物品管理について

は，前述の調達・契約事務に関す

る規則を含めた公社の財務規則を

策定するよう指導するとともに，

市の備品管理と公社の資産管理の

観点から，定期的な現物実査のル

ール制定を含めた規則を策定する

よう指導してまいります。 

（公園みどり課）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定管理に係るモニタリング手法

の確立については，その必要性を認

識しており，公表の仕方も含めて検

討を行い，平成22年度中に方針を決

定いたします。 

（行財政改革推進課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                             部局等名   都市整備部    

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 112 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 114 

④指定管理者制度導入によるコスト削減効果につい

て 

指定管理者制度の趣旨の一つである管理運営の

効率化の観点からは、指定管理者制度の導入によ

って、市からの総支出の削減が期待される。しか

し、盛岡市においては、指定管理者制度の導入後

も市からの総支出は増加しており、効率化は進ん

でいない。 

今後、市の財政状況の厳しさが増していく中

で、動物公園運営のための支出にも限界がある。

そこで、支出額の増加を抑えるため、市は、その

支出の内容を精査し、指定管理料の見直しを行う

ことが必要である。 

 

 

⑤中期経営計画の達成状況と計画に基づく事業の

改善 

中期経営計画を着実に達成するためにも、事業

計画には中期経営計画に基づく数値目標を設定す

べきである。 

また、目標値の達成状況を評価し、目標値と実

績値の差異について、その原因を分析し、次年度

以降の改善に結びつけるなど、公社においても、

マネジメントサイクルの考え方を導入する必要が

ある。 

なお、住民への説明責任の観点からも、中期経

営計画や中期経営計画に示された目標値の達成状

況、さらには目標値達成に向けた改善策は、市の

ホームページなどをとおして、住民に公表する必

要がある。 

 

 

 指定管理者制度導入よるコスト

削減については，市と公社の役割

分担の明確化，調達契約事務の改

善指導，資産管理のルール化な

ど，管理運営の効率化が図られる

よう努めてまいります。 

 （公園みどり課）

 

 

 

 

 

 

 

 

 中期経営計画の達成状況につい

ては，年次事業計画にも数値目標

を設定して評価し，次年度計画の

改善に結びつけるとともに，その

達成状況や改善策などを住民に公

表するよう公社に指導してまいり

ます。 

（公園みどり課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                             部局等名   都市整備部    

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

  

115 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

115 

（4）指定管理者について 

①人材の育成について 

今後、公社では、その自主性が求められること

に伴い、より一層、高度な専門性が要求される。

また、求められる専門性は、動物に関する知識の

みならず、動物園運営のプロフェッショナルとし

てのノウハウが含まれる。 

そこで、職員の専門性を高めていくためには、

まず公社としての人材育成方針を制定し、職員に

求められる能力を明確化する必要がある。研修に

ついては、動物園運営のプロフェッショナルとし

てのノウハウについても、公立、私立を含めた他

動物園や観光産業を営む民間企業との人事交流な

ども含め、広い視野での職員の専門性向上の機会

を設けるべきである。 

 

 

②人事管理について 

今後、公社の自主性がより一層求められること

に伴い、公社の自主性を反映した人事制度・給与

体系の導入も今後の課題である。  

また、公社では、盛岡市から職員の派遣を受け

入れているが、公社の自主性を高める観点から、

派遣のあり方や派遣職員の役割を再度検討する必

要がある。 

 

 

 公社における人材育成は最重要

課題であるとの認識に立ち，職員

に求められる能力を明確化して，

動物園運営のための人材を育成す

ることまで含めた専門的職員の育

成について，公社とともに検討し

てまいります。 

（公園みどり課）

 

 

 

 

 

 

 

 

 公社の人事管理については，経

営の観点も含めた検討による自主

的な人事制度・給与体系の導入に

ついて，公社と意見交換してまい

ります。 

 なお，市からの派遣職員につい

ては，平成22年度からの1名派遣

中止に伴い，公社事務局体制の確

立を図ることとしていますが，残

る1名の兼務職員の役割やあり方

も含めて，公社とともに再度検討

してまいります。 

（公園みどり課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                             部局等名   都市整備部    

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 116 ③アンケートの有効利用について 

公社では、年度毎にアンケート結果を取りまと

めて整理しているほか、自由回答に記載された改

善要望については随時確認し、通常業務も改善に

役立てている。しかし、アンケート結果は、取り

まとめる程度で、月次での推移や属性ごとの回答

傾向等の観点からの分析は行われていない。した

がって、アンケート実施の取組みは評価できるも

のの、その有効利用については、十分とは言え 

ない。アンケート結果を、マーケティングの観点

で捉え、動物園の運営に活用すべきである。 

また、今後、動物公園の位置づけが明確してい

く過程で、市内の学生児童など、来場者以外の者

を対象とした意向把握も、マーケティングの観点

から必要と考えられるが、現時点では対応してい

ない。潜在的な利用者の来園意欲を喚起するた

め、他の団体と協力してアンケートを行うなど利

用者ニーズの把握に努めるべきである。 

 

 公社で行うアンケートの有効利

用については，その集計結果に基

づく業務改善のための対応方針な

どを整理し，ホームページ等で公

表するとともにマネージメントに

反映してまいります。また，市内

の生徒児童などの意向調査につい

ても，教育委員会等と協力して把

握に努め活用するようにしてまい

ります。 

 

（公園みどり課）

 

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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包括外部監査結果等に対する措置計画（結果分） 

  

                             部局等名   都市整備部    

 

報告

書頁 

指 摘 事 項 等 対 応 策（担当課） 

 117 ④公社の収支状況について 

指定管理者制度導入の趣旨の一つとして、効率

化が挙げられる。指定管理者制度が導入される以

前の平成17 年度の業務委託料と平成18 年度以降

の指定管理料を比較すると、平成18 年度以降の

指定管理料は増加している。また、平成18 年度

から平成20 年度にかけて、指定管理料は増加し

ている。 

一方、支出についても、平成18 年度以降の支

出合計は、平成17 年度と比較すると増加してい

る。また、平成18 年度から平成20 年度にかけ

て、支出合計は増加している。 

現在、収支差額は、概ね均衡しているが、市の

財政状況が厳しさを増すなか、今後、指定管理料

の増加は期待できない。したがって、今後も支出

合計が増加するようであると、収支差額はマイナ

スとなる。支出額の増加を抑えることを目標に、

現在の支出の内容を精査し、より一層の効率化を

進める必要がある。 

さらには、公社の財務構造そのものを見直すこ

とも必要である。収益の大部分を指定管理料に依

存している財務構造を改善することが課題であ

り、例えば、先に述べた、利用料金制の導入や、

人件費の見直しなどを検討する必要がある。 

そのほか、自主事業の積極的な展開を工夫する

必要がある。例えば、冬休みの開園により来場者

の増加を図ることや、物販や飲食事業を拡大し、

収入構造を改善することも検討する必要がある。

 

公社の収支状況の改善について

は，管理運営の効率化の観点から

も，その均衡を図ること，市の総

支出額増加を抑えることが必要と

の認識に立ち，経営全般を見据え

た検討を行うとともに，利用料金

制度や自主事業の展開による入園

料等収入の増加，公社における支

出内容の精査を行い，公社ととも

に総合的に検討してまいります。 

（公園みどり課）

 指摘事項等の欄には監査結果報告に添えて提出する意見も記載し対応策を講じること。監査結果

と意見は別葉に作成すること。 
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テーマ３ 平成 19年度及び平成 20年度包括外部監査の措置状況の検証 
１．平成 19年度の指摘事項に関する措置状況について 
平成 19 年度包括外部監査での指

摘事項等 

19年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
または今後の方向性 

(3) 現状の事務における問題点 

① 呼び出し対象者の選定 

未申告者について，呼び出しの対

象としている場合としていない

場合が存在しており，公平性が損

なわれている。未申告者の呼び出

し対象者の選定において，公平性

の確保のため呼出し選定基準を

定める必要がある。 

 

（措置計画） 

賦課業務においては公平性の

確保が重要であり，未申告者に対

する呼び出しの要否の判定にあ

たっては，現行の基準を見直し，

公平性を確保するよう努めてま

いります。 

（市民税課）

（措置状況） 

８月に，呼び出し対象者の設定

基準(「市県民税未申告者に対す

る呼出状」発送対象者)を見直し，

各々の担当者がその基準を理解

し，考え方を統一して対象者を絞

り込みました。 

（市民税課）

 

（措置の方向性について） 

呼び出し対象者の選定につい

ては、実施要綱において、その基

準を示しており、担当者間の相違

がないようにする取り組みとし

て評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり一定の措置がな

されている。今後も基準を明確に

し、担当者によって取り扱いが異

なることのないよう努められた

い。 

 

 
（今後の方向性） 
今後も基準を明確にし,担当者
によって取り扱いが異なること

のないように取組んでまいりま

す。 
       (市民税課) 

② 呼び出しに応じた未申告者へ

の対応 

 

（措置計画） 

 

（措置の方向性について） 

 
（今後の方向性） 
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平成 19 年度包括外部監査での指

摘事項等 

19年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
または今後の方向性 

 呼び出しに応じた未申告者で，

書類等の不備で申告にいたらな

かった者が，その後申告がなされ

たかどうかの状況が把握されて

いない。相談に訪れた未申告者に

対し，その後のフォローアップを

充実させる必要がある 

 

呼び出しに応じた未申告者で，

書類等の不備で申告に至らなか

った「相談者」については，来庁

時に連絡先等を把握し，その後申

告に至るまでフォローアップし

てまいります。 

（市民税課）

（措置状況） 

呼び出しに応じて来庁した方

につきましては，市の申告書を提

出させ状況の把握に努めたほか，

不足書類があった場合も一度申

告書を提出させ，後日修正申告と

してとる方法により完結を図り

ました。また，やむを得ず申告書

の提出にいたらなかった方につ

きましては，連絡先・内容を記録

し，各町会担当が中心となり実態

調査及び確認期間中にその後の

状況を確認し，早期の申告につな

げることとしました。 

呼び出しに応じたが、書類の不

備等で申告に至らなかった者に

ついて、原則として申告書を提出

させるようにし、申告につなげて

おり、評価できる。また、申告書

の提出に至らない者についても、

各町会の担当者がフォローアッ

プする体制をとっており、評価で

きる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も、引き続き、

来訪の機会をいかし、申告につな

げるようにされたい。 

 

今後も引続き，来訪の機会をいか

し，申告につなげてまいります。 
(市民税課) 
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平成 19 年度包括外部監査での指

摘事項等 

19年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
または今後の方向性 

（市民税課）

③ 未申告調査（臨戸調査）の実

施について 

（ア）実施対象者 

呼び出しに応じなかった未申

告者の中で臨戸調査の対象とし

た割合が低く不十分である。臨戸

調査対象とする判断基準を明確

にし,対象としない理由も記録す

べきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（措置計画） 

臨戸調査対象とする判断基準

を明確にして，対象としない理由

も明記したうえで調査を実施し

てまいります。 

（市民税課）

（措置状況） 

臨戸調査対象者選定の判断基

準を明確にするため，８月に基準

の見直しを行い，それぞれの担当

に示して対象者を選定しました。

対象としない場合も含めて各々

の記録シートにその旨を記録し

ました。また，基準には実態調査

を行う場合の注意点として，各所

得における提出書類や確認事項，

記帳指導や申告指導などについ

ても明記し，実務に即したものと

 

 

（措置の方向性について） 

未申告調査の実施については

実施要綱において、選定基準を明

確に定めており、担当者による差

異が生じないための取り組みと

して評価できる。また、基準には

調査の方法等も示されており、実

施についても差異が生じないよ

うに考えられており、評価でき

る。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり一定の措置がな

されている。今後も基準を明確に

し、担当者による差異が生じない

よう努められたい。 

 

 
 
（今後の方向性） 
今後も基準を明確にし,担当者

によって取り扱いが異なること

のないように取組んでまいりま

す。 
        (市民税課) 
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平成 19 年度包括外部監査での指

摘事項等 

19年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
または今後の方向性 

しました。 

（市民税課）

（イ）（臨戸調査の実施方法） 

臨戸調査を実施しても，約半数

とは接触できていない。実施時間

帯に問題がある。申告を要請する

ことを目的としていることから，

接触可能な時間帯を考えた方法

等，見直しが必要である。 

 

（措置計画） 

臨戸調査については，未申告者

との接触が可能となるよう，曜日

や時間帯等を考慮し，実施してま

いります。 

（市民税課） 

（措置状況） 

未申告者と，事前に接触できる

よう連絡を取ることにより，未申

告者毎の状況に応じた時間帯に

接触できるよう努めました。 

（市民税課）

 

（措置の方向性について） 

臨戸調査の実施方法について、

約半数が不在差置となっており、

接触が図れていない状況に変化

はなく、十分に取り組まれている

とはいえない。 

 

（現時点での措置状況について）

臨戸の実施時間について、実施

要領上は、夜間・休日の訪問も計

画するとされているが、実際は就

業時間内の実施にとどまってお

り十分とはいえない。接触をはか

るため、夜間の訪問等、実施方法

を工夫すべきである。 

 
（措置計画） 
臨戸調査の実施時間について

は，今後休日等を含めた計画を定

め，実施方法を工夫して取組んで

まいります。 
(市民税課) 

（ウ）（臨戸調査実施後の対応） 

臨戸調査において，不在差置・郵

送による申告となった者，申告受

（措置計画） 

臨戸調査においては，対象者の

その後の状況を把握し，申告が行

  

（措置の方向性について） 

臨戸調査の実施後の対応につ

 
（措置計画） 
接触から申告につなげられる
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理となった以外の未申告者につ

いて，その後の確認がなされてい

ない。臨戸調査実施後の状況を把

握し，申告が行われていない者に

対し，連絡が取れる手段を講じる

など，接触を図る対応が必要であ

る。 

 

 

われていない者に対しては，更に

接触を図るよう努めてまいりま

す。 

（市民税課）

（措置状況） 

前年分が未申告等により臨戸

調査の対象となっている者に対

しては，個々に記録を残したうえ

で申告書を送付し，申告を促すよ

うにしたうえで，翌年度の申告書

発送までつなげ，引き続き状況の

把握ができるようにしました。 

（市民税課）

いて、臨戸対象者の交渉記録に実

施時期、対応を記録し、訪問後の

状況を把握しており評価できる。

また、臨戸後 2週間程度、状況を

確認する期間を設け、連絡を図っ

ており評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり一定の措置がな

されていると考えられる。しか

し、状況確認後の組織的な対応が

なされていないため、今後は接触

から申告につなげられるよう組

織的な対応を図るべきである。 

よう，申告書の発送など今後は組

織的な対応に取組んでまいりま

す。 
(市民税課) 

④ 未申告法人への催告について 

未申告法人に対し，申告期限経

過後速やかに申告の催告をすべ

きである。 

 

（措置計画） 

未申告法人に対しては，速やか

に催告してまいります。  

（市民税課）

（措置状況） 

未申告法人には，毎月申告期限

経過３ヶ月後に出力される「無申

（措置の方向性について） 

未申告の法人に対しては、申告

期限経過 3 ヶ月後に出力される

「無申告法人一覧表」に基づき、

催告を実施し、さらに、その後も

未申告である場合には、再度の催

告を実施する体制をとっており、

（今後の方向性） 
今後も引続き未申告法人に対

し催告を実施し，申告がされるよ

う取組んでまいります。 
(市民税課) 
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告法人一覧表」により，催告書及

び確定申告書を送付して申告を

催告することとし，20 年１月から

11 月まで 169 件の催告を行って

おります。 

さらに，未申告の状態にある法

人に対しては，再度の催告をす

る体制も確立し，上記期間にお

いて44件の催告を行っておりま

す。 

（市民税課）

これらの取り組みは評価できる。

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も、引き続き、

未申告法人から申告がなされる

よう取り組まれたい。 

⑤ 未申告法人に対する法人市民

税（均等割）の賦課の未実施 

 未申告法人であっても，資本金

等と従業員数に応じた区分によ

る均等割税額が確定できるので，

国税等の判断を待つことなく市

で行うことが可能であり，申告期

限に適時に賦課すべきである。 

 

 

 

（措置計画） 

未申告法人に対する実態調査

を実施し，適時に賦課するよう努

めてまいります。 

（市民税課）

（措置状況） 

未申告法人の催告に併せ，四半

期ごとに実態調査を実施する体

制を確立しており，平成 20 年２

 

（措置の方向性について） 

未申告法人の実態調査結果を

基に、市において未申告法人に対

して法人市民税均等割の賦課が

行われており、この取り組みは評

価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

 
（今後の方向性） 
今後も引続き未申告法人の実

態調査結果を基に、適時に賦課に

取組んでまいります。 
(市民税課) 
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 月末には，341 法人を実態調査し，

73 法人の 220 事業年度分 11,346

千円の均等割を，また，９月中旬

の実態調査により，19 法人の 21

事業年度分1,244千円の均等割を

賦課しました。 

（市民税課）

されている。今後も継続して適時

に賦課できるようされたい。 

 

⑥法人の実態調査について 

未申告法人の実態をできるだ

け早期に把握するべきであり，必

要に応じて市が積極的に実態調

査を実施すべきである。 

 

（措置計画） 

税務署・県との情報交換を密に

し，法人の実態が把握できない場

合は早期に実態調査を実施して

まいります。 

（市民税課）

（措置状況） 

税務署，県からの情報を基に，

未申告法人の催告に併せ，四半期

ごとに実態調査を実施する体制

を確立しました。さらには，未申

告で催告に応じない法人，長期間

休業状態にある法人を中心に実

態調査を実施し，均等割課税及び

（措置の方向性について） 

未申告法人の実態調査につい

ては、従来は税務署からの照会を

待って未申告法人の実態調査を

実施していたが、平成 20 年度に

は概ね四半期ごとに実態調査を

実施し、未申告法人の実態把握を

進めており評価できる。また、調

査結果に基づき、市独自に除却を

行っていることも評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も継続して実態

（今後の方向性） 
今後も引続き，実態調査に取組

んでまいります。 
(市民税課) 
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除却処理する体制についても確

立し，19 年度に 915 法人，20 年

度に27法人を除却処理しました。

（市民税課）

調査を実施されたい。 

⑦ 法人市民税の中間（予定）申

告について 

 中間申告義務のある法人で，未

申告者である法人に対する申告

の催告，「みなす申告」の適用に

よる税額の決定，未納付法人に対

する督促及び催告が実施されて

いない。「みなす申告」制度の適

用や未納付法人に対する督促手

続きを適時に実施しなければな

らない。 

 

 

（措置計画） 

未申告法人について，申告の催

告，「みなす申告」制度の適用，

未納付法人に対する督促を適時

に実施してまいります。 

（市民税課）

（措置状況） 

未申告の法人につきましては，平

成 20 年３月末提出期限の法人か

ら「みなす申告」制度を適用する

体制を確立しており，20 年 10 月

末時点で 21 件の催告を行いまし

た。その結果，４件の申告があり，

17 件 1,493 千円の「みなす申告」

を適用させました。  

（市民税課）

 

（措置の方向性について） 

法人市民税の中間（予定）申告

について、「みなす申告」制度を

適用し、納付税額を決定、通知し、

督促、催告も実施されており、こ

れらの取り組みは評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も引き続き、「み

なす申告」を実施するとともに、

中間申告義務のある法人が未申

告の状態にならないよう取り組

まれたい。 

 

 
（今後の方向性） 
今後も引続き，「みなす申告」

を実施するとともに、中間申告義

務のある法人が未申告の状態に

ならないよう取組んでまいりま

す。       (市民税課) 
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⑧ 組織内の連携について 

個人・法人市民税はそれぞれの

担当係が情報管理をしているの

で，情報の共有が図られておら

ず，情報の有効活用がなされてい

ない。賦課の網羅性の確保のため

に係間の連携を強化する方策の

検討が必要である。 

 

（措置計画） 

係間の連携を強化してまいり

ます。 

（市民税課）

（措置状況） 

個人市民税の特別徴収部門と

は，申告書が返戻になった時点で

の住所の確認，未申告法人の調査

段階での給報の受付簿との突合，

給報の従業者数との突合を実施

する体制を確立いたしました。 

（市民税課）

（措置の方向性について） 

係間での情報共有が進められ

ており取り組みは評価できる。 

 

（現時点での取組状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も賦課の網羅性

を向上させるために、どのような

情報が有用であるかを検討し、更

なる情報の共有を進められたい。

 

（今後の方向性） 
今後も引続き，情報の共有に取

組んでまいります。 
(市民税課) 

 

（4) あるべき姿からみた課題 

① 賦課の網羅性の確保 

法人に係る設立・異動関係調査

を適時に実施するとともに，実施

状況を確認するなど着実に計画

的に調査が行われるような進行

管理等の仕組みを構築する必要

がある。また，上席者が調査の実

施状況を確認する体制の整備が

 

（措置計画） 

法人に係る設立・異動関係調査

について，現在，県との協議によ

り定期的に県が調査を行い，その

情報の提供を受けることとなっ

ているが，その情報処理に係る年

間スケジュールを作成し進行管

理を徹底し，賦課の網羅性確保に

 

（措置の方向性について） 

賦課の網羅性の確保について、

法人の設立・異動に係る調査を、

県の登記事項調査を活用しなが

ら、市独自も含め年 3～4 回実施

し、市に申告のないものについて

職権で登録しており、これらの取

り組みは評価できる。 

 
（今後の方向性） 
 今後は、効果的な調査が行われ

るよう、上席者が調査の進行をよ

り的確に把握し、助言等を行うよ

うにいたします。 
(市民税課) 
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必要である。 

 

努めてまいります。 

（市民税課）

（措置状況） 

県からの情報を定期的に受け

る体制を確立しており，進行管理

と報告に努めております。未設置

の法人につきましては，早期の賦

課台帳への登録に努めておりま

す。 

（市民税課）

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後は、効果的な調

査がなされるよう、上席者が調査

の進行をより的確に把握し、助言

等を行うようされたい。 

 

② 納税者意識の向上に向けた取

り組み 

収納率向上のために，市民の納

税意識を高める取り組みとして，

納税教育や日々行っている活動

内容の成果の PR 等，広報活動等

の充実を検討すべきである。 

 

 

（措置計画） 

市民の納税意識の高揚のため，

広報掲載等 PR に努めてまいりま

す。  

（市民税課）

 

（措置状況） 

租税教育活動として，市民の皆

様に税に対する知識と理解を深

めていただくために，「もりおか

 

（措置の方向性について） 

納税意識の向上に向けた取り

組みについて、税務署と共同で小

学校での租税教室への講師派遣

や出前講座の開催により取り組

んでいることは評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後は、賦課の網羅

 
（今後の方向性） 
今後は、賦課の網羅性や公平性

の確保に向けた取り組みの実施

状況などの取り組みのＰＲを検

討してまいります。 
(市民税課) 
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まちづくり出前講座・くらしと

税」及び，市内小中学校の社会科

教育に位置づけられる「租税教

室」への講師派遣について，市ホ

ームページに内容や実績を掲載

し，ＰＲに努めました。 

（市民税課）

性や公平性の確保に向けた取り

組みの実施状況などの取り組み

のＰＲを検討されたい。 

 

③ 職員の能力向上 

職員の能力向上のための実務

的な研修の実施において，経験年

数や従事する事務に応じて必要

とされる能力を具体的に示すな

ど，研修の体系化を図るべきであ

る。 

 

（措置計画） 

体系的な実務研修の実施に努

めてまいります。 

（市民税課）

 

（措置状況） 

課内の実務研修を始めとして，

税務関係協議会主催や税務署・地

方振興局主催の研修会，専門実務

研修である市町村アカデミーま

で体系化し，研修目的と経験年数

による対象者を明確にして研修

を実施しております。 

（市民税課）

（措置の方向性について） 

職員の能力向上については、市

民税課で実施する研修について、

その対象者と研修により身につ

けるべき能力等を明確にしたう

えで実施しており、評価できる。

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後は、現在の研修

の中心が若手職員であることか

ら、中堅以上の職員に求められる

能力を明らかにし、能力向上に結

びつく研修を実施されたい。 

（今後の方向性） 
 市町村アカデミーでの中堅職

員を対象にした専門実務研修の

充実等を図り，能力向上を図って

まいります。 
(市民税課) 
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（3）現状の事務における問題点 

①家屋一斉調査の早期かつ効率

的な実施について 

 (ア) 調査の実施について 

調査区域の選定基準が明確で

なく，調査に関する長期計画も立

案されていない。全区域の調査に

長期間を要することを考えると，

地価や異動の頻度などを基準に

優先的な地域から調査を行う必

要がある。 

徴収権が５年間で時効により消

滅することを勘案すれば，５年以

内に主要地区の調査を終えるこ

とが望ましいが，少なくとも，全

区域を何年間で調査するのかを

長期計画により明らかにするこ

とが必要である。 

 

 

 

 

（措置計画） 

家屋一斉調査については，調査

区域の選定基準を明確にした調

査計画を策定し，計画的に調査を

実施してまいります。 

家屋の存在により住宅用地の

適用が判定されることなどの影

響が大きい中心市街地等につい

ては，日常的なチェック体制を平

成 20 年 6 月を目途に検討してま

いります。 

（資産税課）

 

（措置状況） 

家屋一斉調査については，平成

21 年４月１日に，調査期間を５年

間とした「盛岡市家屋全戸調査計

画」を策定しました。調査計画で

 

 

 

（措置の方向性について） 

家屋一斉調査の実施について、

平成25年度までを期間とする「盛

岡市家屋全戸調査計画」を策定す

るとともに、全戸調査責任者を設

置し、計画の進行管理を行う体制

を整備しており、これらの取り組

みは評価できる。また、中心市街

地については、恒常的な調査地域

として重点的に調査することと

しており、実態の把握が可能とな

る取り組みであり評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後は、全戸調査責

任者を中心に、計画を確実に実施

されたい。 

 
 
 
（今後の方向性） 
今後も家屋全戸調査計画に基

づき，公平，適正な課税のため全

戸調査責任者を配置しながら，当

該年度計画区域，中心市街地等の

区域の一斉調査に努めてまいり

ます。 
（資産税課） 
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21年度措置計画 
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は，平成 21 年３月末での調査未

実施地域（20,135 棟）を平成 22

年度までに調査すること，平成 25

年度までに既調査実施地区

（96,668 棟）の調査を実施する計

画を策定しました。調査に当たっ

ては，航空写真を活用した異動家

屋チェックと現地調査を併用し

て実施することとしました。 

また，家屋係に全戸調査責任者

を配置し，進捗状況把握・指導及

び課題解決を実施することとし

ました。 

中心市街地等の調査は，恒常的調

査地域として，臨時職員３名を雇

用し，６月～９月の期間で実施す

ることとしました。       

（資産税課）

（イ）調査体制の強化 

コストを抑えつつ，一斉調査の

人員を確保する方法を検討すべ

（措置計画） 

臨時職員の任用を含め，調査事

務に集中できる体制について検

（措置の方向性について） 

家屋調査の調査体制の強化に

ついて、調査計画の実施にあた

（今後の方向性） 
今後も航空写真の活用，臨時職

員の配置，課内応援による調査体
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21年度措置計画 
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きである。例えば，調査能力を要

さない単純事務等は可能な限り

外部業者を利用するなどして，調

査員が本来の調査事務に集中で

きるような体制を確保すること

が考えられる。また，臨時職員と

して一斉調査経験者を採用する

ことなども検討すべきである。 

 

討してまいります。 

（資産税課）

 

（措置状況） 

調査体制の強化については，

「盛岡市家屋全戸調査計画」に基

づき，平成 21 年度から航空写真

関連業務経験者など臨時職員３

名の任用による調査体制の強化，

調査棟数の増加を図るため，現地

調査の際の公用車運転など課内

職員の協力による調査体制の強

化を行うこととしました。 

（資産税課）

り、航空写真、固定資産台帳や住

宅地図を組み合わせて活用して

いる。また、航空写真の活用に関

する知識を有する臨時職員の採

用等により、調査体制を強化して

いる。これらの取り組みは、コス

トを抑えつつ調査体制を強化す

るものとして評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も、この体制を

維持し、計画を確実に実施された

い。 

制の強化を図りながら，効率的に

家屋全戸調査の実施に努めてま

いります。 
（資産税課） 

(ウ) 補完手段の検討 

すべての調査区域について調

査が完了するまでに長期間を要

するため，特定年度において家屋

一斉調査の対象外となる区域が

広範囲となる。これら調査の対象

外の区域についても，重要な課税

（措置計画） 

家屋斉調査の対象外となる区

域の調査については，補完的な方

法を平成 20 年 6 月を目途に検討

してまいります。 

（資産税課）

 

（措置の方向性について） 

家屋一斉調査の対象外となる

区域については、年間に千件以上

ある新築家屋の調査時にその周

辺の家屋を調査しており、この取

り組みは評価できる。 

 

（今後の方向性） 
今後も当該年度の全戸調査計

画区域以外の区域についても，新

増築家屋調査と並行して一斉調

査を実施してまいります。 
（資産税課） 



60 
 

平成 19 年度包括外部監査での指

摘事項等 

19年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
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漏れ等のないことを確認するた

めに，家屋一斉調査ほどの精度は

得られないとしても補完的な調

査を，コストと効果を勘案し実施

すべきである。 

（措置状況） 

家屋一斉調査の対象外となる

区域の調査は，平成 20 年６月か

ら新増築分調査と平行して実施

しております。 

（資産税課）

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も継続して調査

を実施されたい。 

② 土地，家屋の評価結果のチェ

ック体制について 

係長等の上席者による課税資

料等の査閲が実施されておらず，

正確性の担保という観点からは

十分とはいえない。 

上席者による課税資料等の査

閲は，評価誤りを防止，発見する

ために有効な手段であるほか，査

閲結果を職員にフィードバック

することによる職員の能力向上

にも有効である。このため，上席

者による課税資料等の査閲を実

施し，正確性をより担保すること

が必要である。 

 

（措置計画） 

土地の評価結果のチェック体

制については，効率的，効果的な

実施方法を平成 20 年度内に検討

してまいります。また，新築増築

分家屋のチェック及び在来分家

屋の異動チェック体制について

は，効率的，効果的な実施方法を

平成 20 年度内に検討してまいり

ます。 

（資産税課）

 

（措置状況） 

平成 21 年度分評価課税に際し

 

（措置の方向性について） 

土地、家屋の評価結果のチェッ

ク体制について、上席者によるチ

ェック体制が整備され、また、評

価に当たる職員による相互チェ

ックの体制も確立されており、評

価誤りの防止、発見に向けた取り

組みとして評価できる。また、チ

ェックの方法についても詳細な

実施方法が定められており、担当

者間でのチェックの違いが生じ

にくくなっている。 

 

（現時点での措置状況について）

 
（今後の方向性） 
今後も評価内容についての確

実なチェックを実施し，課税誤り

の防止，評価能力の向上に努めて

まいります。 
（資産税課） 
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 て，土地の評価結果については，

地目認定，補正適用などについ

て，土地係長，主査がチェックを

行うこととしました。 

新増築家屋の評価結果につい

ては，調査時の２人一組による相

互チェック体制を確立しました。

なお，新任職員の家屋評価結果に

ついては，家屋係長，主査がチェ

ックする体制を確立しました。 

在来分家屋の異動内容チェッ

クは，調査地区担当職員が所有権

移転登記による異動を中心に入

力確認リストにより，チェックを

行うこととしました。 

（資産税課）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後は、上席者のチ

ェックを継続するとともに、研修

等を通じた評価能力の向上を図

られたい。 

③ 非課税物件の用途の確認手続

について 

固定資産税においては，固定資

産の性格または用途により非課

税とされるものがある。非課税と

 

（措置計画） 

非課税物件については，用途確

認手続として，現況調査を実施す

るなどの方法を検討してまいり

 

（措置の方向性について） 

非課税物件の用途の確認手続

きについて、非課税家屋実態調査

班を設置し、平成 22 年度までに

 
（今後の方向性） 
今後も非課税家屋実態調査班

を中心に，非課税家屋実態調査を

毎年の家屋全戸調査計画に明確
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された固定資産であっても，用途

が変更された場合には，再び課税

対象とされることもありうる。こ

のため，用途の現状について正確

に把握することが賦課の網羅性

の視点からは必要である。 

家屋一斉調査の実施の際に，非課

税物件について重点的に確認す

ることや，当初の申告から一定の

年数を経過した非課税物件につ

いて，定期的に現況調査を実施す

るなどの方法を検討し，物件の用

途について正確な把握に努める

ことが必要である。 

 

 

ます。 

（資産税課）

 

（措置状況） 

用途確認手続きとして，平成 21

年４月１日策定の「盛岡市家屋全

戸調査計画」の一事業として，非

課税家屋実態調査班を配置し，平

成21年度から平成22年度までに

非課税家屋データ（2,807 件）を

基礎に実態調査及び非課税適用

の適否判定を実施することとし

ました。 

また，平成 21 年度以降に新た

に非課税家屋として認定された

家屋について，平成 23 年度から

用途確認調査を実施することと

しました。 

（資産税課）

実態調査を完了することとして

おり、用途の確認を進める取り組

みとして評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

 上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後は、用途確認の

手続きを定期的に実施できるよ

う、実施方法を検討すべきであ

る。 

 

に定め，用途確認調査を実施して

まいります。 
（資産税課） 

(4) あるべき姿からみた課題 

① 正確性の向上について 
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（ア） 職員の能力向上につい

て 

調査を実施する職員の能力向

上により正確性を向上させるこ

とも重要である。評価担当者の能

力向上のため，資産税課ではモデ

ルハウスを利用した実地研修な

どを実施しているが，研修方針が

確立されていないため，体系だっ

た研修とはなっていない。 

研修方針を確立し，研修内容，実

施方法の充実を図り職員の評価

技術を高めることにより，課税の

正確性を担保できるようにする

べきである。 

 

 

 

 

 

 

 

（措置計画） 

職員の能力向上に向けて，技

術・知識の向上，専門性の向上，

課税の公平性と適正の習得など

のため，研修方針を確立してまい

ります。 

（資産税課）

 

（措置状況） 

平成 21 年度評価研修の企画に

際して，職員の能力と意欲の向

上，適正評価と課税の公平性を習

得することを目的に，短期実現目

標及び中期実現目標を設定した

研修方針を定めました。 

短期実現目標として，固定資産

評価補助員として家屋評価の基

本となる固定資産税制度の学習，

家屋評価技術の知識と実践によ

る習得，納税義務者との応対，困

 

（措置の方向性について） 

職員の能力向上について、研修

方針が策定され、その中で職員の

経験年数に応じた身につけるべ

き能力、目標が設定されており、

能力向上に向けた体系的な取り

組みとして評価できる。また、各

研修内容についても、理論的なも

のと実地によるものが組み合わ

された詳細なものであり、職員の

理解の推進と共通認識を持つこ

とが可能な内容となっており、職

員の能力向上に向けた取り組み

として評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も最新知識の照

会等により引き続き職員の能力

向上を図られたい。 

 
（今後の方向性） 
今後も職員の評価能力や意欲

の向上のため，研修方針の明確化

と目標を定めて取組んでまいり

ます。 
（資産税課） 
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難事案に対する集団協議の重要

性などを習得すること。中期実現

目標として，中堅職員として新任

職員等への人材育成責任の自覚，

固定資産評価の専門性の向上を

図る目標などを定めました。 

具体的な研修として，新任者研修

会（４月 21 日～22 日），家屋評価

研修会（年２回：５月，10 月），

家屋特別研修会（評価システム研

修），市町村アカデミー研修派遣

などを実施することとしました。

（資産税課）

 

（イ）評価事務手続の文書化に

ついて 

評価の誤りを防止し，課税の正

確性を担保するためには，評価の

基準を明確にすることが重要で

ある。固定資産の評価事務は，固

定資産税評価基準に基づき作成

された「事務の手引き」に従い実

 

（措置計画） 

評価にかかわる日常的な情報

の共有化をめざして，全体協議，

事例検討をすすめるとともに，得

られた情報を「事務の手引き」（評

価要領）の中で平成 20 年度から

整理してまいります。 

 

（措置の方向性について） 

担当者ごとに管理していた業

務マニュアルを、経験年数の長い

職員を中心に課全体でまとめ、マ

ニュアルとして整備している。ま

た、これまでの事例検討や評価実

務の経験を踏まえた留意点等も

 
（今後の方向性） 
今後も職員の評価能力の向上

を計るため，評価基準情報の共有

化，事例検討による職員の評価方

法の統一，「事務の手引き」の更

新や充実に取組んでまいります。 
（資産税課） 
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施されている。現況調査において

「事務の手引き」に記載のない例

外的な状況に遭遇し，評価方法に

疑義が生じた場合には，上席者と

協議の上対応することとされて

いる。協議結果は課員にメールで

配信され，情報の共有が図られる

が，これらの情報が体系的に整理

されているとはいえない。 

 

 

 

 

（資産税課）

 

（措置状況） 

評価基準等に関わる情報につ

いては，その都度，家屋評価担当

者全員の協議や事例検討を実施

し，情報の共有化を進めました。

また，得られた情報について整理

し，平成 20 年 12 月に「平成 21

基準年度盛岡市固定資産（家屋）

評価要領」（事務の手引き）を作

成し掲載しました。 

（資産税課）

盛り込まれており、実務に即した

内容となっている。さらに、マニ

ュアル作成後の情報追加も行わ

れ、最新のものが常備されてお

り、評価等に関する情報を体系的

に整理し、情報が常に最新のもの

にアップデートされ、職員が共有

できるものであり評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

 上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も引き続き、マ

ニュアルの充実を図られたい。 

（ウ） 人事ローテーションにつ

いて 

資産税課のように専門性の高

い事務を扱う部署については，課

内で長期的に専門知識を持つ人

材を育成することが可能となる

よう，人事ローテーションの変更

を検討すべきである。ローテーシ

 

（措置計画） 

異動対象となる勤続年数は，新

採用職員はおおむね３年，その他

の職員はおおむね５年を基本と

しておりますが，業務に支障があ

る場合など，各課の状況に応じて

柔軟に対応しております。 

 

（措置の方向性について） 

職員が多種多様な経験を積み

能力向上を図っていくことの重

要性は理解できる。しかしなが

ら、資産税課のように専門的な知

識等が必要となる所管課におい

ては、賦課の網羅性や正確性を高

 

（今後の方向性） 
今後も，職員配置を柔軟に行う

とともに，様々な研修の機会，多

様な任用形態の職員採用を活用

し，業務の専門性に対応してまい

ります。また，引き続き，業務支

援制度の有効な活用に努めてま
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ョンの変更が困難であれば，専門

職の採用や外部人材の活用も検

討すべきである。 

また，長期的な課題への対応

が，課員の異動により損なわれる

ことのないよう，確実に事務引継

ぎが行われるようにすべきであ

り，また，担当者だけでなく，係

または課といった単位での長期

的な課題への取り組み方針を検

討すべきである。 

 

また，市の業務には，税務部門

に限らず専門性を必要とする業

務が多いことから，平成 19 年 3

月に策定した本市の「人を活かす

人事システム」に基づき，職員の

希望や必要性に応じて長期にわ

たり同一の業務に集中して従事

できるような異動の仕組みを取

り入れることとしております。 

また，専門職の採用等について

は，現行においても多くの分野で

実施しておりますが，これからも

必要に応じて，有効に活用してま

いります。 

長期的な課題への対応につい

ては，確実に事務引継ぎを行い，

業務の継続性が損なわれないよ

うにしてまいります。 

（職員課・資産税課）

 

（措置状況） 

めるためには、専門性の高い職員

を育成、活用することが有用であ

る。この点、「人を活かす人事シ

ステム」の導入は必要により職員

が長期にわたり同一業務に従事

することを可能とするものであ

り、専門性の向上に資するものと

して評価できる。 

また、長期的な課題への対応に

ついては、業務遂行支援制度によ

り、課や係の課題と個人の業務目

標の関係が整理されており評価

できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後は、制度の効果

を検証し、必要に応じ任期付き職

員を採用するなど、更なる専門性

の向上を図られたい。また、業務

遂行支援制度が円滑に機能する

いります。 
（職員課・資産税課） 
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平成 19年３月に策定した「人を

活かす人事システム」に基づき，

人材育成に資する人事異動の仕組

みについて方針を定めており，人

事ローテーションも，職員が多種

多様な経験を積むことにより能力

向上を図るため新採用職員は概ね

３年，その他の職員は概ね５年を

基本としておりますが，各課から

の状況の聞き取りにより柔軟な対

応を行うとともに，職員の希望や

必要性に応じて長期にわたり同一

の業務に従事できる特定分野内で

の異動を可能としたところです。

専門職の採用等については，既

に現行の任用制度により多くの分

野で実施しておりますことに加

え，高度な専門的知識を求められ

る業務に対応するため平成 20 年

度から一般職の任期付職員の採用

制度を取り入れたことから，この

よう不断に改善を進められたい。
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制度の活用も含め適切に対応して

まいります。 

長期的な課題への対応につい

ては，確実に事務引継ぎを行い，

業務の継続性を確保するととも

に，平成 20 年度からは業務遂行

支援制度を導入し，部課等の組織

目標及び課題と個々の職員の業

務目標との関係を明確にするこ

とにより，円滑な業務の遂行を図

っているところです。 

（職員課・資産税課）

② 事務の効率化について 

ア）登記情報の入手方法について 

資産税課では，土地や家屋の現

地調査を法務局から入手する登

記情報に基づき実施している。こ

の登記情報は紙媒体で入手して

いるため，データの入力作業に多

くの時間が必要となるほか，入力

漏れや入力誤りが発生する恐れ

 

（措置計画） 

登記情報の電子データによる

入手については，登記所と市町村

の間で協議をすすめているとこ

ろですが，電子システムによるデ

ータ入力について検討してまい

ります。 

（資産税課）

 

（措置の方向性について） 

登記情報の電子データでの入

手は実施未了の状況である。盛岡

地方法務局との協議を実施して

いる点は評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

盛岡地方法務局の意向による

 
（今後の方向性） 
今後も登記情報の電子データ

による入手の早期実現に向けて，

国・県に協力を求めながら，県内

市町村と連携し，盛岡地方法務局

との協議を進めてまいります。 
（資産税課） 
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がある。 

紙媒体ではなく電子データで

入手することにより，入力事務を

大幅に軽減することが可能とな

るほか，入力漏れや入力誤りを防

止することが容易になる。したが

って，登記情報の電子データでの

入手について検討すべきである。 

（措置状況） 

登記情報の電子システムによ

るデータ入手について，引き続

き，盛岡地方法務局との協議を実

施してまいります。 

（資産税課）

ところが大きいが、今後も、事務

の簡素化、事務の正確性を向上さ

せることができるものであり、早

期の実現に向け、国や県にも協力

を求めるなど、積極的に働きかけ

を行われたい。 

③ 納税者意識の向上に向けた仕

組み 

資産税課では，現況調査時に固

定資産税の概要や今後数年間の

納税額の概算額を説明するなど，

納税義務者の納税意識向上のた

めの活動を実施している。このよ

うな納税者に対するわかりやす

い説明をより積極的に実施する

ことが望まれる。 

 

 

（措置計画） 

広報媒体等の活用により，納税

者意識の向上に向けた取り組み

を充実してまいります。 

（資産税課）

 

（措置状況） 

引き続き，「広報もりおか」や

市ホームページによる周知を実

施するとともに，家屋調査時にパ

ンフレット「家屋を新築された方

へ」により説明を実施しておりま

 

（措置の方向性について） 

納税者に対してパンフレット

等を用いて制度趣旨や納税額の

概算額を説明するなどの取り組

みが行われており、評価できる。

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も継続して、納

税者への説明を行われたい。 

 

 
（今後の方向性） 
今後も「広報もりおか」や市ホ

ームページによる周知，家屋調査

時に「家屋を新築された方々へ」

により周知，説明に努めてまいり

ます。 
（資産税課） 
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す。 

（資産税課）

(3)現状の事務における問題点 

① 滞納整理事務に係る事務分

担と職員の専門性の向上につ

いて 

正職員と非常勤職員との間の

事務分担について，現状では，非

常勤職員に比重が掛かっている。 

非常勤職員が有する滞納整理

事務に関するノウハウを正職員

に蓄積する仕組みを検討し，正職

員の専門性を高めることが必要

である。 

グループリーダーやその他の

職員に滞納整理事務のノウハウ

が蓄積するように，それぞれの役

割を再考し，事務分担の仕組みを

見直す必要がある。 

 

 

 

 

（措置計画） 

非常勤職員，グループリーダー

やその他の職員のそれぞれの役

割について検討し，平成 20 年度

内に事務分担の見直しをしてま

いります。 

（納税課）

 

（措置状況） 

非常勤職員のノウハウを蓄積す

る方策として，経験則に基づくレ

ッスンレポートの配信，納付相談

への同席や現場での納税交渉へ

の同行，グループリーダーとタイ

アップした滞納事案への積極的

なアドバイス等を行っておりま

 

 

 

（措置の方向性について） 

滞納整理事務に係る事務分担

と職員の専門性の向上について、

事務の遂行にあたり、対応に苦慮

する案件等は、随時非常勤職員に

確認するとともに、職員間で共有

すべき内容については「レッスン

レポート」として保管し、職員が

共有できるようにしており、非常

勤職員のノウハウの職員への承

継に向けた取り組みとして評価

できる。 

 また、グループリーダーの担当

する案件を半減させ、グループの

進行管理にあたることとし、非常

勤職員と協力しながらグループ

 
 
 
（今後の方向性） 
 今後も工夫をしながら，非常勤

職員のノウハウの継承とグルー

プリーダーやその他の職員の適

切な役割分担に努めてまいりま

す。 
（納税課） 
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す。平成 21 年６月から各グルー

プリーダーが班員の滞納事案の

進行管理や滞納整理方針の指示，

目標の進捗管理を行うこととし

ました。 

（納税課）

員の指導にあたっており、役割分

担の見直しとして評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も、引き続き、

非常勤職員のノウハウの継承と

適切な役割分担に努められたい。

② 滞納額 100 万円未満の債権

（以下，小額事案という。）に

関する滞納整理について 

小額事案の滞納整理について

は，市税等滞納整理専門員が担当

しているが，担当する事案全件を

査閲するのに約２ヶ月を要する

など滞納整理事務が適時になさ

れていない。グループリーダーが

出力リストを査閲し，担当職員に

指導，助言するべきである。 

また，事案全件の査閲終了後に

リストを更新するのではなく，例

 

 

（措置計画） 

各リーダーも相当数の案件を

担当していることから，担当案件

の調整を図りながら市税等滞納

整理専門員との連携により催告

管理を行い，適時の催告が行われ

るよう，平成 20 年６月を目途に

事務分担の見直しをしてまいり

ます。 

（納税課）

 

 

 

（措置の方向性について） 

小額事案に関する滞納整理に

ついて、年２回の強化月間を設定

し、集中して催告や財産調査を実

施することとし、金額的に効果が

ありそうな案件について、非常勤

職員のアドバイスを得て処理を

進めるようにしている。また、進

行状況に関しては、グループリー

ダーが適時に確認する体制をと

っている。 

 
 
（今後の方向性） 
 今後も，グループリーダーが班

員の事案の進行管理や滞納整理

方針の指示，目標の進捗管理，適

切な助言に取り組んでまいりま

す。 

（納税課） 
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えば月１回など定期的にリスト

アップし，適時に査閲し，指導，

助言するべきである。 

 

（措置状況） 

グループリーダーの担当件数

を減らし班員の担当件数を増や

すとともに，班員の担当地区の再

配分を行い，グループリーダーが

班員の事案の進行管理や滞納整

理方針の指示，目標の進捗管理を

行うこととしました。 

（納税課）

これらの取り組みにより、専門

的な助言を踏まえた事案の処理

が実施され、また、リーダーによ

る進行管理を実施するものであ

り評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も継続的に助言

や進行管理を実施されたい。 

③ 年間催告実施結果の分析に

ついて 

年間の滞納整理計画に基づき，

年間催告を実施しているが，その

結果の分析がなされていない。 

例えば，現在開設している納税

相談窓口の実施結果の分析を行

い，利用促進策を検討することが

望まれる。次年度や次回の計画期

間において，収納率向上のより効

果的な滞納整理手法を検討する

 

（措置計画） 

年間催告実施結果の把握や分

析が的確に行えるよう手段を検

討し，より効果的な滞納整理手法

の構築を行ってまいります。 

なお，納税相談窓口については，

平成 20 年 4 月から窓口開設の案

内チラシを作成し，催告書への同

封，休日訪問催告時に配布するな

ど窓口開設の周知徹底を図り，利

 

（措置の方向性について） 

相談窓口については窓口開設

の周知を図っている。その結果、

年間 160 件前後の相談実績があ

り、一定の収納率向上に貢献して

いる。 

また、年間催告実施結果につい

ては、電話催告の件数と記録を把

握しているのみである。催告の実

施結果を滞納者の在宅時間を検

 

（今後の方向性） 
 今後も，納税相談窓口開設の周

知に努めてまいります。 
 また，催告実施結果の分析につ

いては，サンプル抽出等により催

告結果の収納額等データの把握

を行うとともに，システム改修に

ついても引き続き検討を行って

まいります。 
（納税課） 
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ためにも，年間催告実施結果につ

いて分析し，次回以降の改善に結

びつける仕組みを構築すべきで

ある。 

 

用を促進してまいります。  

（納税課）

 

（措置状況） 

催告実施結果の分析について

は，システム改修やそれに伴う費

用対効果を勘案しながら，引き続

き検討中です。 

夜間及び休日の納付相談窓口

の開設にあたっては，市の広報紙

に掲載するとともに，平成 20 年

４月に案内チラシを作成して納

税課窓口に配置，５月からは税務

所管課や各支所，各公民館などに

配置したほか，電話催告や文書催

告等機会あるごとに周知に努め

利用促進を図っております。 

（納税課）

 

討する目安として活用できてい

るが、実施結果の分析はできてお

らず、催告の実施結果を分析でき

るようにする必要がある。 

 

（現時点での措置状況について）

回収額のデータを把握できな

ければ、効果的な収納管理に結び

つけることは困難であるが、現在

のシステムでは催告した結果が

収納に結びついたかどうかを把

握するには時間を要するため、シ

ステムの改修を検討していると

のことである。システム改修は時

間と費用を要するため、システム

改修以外に、サンプルの抽出や効

果を検証する期間の設定などに

より、催告の効果を分析し、滞納

案件の性質に応じた効果的な滞

納案件の管理を検討できるよう

対処すべきである。 
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(4)あるべき姿からみた課題 

① 状況に応じた滞納整理事務

の実施について 

滞納債権を効率的，効果的に回

収するためには，個々の滞納者の

状況に応じた納税交渉が必要と

なる。そのためには，滞納期間や

滞納整理の進展状況などを基準

に，個々の滞納者の状況に応じた

滞納債権の分類が不可欠である。

滞納債権の分類を行い，次に，滞

納債権の性質に応じた効果的な

滞納整理の方法を検討する必要

がある。 

 

 

 

（措置計画） 

個々の滞納者の状況に応じた

滞納債権の分類方法や滞納債権

の性質に応じた効果的な滞納整

理が行えるよう，仕組みの構築を

検討してまいります。 

（納税課）

 

（措置状況） 

滞納債権の状況に応じた債権

分類を行うとともに，催告や財産

調査等の実施時期，分納管理等に

ついてのマニュアルを平成 21 年

６月に整備しました。 

（納税課）

 

 

（措置の方向性について） 

状況に応じた滞納整理事務の

実施について、滞納整理マニュア

ルを整備し、事案を高額案件、要

注意案件、小額案件に分類した上

で、納付状況等に応じた対応方針

を定めている。また、それぞれの

対応については、フローチャート

に整理されており、金額及び納付

状況等による対応の明確化とし

て評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

 上記のとおり、一定の対応がな

されている。今後は、現在の分類

の効果を検証し、より適切な対応

が可能となるよう、債権の分類を

検討されたい。 

 

 
 
（今後の方向性） 
 今後は，現在の分類の効果を検

証しながら，必要に応じて分類の

見直しを行ってまいります。 
（納税課） 
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平成 19 年度包括外部監査での指

摘事項等 

19年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
または今後の方向性 

② 滞納整理の進捗状況の管理

について 

滞納整理事務が滞りなくすす

んでいることを定期的に把握す

る必要がある。そのためには，担

当職員の目標を設定するととも

に，その目標を達成するために事

務が効率的，効果的に実施されて

いることを適時に確かめること

ができる仕組みを構築する必要

がある。 

 

 

（措置計画） 

課全体の達成目標の収納率を

指標とし，定期的に各班で，班全

体や職員個々の収納率による滞

納整理の進捗状況等の分析や困

難事例を検討する時間を設ける

など，定期的に滞納整理事務の状

況を把握し，効率的に事務を実施

するにはどのようにしたらよい

か検討してまいります。 

（納税課）

（措置状況） 

債権分類や滞納整理マニュア

ルに基づき，注力する滞納債権を

絞り込むなどの効率化を図るこ

ととしました。グループリーダー

が班としての目標を設定し，班員

の進捗状況を管理するとともに，

所属長が定期的にヒアリングを

 

（措置の方向性について） 

滞納整理の進捗状況の管理に

ついて、グループリーダーが進捗

状況を管理する体制としている。

また、２月毎にグループリーダー

にグループの目標についてのヒ

アリングを実施し、グループの進

捗を確認している。 

 これらの取り組みは、事務の進

行状況を上席者が的確に把握す

るための取り組みとして評価で

き、また、効果ある取り組みの課

内での共有に資するものとして

も評価できるものである。 

 

（現時点での措置状況について）

 上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も、進行状況の

管理を行い、事務の効率化を図ら

れたい。 

 
（今後の方向性） 
 今後も，ヒアリングを毎月行う

などし，進捗状況の管理と事務の

効率化に努めてまいります。 
（納税課） 
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平成 19 年度包括外部監査での指

摘事項等 

19年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
または今後の方向性 

実施することとしました。 

（納税課）

③ マニュアルの整備について 

滞納状況に応じた事務処理を

統一的に行うために，マニュアル

を整備する必要がある。そのため

には，現在非常勤職員などが行っ

ている OJT のうち，基本的な部分

について，マニュアル化(文書化)

すべきである。基本的な部分につ

いてマニュアル化することで，滞

納の状況に応じた段階的な処理

や迅速な処理(例えば，財産調査

を開始すべきタイミングの判断)

が可能となる。また，同様の状況

にある滞納者に対して，公平な納

税交渉を行ううえでも，マニュア

ルとして統一的な処理方法を定

める必要がある。 

 

（措置計画） 

滞納状況に応じた統一的な事

務処理や公平な納税交渉を行え

るようなマニュアルを，平成 20

年度内に整備してまいります。 

（納税課）

 

（措置状況） 

滞納債権の状況に応じた債権

分類を行い，催告や財産調査等の

実施時期，分納管理等についての

マニュアルを平成 21 年６月に整

備しました。 

（納税課）

 

（措置の方向性について） 

状況に応じた滞納整理事務の

実施について、滞納整理マニュア

ルを整備し、事案を高額案件、要

注意案件、小額案件に分類した上

で、納付状況等に応じた対応方針

を定めている。また、それぞれの

対応については、フローチャート

に整理されており、金額及び納付

状況等による対応の明確化とし

て評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も、現在の分類

の効果を検証し、より迅速、適切

な対応が可能となるよう、債権の

分類を見直されたい。 

 

（今後の方向性） 
 今後は，現在の分類の効果を検

証しながら，必要に応じて分類の

見直しを行ってまいります。 
（納税課） 
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平成 19 年度包括外部監査での指

摘事項等 

19年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
または今後の方向性 

④ 事務の分類について 

現在，職員 1人あたりが担当す

る滞納件数は，約 1,300 件になっ

ており，通常１人で管理できる事

案数を超えている。担当事案をよ

り専門知識や経験のある職員が

行うべき事務と高度な専門知識

や経験をそれほど要しない事務

とに分類し，事務を効果的に実施

すべきである。 

また，納期限経過後間もない滞

納者に対する電話催告事務につ

いては，民間業者に委託する方法

が効果的であり，その結果，高度

な専門知識や経験が必要な事務

に対し，職員が時間や労力を十分

にかけることが可能となる。 

 

（措置計画） 

職員が管理できる適正な件数

に応じた人員の配置について検

討を行うとともに，現体制におい

ては班員が担当する案件につい

てリーダーと班員が分類を行い

今後の催告方針を決定し，効率

的，効果的な催告を行うことがで

きるよう事務の見直しを行って

まいります。 

また，専門知識や経験のある職

員が行うべき事務の執行体制に

ついて検討するとともに，簡易な

案件の電話催告を民間業者に委

託する方法についても検討して

まいります。 

（納税課）

 

（措置状況） 

債権分類や滞納整理マニュア

ルに基づき，注力する滞納債権を

（措置の方向性について） 

電話催告の民間業者の委託に

ついては、納税課及び国保年金課

で実施する催告について、コール

センターの平成 23 年度からの開

設に向け準備を進めている。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されていると考えられる。コール

センターの開設に向け、催告後の

経過の把握等を効果的に実施す

る方策を検討するとともに、個人

情報の保護に万全を期されたい。

 

（今後の方向性） 
 コールセンターについては，効

果的な実施方法や個人情報の保

護方策の検討を行いながら，平成

23 年度に開設するよう努めてま
いります。 

（納税課） 
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平成 19 年度包括外部監査での指

摘事項等 

19年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
または今後の方向性 

絞り込むなどの効率化を図ると

ともに，グループリーダーと班員

の担当件数の再配分を行い，リー

ダーがグループの滞納整理の進

行管理を行うこととしました。 

 執行体制については，収納状況

や滞納状況を勘案しながら，必要

に応じて見直しを行います。 

電話催告の民間業者への委託

については，職員の滞納繰越事案

への注力化という点で有効と思

われることから，実施に向けて引

き続き検討中です。 

（納税課）

⑤ 納税相談における個人情報

保護について 

現状の納税相談は個人情報の

漏洩を防止するに不十分な状況

である。 

納税相談の実施に当っては，相

談者に関する個人情報の漏洩，滅

 

（措置計画） 

納税相談の実施に当っては，相

談者のプライバシー確保のため, 

引き続き場所の確保に向けて，検

討してまいります。 

（納税課）

 

（措置の方向性について） 

納税相談に当たり、個人情報を

保護する方策が未だとられてお

らず、早急な対応が必要である。

 

（現時点での措置状況について）

 
（今後の方向性） 
 相談場所の確保につきまして

は，庁舎内の配置や耐震改修の状

況を勘案しながら検討を行い，平

成 23 年度に対応する予定として
おります。 



79 
 

平成 19 年度包括外部監査での指

摘事項等 

19年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
または今後の方向性 

失及び毀損を防止するために十

分な場所を確保すべきである。 

 

 

（措置状況） 

執務室も狭隘なうえ，平成 22

年度からの耐震改修により，現状

では十分な場所の確保は困難な

状況にありますが，相談者のプラ

イバシー確保のため，引き続き庁

内で検討しております。 

（納税課）

庁舎の構造や課の配置状況か

ら相談場所を確保することが難

しいことが対応の進まない原因

と考えられる。しかし、相談者の

個人情報の保護がおざなりにな

っている状況を続けることは許

されるものではない。早急に相談

者の個人情報保護が図られるよ

う対応すべきである。 

（納税課） 

⑥ 常勤職員の人材育成につい

て 

滞納整理事務は専門性が高い

事務である。そのため，滞納整理

事務に関する専門職員を育成す

る必要がある。 

今後は，専門性の高い職員を育

成するため，人事ローテーション

を長期化するなどの対応策を検

討すべきである。 

 

 

（措置計画） 

人事ローテーションを長期化

しなくても専門性の高い職員を

育成できるよう，研修の実施，マ

ニュアルの整備などの対応策を

検討してまいります。 

なお，異動対象となる勤続年数

は，新採用職員はおおむね３年，

その他の職員はおおむね５年を基

本としておりますが，業務に支障

がある場合など，各課の状況に応

 

（措置の方向性について） 

専門的な知識等が必要となる

収納業務においては、専門性の高

い職員を育成、活用することが有

用である。この点、「人を活かす

人事システム」の導入は必要によ

り職員が長期にわたり同一業務

に従事することを可能とするも

のであり、専門性の向上に資する

ものとして評価できる。 

 

 
（今後の方向性） 
今後も，職員配置を柔軟に行う

とともに，様々な研修の機会，多

様な任用形態の職員採用を活用

し，業務の専門性に対応してまい

ります。 
（職員課・納税課） 
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摘事項等 

19年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
または今後の方向性 

じて柔軟に対応しております。 

また，市の業務には，税務部門

に限らず専門性を必要とする業務

が多いことから，平成 19年 3月に

策定した本市の「人を活かす人事

システム」に基づき，職員の希望

や必要性に応じて長期にわたり同

一の業務に集中して従事できるよ

うな異動の仕組みを取り入れるこ

ととしております。 

また，専門職の採用等について

は，現行においても多くの分野で

実施しておりますが，これからも

必要に応じて，有効に活用してま

いります。 

（職員課・納税課）

 

（措置状況） 

平成 19年 3月に策定した「人を

活かす人事システム」に基づき，

人事ローテーションにつきまして

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も、制度の効果

を検証し、必要に応じ任期付き職

員を採用するなど、更なる専門性

の向上を図られたい。 
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摘事項等 
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左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
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は，新採用職員は概ね３年，その

他の職員は概ね５年を基本として

おりますが，各課からの状況の聞

き取りにより柔軟な対応を行うと

ともに，職員の希望や必要性に応

じて長期にわたり同一の業務に従

事できる特定分野内での異動を可

能としたところです。 

滞納整理事務については，岩手

県地方税特別滞納整理機構への職

員派遣や専門的知識を有する職員

の任用を行うことにより，常勤職

員の知識習得及び能力向上に努め

ているところです。 

専門職の採用等については，既

に現行の任用制度により多くの分

野で実施しておりますことに加

え，高度な専門的知識を求められ

る業務に対応するため平成 20 年

度から任期付職員の採用制度を取

り入れたことから，この制度の必
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左に対する監査の結果 
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要に応じた活用も含め適切に対応

してまいります。 

（職員課・納税課）

⑦ 納付機会の拡大について 

納付機会を拡大し，納税者の利

便性が高まることで，収納率の向

上につながることが想定される。

そこで，納付機会拡大に向けた方

策を検討する必要がある。 

コンビニ収納は 24 時間納付が

可能であり，夜間しか納付する時

間がない納税者にとって，納税し

やすい環境が整うことになる。 

地方税法の規定によると，納期を

条例で定めることができるとさ

れていることから，納付機会の拡

大の方策として，納期を増やすこ

とも検討されたい。 

（措置計画） 

納付機会の拡大に向けた方策

として，コンビニ収納やクレジッ

ト収納等について，平成 20 年度

内に検討してまいります。 

また，納期を増やすことについ

ては，他市等の状況を参考にしな

がら検討してまいります。 

（納税課）

 

（措置状況） 

コンビニ収納については，平成

22 年度の実施に向けて作業中で

す。クレジット収納については，

手数料が高額なこと及びその負

担のあり方等の課題があり，他の

自治体の実施状況を注視しなが

ら引き続き検討を行ってまいり

（措置の方向性について） 

納付機会の拡大については、平

成 22 年度から軽自動車税のコン

ビニ収納を可能とする予定であ

り、納税者の利便性に配慮した取

り組みとして評価できる。 

また、納期を増やすことについ

ては、納税者の負担やシステム改

修等の費用がかかり、導入しても

費用に見合った効果はでない可

能性がある。他都市の事例や効果

を踏まえ、納期の増加を実施する

かどうかを検討されたい。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり一定の措置がな

されている。 

そのほかの税への拡大やクレ

（今後の方向性） 
 コンビニ収納の他税目等への

拡大やクレジット収納，納期を増

やすことについては，費用対効果

の検証や他自治体の実施状況を

勘案しながら，引き続き検討して

まいります。 
（納税課） 



83 
 

平成 19 年度包括外部監査での指

摘事項等 
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左に対する監査の結果 
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ます。 

納期を増やすことについては，

費用対効果や納税者にとっての

メリット，デメリットの面から引

き続き検討中です。 

（納税課）

ジット収納については、利便性の

向上と手数料やシステム改修費

等の発生を踏まえ、先行自治体で

の効果も参考に、実施すべきかど

うか検討されたい。 

 

（3）現状の事務における問題点 

①より効率的な訪問催告の実施 

 効率的に直接催告するために

は在宅状況に関するデータの整

備を図るとともに，平日と夜間の

訪問催告を実施すべきである。 

 

 

（措置計画） 

納税推進員は，訪問対象者との

折衝に併せて生活実態の把握を

行っており，その訪問実績等から

在宅状況を把握したデータを基

に，夜間を含めた訪問催告を実施

し，その効果を検証してまいりま

す。 

（国保年金課）

 

（措置状況） 

夜間及び平日訪問催告を８月

及び９月に実施しましたが，休日

訪問催告における折衝率と差が

 

（措置の方向性について） 

納税推進員による電話催告や

訪問の結果などの情報を基に滞

納者の在宅状況を把握しようと

していることは評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。在宅状況を正確に把

握することは困難であるが、本人

に直接催告することが効果的な

ため、今後も在宅情報に関するデ

ータの精度向上を図られたい。 

 

（今後の方向性） 

 今後も在宅状況に関するデー

タ等を積み重ね，訪問方法や在宅

時間帯を精査しながら効率的な

催告を実施してまいります。 

（国保年金課） 
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あまりありませんでした。 

今後も在宅状況に関するデー

タ等を基に，訪問方法を検討しな

がら効果を検証してまいります。

（国保年金課）

②推進員の役割および事務委託

の可能性の検討 

 納税推進員の電話による納税

の催告や口座振替の推進は民間

事業者においても対応可能であ

り，どちらが効率的に実施できる

か比較検討すべきである。 

 

 

（措置計画） 

納税推進員の業務内容，業務効

率等について改めて検証すると

ともに，民間委託の可能性につい

て検討してまいります。 

（国保年金課）

 

（措置状況） 

納税推進員の人員及び担当業

務等については，電話催告が日中

の限られた時間のみとなること

から，効率的に滞納整理を実施し

ていくために，民間事業者から業

務内容の説明を受けるなどして

おり，コールセンターへの電話催

 

（措置の方向性について） 

納税推進員の電話催告や口座

振替の推進については、平成 23

年度から導入が予定されている

コールセンターで対応し、納税推

進員は滞納者への働きかけに専

念することとする予定である。納

税推進員の役割を限定すること

で、これまで以上に訪問等に注力

が可能となり、収納率の向上に効

果があると考えられ評価できる。

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も、収納率の向

 

（措置計画） 

 平成23 年度（予定）のコール

センターへの電話催告業務委託

と併せ，納税推進員の業務内容や

体制の見直しを行うことで検討

を進めてまいります。 

 また，コールセンターへの委託

にあたりましては，個人情報の保

護に十分配慮しながら実施して

まいります。 

（国保年金課） 
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告業務委託と併せて平成 23 年度

（予定）実施に向け，業務内容や

体制の見直しの検討を進めてお

ります。      

（国保年金課）

上に向け、職員との連携強化や納

税推進員の能力向上を図られた

い。また、コールセンターの開設

にあたっては、個人情報の保護に

万全を期されたい。 

③短期保険者証の取扱いについ

て 

短期被保険者証は，未納がある

場合に更新期日を通例定める期

日より前の期日を定めて交付し

ており，短期被保険者証交付要領

においては納付相談等がされて

いる場合を除いては保険証更新

時の呼出相談において直接交付

することとされているが，呼出相

談に応じない場合にも短期被保

険者証を郵送しており，原則に従

い納付相談を実施した上で直接

交付による更新を行うべきであ

る。 

 

 

（措置計画） 

納付相談に応じなかった被保

険者への短期被保険者証の交付

にあたっては，折衝機会の確保に

努め，事後指導等を行うことによ

り，短期被保険者証制度を適正に

運用するよう努めてまいります。

（国保年金課）

 

（措置状況） 

納付相談に応じなかった被保

険者に対しては，短期被保険者証

の交付を行なった後も，職員及び

納税推進員による電話及び訪問

催告等を実施することにより，折

 

（措置の方向性について） 

短期被保険者証の発行につい

て、平成 21 年は短期被保険者証

の更新及び新規交付予定者全員

に通知を発送することとし、通知

することなく、短期証を交付する

ことはなくなった。また、通知の

文面には、窓口への来訪により短

期被保険者証を交付できる旨を

記載し、来訪を促している。 

 これらの取り組みは、窓口への

来訪を増やし、納付につなげよう

とする取り組みとして評価でき

る。 

 

 

（措置計画） 

 平成 21 年度は，納付相談に応

じなかった被保険者に対しては，

短期被保険者証の有効期間満了

から２週間後に新たな短期被保

険者証を郵送したが，交付時期に

ついては，窓口への来訪状況や留

め置きに対する批判も勘案し，今

後も検討してまいります。 

 また，今後も相談に来訪しやす

くなるような取り組みを工夫す

るとともに，職員及び納税推進員

による電話及び訪問催告等を実

施し，折衝機会の確保を図りなが

ら納税相談・納税指導を行ってま
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衝機会の確保を図りながら納税

相談・納税指導を行っておりま

す。 

（国保年金課）

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり一定の措置がな

されている。しかし、窓口に来な

い者については、短期被保険者証

の有効期間満了から２週間後に

新たな短期被保険者証を交付す

ることとしているものの、納付相

談なく交付している状況である。

保険証は市民の生活に密接に関

係するものであり、交付しないと

することは困難であると考えら

れるが、今後も相談に来訪するよ

うな仕組みを構築し、相談実施後

に交付するようされたい。 

 

いります。 

（国保年金課） 

④動産差押実施の検討 

国民健康保険税の滞納者につ

いても，差押え可能な動産を所有

している場合は，動産の差押えを

実施するべきである。 

 

（措置計画） 

動産の差押えにあたっては，

個々の生活実態等を考慮しなが

ら実施してまいります。 

（国保年金課）

 

 （措置の方向性について） 

動産差押実施の検討について、

納税課において実施する場合に

併せて実施するようにしており、

動産差押えに向けた取り組みと

して評価できる。 

（今後の方向性） 

 今後とも差押可能な動産を所

有している場合は国保年金課単

独で差押を実施することとして

まいります。 

（国保年金課） 
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（措置状況） 

差押可能な動産を所有してい

る場合は差押を実施することと

し，平成 21 年２月に動産の差押

を実施しました。今後とも実施し

てまいります。 

（国保年金課）

 

 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり一定の措置がな

されている。しかし、国保年金課

として独自に実施していない。換

価のノウハウ等もあり、動産差押

えについては納税課が実施する

方が良いとの考えもあろうが、今

後は、国保年金課として独自に実

施できるようされたい。 

⑤執行停止の実施状況について 

収納の可能性が無いまたは著

しく低い事案について，滞納処分

の執行停止を行う事案数の増加

を検討すべきである。 

 

（措置計画） 

地方税法に規定される執行停

止の趣旨に基づき，個々の生活実

態等も考慮しながら実施してま

いります。 

（国保年金課）

 

（措置状況） 

執行停止につきましては，収入

状況等の生活実態を把握しなが

ら，地方税法の規定に基づき実施

（措置の方向性について） 

平成 21 年 11 月から 12 月にか

けて集中的に執行停止に向けた

調査等を行う期間を試行で設け

た結果、執行停止を行う事案数が

増加する見込みであり、また、今

後も調査を行い、一律に執行停止

を実施する予定であり、執行停止

数の増加に向け取り組みが進め

られていることは評価できる。 

 

（措置計画） 

 執行停止につきましては，平成

21 年度は，生活保護世帯となっ

た滞納世帯などを執行停止処分

いたしました。今後も収入状況等

の生活実態を把握しながら，地方

税法の規定に基づき実施してま

いります。 

（国保年金課） 
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しております。 

（国保年金課）

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。執行停止事案数の増

加自体が目的ではないため、今後

は、執行停止の事案数が増加し、

事案管理の負担が減少した効果

が発揮できるようにされたい。 

（4）あるべき姿からみた課題 

①滞納債権回収に対する組織的

対応の強化 

  滞納債権管理に関し組織的

な対応を進めていくためには，管

理上適正な組織形態である必要

があり，そのためには係内にグル

ープを設定し，各グループのリー

ダーが各担当者の通常の事案処

理状況の管理を行うことが望ま

しい。 

 

 

 

（措置計画） 

職員１人当たりの滞納件数を

多く抱える状況の中では，進捗管

理を的確に行い，係全体として総

合的に業務を効率的に推進して

いくことが必要であり，グループ

制の導入について検討してまい

ります。 

（国保年金課）

 

（措置状況） 

人員配置の課題等があること

 

 

（措置の方向性について） 

滞納債権回収に対する組織的

対応については、原則として係長

は担当する地区をもたず、係員の

業務の進捗を管理し、必要な指

導、助言を行う役割を担うことと

しており、業務体制を強化する取

り組みとして評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり一定の措置がな

されている。今後は、係長が適切

 

 

（今後の方向性） 

 係長がグループリーダーとし

ての役割を担うとともに，課長や

課長補佐が確認・指示を行い，管

理体制の強化を図ってまいりま

す。 

（国保年金課） 
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からグループ制を行わず，これま

で係長が担当していた地区を係

員に配分し，係長にグループリー

ダーとしての役割を担わせ，管理

体制の強化を図りました。 

（国保年金課）

に進行管理を実施しているか、課

長や課長補佐が確認、指導するよ

うされたい。 

②事務処理の効率化 

（ア）マニュアル等の整備 

  事務処理をできる限り効率

化しつつ，担当者の専門性を

一定以上のものとするために

は，徹底すべき事務処理方針

や最低限行うべき事務処理に

ついて一定の標準的な処理方

法を定め，事務処理基準やマ

ニュアル等として明文化する

ことが必要である。 

 

 

（措置計画） 

短期被保険者証交付要領など

個々の業務の取り扱いについて

は作成しているが，さらに滞納整

理業務を統一的・総合的に推進し

ていくために，マニュアルを作成

してまいります。 

（国保年金課）

 

（措置状況） 

滞納整理事務の基本となる滞

納整理方針の作成を進めるほか，

滞納整理に関する業務のマニュ

アルについて，先進都市の事例を

 

（措置の方向性について） 

マニュアル等の整備について

は、事務の処理方法などが担当者

や係によってばらばらに管理さ

れていたものを統一したマニュ

アルとして平成 21 年度中に整備

する予定であり、事務処理の統一

につながる取り組みとして評価

できる。 

滞納整理に関するマニュアル

については、生活保護受給者に対

するマニュアルを作成している

段階である。最も検討しやすい部

分からマニュアルを整備してお

 

（措置計画） 

 滞納整理に関する業務のマニ

ュアルについては，先進都市の事

例を参考にするほか，納税課のマ

ニュアルとも整合を図りながら

作成を進めておりますが，現在，

細部の調整を行っている段階で

ありますので，平成 22 年度の早

い時期に完成させたいと考えて

おります。 

（国保年金課） 
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参考にするほか，納税課のマニュ

アルとも整合を図りながら平成

21 年度内の作成を目指しており

ます。 

（国保年金課）

 

り、基準の統一に向け前進してい

ると評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されていると考えられる。しか

し、滞納整理に関するマニュアル

の整備について、その歩みは遅い

と言わざるを得ない。生活保護受

給者以外の滞納者に対するマニ

ュアルが未整備な状況では、処理

の統一が図れないため、先行して

作成している自治体の例も参考

にしながら、早急に作成すべきで

ある。 

（イ）債権の状況に応じた事務処

理による回収の効率化 

 滞納債権の事務処理を効率的

かつ効果的に実施するためには，

個々の滞納債権の状況に応じて

適切・迅速に行わなければなら

 

（措置計画） 

現在，滞納年度や滞納額による

分類を行っているが，より効率的

な滞納整理を行っていくための

債権分類の方法等について検討

 

（措置の方向性について） 

債権の状況に応じた事務処理

による回収率の効率化について

は、短期被保険者証の交付者を対

象に、①分割納付を実施している

 

（措置計画） 

 滞納者全体の分類については，

システム上の課題もありますこ

とから，簡単に分類できない状況

でありますので，当面，事務処理
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ず，滞納発生の原因や，滞納期間，

整理進展状況等によって，滞納債

権の分類を行うことが必要であ

る。 

 

してまいります。 

（国保年金課）

 

（措置状況） 

滞納額や滞納年度のほか，所得

段階別，地区別などの債権分類を

行っております。 

（国保年金課）

 

者、②相談等はあるが納付状況が

不安定な者、③相談等がなく納付

を行わない者に区分し、特に③の

区分に該当する者について、生活

状況等を把握するなど、債務者に

関するデータを収集し、滞納債権

の分類に活用しており、その取り

組みは評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。しかし、滞納者の一

部についての分類であるため、今

後も、個人ではなく世帯への課税

であるといった国民健康保険税

の特徴を踏まえ、事務処理に貢献

するよう債権の分類を進められ

たい。 

の効率化に向けた分類方法やそ

の手法について検討を進めてま

いります。 

（国保年金課） 

(3) 現状の事務における問題点 

① 滞納債権の管理を行うために

必要な情報の管理について 

 

 

（措置計画） 

 

 

（措置の方向性について） 

 

 

（今後の方向性） 
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 時効の完成の恐れがある滞納

債権に関する情報や滞納債権の

全体的な状況を把握するための

情報は，債権管理を行うために最

低限必要な情報であるが，その情

報が把握されていない。 

債権管理のために必要な情報

を一元的に把握するため，システ

ムの改修について費用対効果を

含めて検討してまいります。 

（児童福祉課）

（措置状況） 

既存の滞納管理システムの抽

出機能を利用し，債権管理を行っ

ております。 

なお，より業務の軽減と更に効

率的な債権管理を行うため，シス

テムの改善について，組織横断的

なシステムワーキンググループ

で検討を行い改善事項の抽出を

実施しました。今後も費用対効果

を含めて関係課と協議・検討を続

けてまいります。 

（児童福祉課）

滞納債権の管理を行うために

必要な情報の管理について、債権

の回収困難性をもとに、①園児が

在園、②園児が在園していない、

③時効が完成するものに分類し、

特に、時効完成を迎える債権につ

いては、滞納総額、最新の納付実

績、催告の状況等の情報を一覧表

にまとめ管理している。この取り

組みにより、債権管理を行うため

の情報整理が進んでおり評価で

きる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も、効果的に債

権管理を行うために必要な情報

を検証し、情報の整理を進められ

たい。 

今後も、効果的に債権管理を行

うために情報を検証し、整理を進

めてまいります。 

（児童福祉課） 

② 訪問催告の実施体制の整備 

 職員数の不足をもって訪問催

（措置計画） 

年間スケジュールを基に，計画

（措置の方向性について） 

訪問催告の実施体制の整備に

（今後の方向性） 

今後も、限られた訪問催告の機
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告が十分に実施できない理由と

するのではなく，限られた人員の

中でどのような工夫をすれば訪

問催告の実施が可能となるかを

検討し，訪問催告の実施体制を整

備し実行することが必要である。 

 

的に訪問催告を行うとともに，平

成 20 年度から実施体制を保健福

祉部内の職員に拡大し，組織的に

実施してまいります。 

（児童福祉課）

 

（措置状況） 

訪問催告の実施体制を保健福

祉部内職員に拡大し，本年 11 月

に訪問催告を実施しました。 

（児童福祉課）

 

ついて、保育所訪問催告の実施園

数を増加している。また、休日の

訪問催告について、保健福祉部内

の管理職が同行する体制を確立

し、部として取り組んでいる。ま

た、平成 21 年度から金融機関 OB

を保育料滞納整理専門員として

採用し、専門知識を活用してい

る。これらの取り組みは実施体制

の整備として評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後は、限られた訪

問催告の機会を効果的、効率的に

活用し、体制を整えた効果がでる

ようされたい。 

会を効果的、効率的に活用し、体

制を整えた効果がでるよう努め

てまいります。 

（児童福祉課） 

③ 保育所との連携について   

保育所訪問催告に際して公立

保育所の園長は同席している。こ

れと同様の連携を私立保育所で

（措置計画） 

私立保育所を訪問しての納付

相談の際には，園長の同席を協力

要請してまいります。 

（措置の方向性について） 

保育所との連携について、保育

所訪問催告の実施時に、私立の保

育所の園長が同席する体制とな

（今後の方向性） 

今後も、協力体制を継続してま

いります。 

（児童福祉課） 
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も図ることが必要である。 （児童福祉課）

（措置状況） 

本年 10 月から，園長の同席の

下で，私立保育所訪問催告を実施

しております。 

（児童福祉課）

っており、公立保育所と同様の連

携が図られており、評価できる。

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も協力体制を継

続されたい。 

④ 納税課への滞納処分の引継ぎ

基準の明確化について 

早急に滞納処分の引継ぎ基準

を策定するとともに，滞納処分に

向け児童福祉課において実施す

べき事項を明確にする必要があ

る。 

 

 

（措置計画） 

滞納処分の引継ぎ基準につい

て，策定してまいります。 

（児童福祉課）

 

（措置状況） 

滞納処分の引継ぎ基準につい

て，平成 20 年度にワーキンググ

ループにおいて協議を重ね素案

を作成しました。現在，当該素案

について関係課間で調整をして

いるところです。 

（児童福祉課）

 

（措置の方向性について） 

滞納処分の納税課への引き継

ぎ基準については、平成 20 年度

から、基準の策定に向け納税課、

国保年金課、児童福祉課の 3課に

よる協議が進められており評価

できる。 

 

（現時点での措置状況について）

現状は、平成 22 年度からの施

行に向け、引き継ぎ基準や引き継

ぎに向け実施すべき事項につい

ての案を作成している段階であ

 

（今後の方向性） 

滞納処分の引継ぎ基準につい

ては，平成 22 年度から施行する

予定としております。 

（児童福祉課） 
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り、基準が定まっておらず、対応

が遅いと言わざるをえない。平成

21 年度中には全庁に公表する予

定とのことであるが、年度内の公

表が遅れることのないよう策定

すべきである。 

⑤ 分割納付について 

分割納付について認定基準や

納付誓約書の取得に関する規程

や要綱を策定することで，対応方

法の明確化，統一化を図り，公平

性を確保することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（措置計画） 

分割納付の基準について，策定

してまいります。 

（児童福祉課）

 

（措置状況） 

分割納付の基準について，現在

策定中です。 

（児童福祉課）

 

（措置の方向性について） 

分割納付の基準については、保

育料滞納整理事務取扱の中で分

割納付管理の項目を設け、分割納

付の基準、管理方法を定めてい

る。これにより、分割納付への対

応の明確化、統一化が図られる方

向にあり評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

 上記のとおり、一定の措置がな

されている。分割納付が例外的な

ものであることに鑑み、基準を適

切に運用されたい。 

 

（今後の方向性） 

今後も、分割納付の適用に際し

ては、基準を適切に運用してまい

ります。 

（児童福祉課） 
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(4) あるべき姿からみた課題 

① 滞納事案の性質に応じた対応

について 

滞納事案の性質に応じた対応

をとるためには，滞納事案を滞納

理由や納付の可能性といった滞

納事案の状況に応じて分類する

ことが必要である。 

 

 

 

（措置計画） 

滞納事案については，滞納事由

ごとに分類を行い，その滞納事由

に応じた事務処理を進め，滞納事

案の解消に努めてまいります。 

（児童福祉課）

 

（措置状況） 

事務処理を行う際，滞納額や滞

納期間又は滞納者の児童の在園

の有無など，滞納事案の性質に応

じ分類し，催告を行いました。 

（児童福祉課）

 

 

（措置の方向性について） 

滞納事案の性質に応じた対応

について、保育料滞納整理事務取

扱基準で、在園状況、滞納金額で

分類した上で、納付状況を基に対

応方法を定めている。また、それ

ぞれの対応については、フローチ

ャートに整理されており、金額及

び納付状況等による対応の明確

化として評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されていると考えられる。今後

も、現在の分類の効果を検証し、

より適切な対応が可能となるよ

う、債権の分類を検討されたい。

 

 

 

 

（今後の方向性） 

今後も、現在の分類の効果を検

証し、より適切な対応が可能とな

るよう、債権の分類を検討してま

いります。 

（児童福祉課） 
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② マニュアルの整備について 

（ア）公平性の確保 

滞納事案を分類しグループ化

した区分ごとに，事案への対応方

法のうち滞納者の個別情報への

対応以外の基本的な部分につい

て，統一的に行うべき事項やその

処理方法，標準的な処理スケジュ

ールなどを定め文書化し，マニュ

アルとして整備することが必要

である。 

 

 

（措置計画） 

滞納状況に応じた統一的な処

理方法等や標準的な処理スケジ

ュールを定めたマニュアルを平

成２０年度内に整備してまいり

ます。 

（児童福祉課）

 

（措置状況） 

滞納状況に応じた統一的な処

理方法等や標準的な処理スケジ

ュールを定めたマニュアル「保育

料滞納整理事務取扱基準」を平成

21 年３月に策定いたしました。 

（児童福祉課）

 

（措置の方向性について） 

マニュアルの整備について、保

育料滞納整理事務取扱基準を策定

し、標準的な処理方法等について

定めており、標準的な進め方等を

職員間で共有し、担当者間の取扱

の差異を防ぐ取り組みとして評価

できる。 

 

（現時点での措置状況について）

 上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後は、マニュアル

の内容を適時に見直し、職員間で

共有できるようされたい。 

 

（今後の方向性） 

今後も、マニュアルを職員間で

共有し、適時、内容を見直してま

いります。 

（児童福祉課） 

（イ）効率性の確保 

 滞納事案への対応は，滞納の累

積による回収の困難化や時効の

完成による回収不能化を防ぐた

め，迅速かつ効率的に行うことが

（措置計画） 

滞納状況に応じた統一的な処

理方法等や標準的な処理スケジ

ュールを定めたマニュアルを平

成２０年度内に整備してまいり

（措置の方向性について） 

マニュアルの整備について、保

育料滞納整理事務取扱基準を策定

し、標準的な処理方法等について

定めている。標準的な進め方等を

（今後の方向性） 

今後も、マニュアルを職員間で

共有し、適時、内容を見直してま

いります。 

（児童福祉課） 
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求められ，マニュアルの整備が必

要である。 

 

ます。 

（児童福祉課）

 

（措置状況） 

滞納状況に応じた統一的な処理

方法等や標準的な処理スケジュー

ルを定めたマニュアル「保育料滞

納整理事務取扱基準」を平成 21 年

３月に策定いたしました。 

（児童福祉課）

職員間で共有し、事務処理を効率

化する取り組みとして評価でき

る。 

 

（現時点での措置状況について）

 上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後は、マニュアル

の内容を適時に見直し、職員間で

共有できるようされたい。 

③ 事務の進行管理について 

的確な事務の進行管理を行う

ため PDCA サイクルを事務に組み

込むことが有効である。また目標

設定では，目標を具体的に定める

ことが必要である。 

（措置計画） 

引続き，各年度において具体的

な目標を設定し，その目標を達成

するために，定期的に進行管理を

行い，ＰＤＣＡサイクルを確立し

てまいります。 

（児童福祉課）

 

（措置状況） 

各年度において具体的な目

標を設定し，その目標を達成す

（措置の方向性について） 

事務の進行管理については、市

の行政評価制度を活用し、目標設

定、達成状況の評価を行ってお

り、進行管理に向けた取り組みと

して評価できる。また、庁議への

報告時、月末時点での状況を課内

で共有し、目標の達成状況を確認

し、必要に応じ課長による指示が

行われており、進行管理として評

価できる。 

（今後の方向性） 

今後も、目標の進行管理を行う

とともに、より効果的な事務執行

が可能となる体制を検討してま

いります。 

（児童福祉課） 
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るために，市の行政評価を活用

し，進行管理を行っておりま

す。 

（児童福祉課）

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されていると考えられる。今後

も、目標の進行管理を行うととも

に、職員に担当を割り当てない現

在の方法を検証し、職員に担当を

割り当てるなどの方法と比較し、

より効果的な事務執行が可能と

なる体制を検討されたい。 

④ 職員の創意工夫の発揮 

事務の移管により，自らの事業

の財源を自ら確保することにな

ったことを，職員のモチベーショ

ンに結ぶつけるべきである。PDCA

サイクルの確立はモチベーショ

ンの向上にも資するものである。 

 

（措置計画） 

引続き，各年度において具体的

な目標を設定し，その目標を達成

するために，定期的に進行管理を

行い，ＰＤＣＡサイクルを確立し

てまいります。 

（児童福祉課）

 

（措置状況） 

ＰＤＣＡサイクルを確立す

るため，市の行政評価により，

（措置の方向性について） 

職員の創意工夫の発揮につい

ては、庁議において報告される収

納率等の実情を課内で共有し、そ

の都度、実績を確認するとともに

情報交換を行っており、職員のモ

チベーションの向上、積極的な創

意工夫に役立つ取り組みとして

評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

（今後の方向性） 

今後も、課内や係内のミーティ

ング等で積極的に目標の達成状

況や効果のある方法等の情報交

換により認識や情報を共有する

ことで、職員の創意工夫を促すよ

う努めてまいります。 

（児童福祉課） 
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各年度において具体的な目標

を設定し，その目標を達成する

ために，達成状況を常時職員間

で共有することで，職員のモチ

ベーションが上がるよう取り

組んでおります。 

（児童福祉課）

上記のとおり、一定の措置がな

されていると考えられる。今後

も、課内や係内のミーティング等

で積極的に目標の達成状況や効

果のある方法等の情報交換によ

り認識や情報を共有することで、

職員の創意工夫を促すようされ

たい。 

⑤ 滞納を予防する仕組みづくり

について 

保護者意識の向上のための取

り組みとしては，保育に要する費

用や保育料の収納状況を保護者

に示す方法が効率的と考えられ

る。 

また，滞納している保護者が次

年度も継続して保育を必要とす

る場合には，保証人の設定を求め

ることも検討すべきである。 

 

 

（措置計画） 

市のホームページに掲載する

ほか，保護者に通知書を送付する

際に，保育に要する費用や保育料

の収納状況を周知してまいりま

す。 

また，保証人の設定について

は，その実効性について，検討し

てまいります。 

（児童福祉課）

 

（措置状況） 

 

（措置の方向性について） 

滞納を予防する仕組みづくり

について、保育に要する費用の仕

組み等を保護者をはじめ広くＰ

Ｒしており、保育料の納付の必要

性を高める取り組みとして評価

できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後は、保育料の納

付確保に向けた取り組みなど、市

 

（今後の方向性） 

今後も、滞納を予防する仕組み

づくりについて、広くＰＲし、保

護者の納付意識向上に努めてま

いります。 

（児童福祉課） 
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保護者意識向上のため，通知

書等を送付する際に，保育に要

する費用の仕組みや，納付を啓

発する文書を添付するなど，保

護者の意識啓発に努めました。 

なお，滞納を予防する仕組み

づくりについて一層強化するた

め，保育に要する費用の仕組み

等を市のホームページへ掲載

し，広く保護者の納付に対する

意識作りをしてまいります。 

また，保証人の設定について

は，その設定が継続保育の実施基

準に適用できないことから，実効

性について検討した結果，求めな

いことといたしました。 

（児童福祉課）

の取り組みをＰＲすることを検

討されたい。 

 

（3）現状の事務における問題点 

 ①法的措置の対象者の選定 

 18 年度における滞納者数 387 名

に比較して，法的措置者数が 13 名

 

（措置計画） 

全滞納者の納付・交渉記録を含

むデータとその一覧において，措

 

（措置の方向性について） 

法的措置の対象者の選定につ

いて、滞納額が 50 万円以上の滞

 

（措置計画） 
法的措置対象者のリストを作

成し，対象者の選定基準の明確化
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と非常に少ない。 

 市営住宅使用料滞納者の法的措

置対象者の選定について，法的措

置の対象としない要件を明確にし

たうえで，法的措置の対象としな

かった理由を文書として記録すべ

きである。 

 

置対象者の指定及び措置者決定

に至る理由を，より明確に記録し

てまいります。 

（建築住宅課）

 

（措置状況） 

滞納上位者（50 万円以上）で，

法的措置済者や支払い継続者等

を除く法的措置対象者について，

指定や除外者の理由について６

月の対象者の選定からより明確

に記録しております。 

（建築住宅課）

 

納者のうち、生活保護受給者や使

用料を納付している者等を除い

た者を法的措置対象者とし、これ

までの状況を整理したリストを

作成している。これは法的措置の

対象者の選定基準を明確にする

ものであり評価できる。 

また、このリストを基に法的措

置者を決定する際に、対象者ごと

の今後の対応を検討しているこ

とは評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

 上記のとおり、一定の措置がな

されていると考えられる。しか

し、リストでは法的措置の対象と

しなかった理由が明確に示され

ていないため、理由も併せて記録

されたい。 

 

 

に努めているところであります

が，今後は，法的措置者の決定に

あたり，法的措置者としなかった

理由も併せて記録してまいりま

す。 

（建築住宅課） 
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（4）あるべき姿からみた課題 

 ①収納率の向上について 

（ア）法的措置の実施体制の整備

について 

 法的措置の実施が不足している

原因としては，実施の体制が整備

されていないことが考えられる。

限られた人員の中でどうすれば法

的措置の実施が可能となるのか検

討し，実施体制を整備することが

必要である。 

 

 

 

 

（措置計画） 

平成 20 年４月１日より，市営

住宅維持管理業務が指定管理者

制度に移行することに伴い，業務

体制の変動と併せて法的措置の

実施体制について検討してまい

ります。 

（建築住宅課）

 

（措置状況） 

法的措置の対象者について，支

払い状況や生活状態を調査しな

がら，法的措置を実施しており，

法的措置の迅速な実施体制につ

いても検討継続としております。

（建築住宅課） 

 

 

 

 

（措置の方向性について） 

法的措置の実施体制について

は、指摘当時と変わらない状況

で、整備が進んでいないため、

整備を進めることが必要であ

る。 

 

（現時点での措置状況について） 

課長補佐の異動などにより専

門性を高める取り組みを行って

いるが、その他具体的な検討に

は至っていない。 

平成 23 年度以降の次期指定

管理者の選定では、収納事務の

一部を指定管理者に委ねること

で、段階的に実施体制の強化を

図っていくことを検討すべきで

ある。 

 

 

 

（今後の方向性） 

限られた人員の中で事務担当

職員の割合を増やすなどして法

的措置等の収納事務の実施体制

の整備を図っているところであ

りますが，今後も，収納事務の一

部を指定管理者に委ねることを

含め，法的措置の実施体制の整備

について，検討を継続してまいり

ます。 

（建築住宅課） 
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今後は、事務担当職員の減少

も予想されるため、法的措置等

の収納事務に支障が生じないよ

うに実施体制を整備すべきであ

る。 

（イ）収納体制の整備 

 収納事務については，専任の

職員を配置すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（措置計画） 

平成 18 年度より，収納率向上

五カ年計画を策定し，これに基づ

く年度計画により収納率の向上

を目指しているところであり，Ｐ

ＤＣＡサイクルの検証と，収納他

部門との連携をもとに検討して

まいります。 

（建築住宅課）

 

（措置状況） 

収納他部門との連携による専

従班（専任職員）の新設について，

今後も検討を継続するとともに，

収納業務のうち退去者にかかる

滞納家賃回収業務の民間委託等

（措置の方向性について） 

収納体制の整備については、

年々、課の事務担当の人数が減少

する中、専任の職員を確保できて

いない状況であり、改善が進んで

おらず、体制整備が必要である。

 

（現時点での措置状況について）

退去者にかかる滞納家賃の回

収について、電話及び文書による

催告の実施、訪問はしないとの内

容で、民間事業者を活用する方向

で法令等の整備を進め、整備後公

募する予定とのことである。民間

の力を活用し、より専門的な部分

に力を注力できるようにするた

（今後の方向性） 

限られた人員の中での収納事

務専任職員の確保が困難な状況

にあることから，収納他部門との

連携や民間事業者の活用など，収

納体制の強化について，検討を継

続してまいります。 

（建築住宅課） 
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については，平成 21 年度中の実

施に向け取組んでおります。 

（建築住宅課）

めにも、今後も民間の力を活用す

ることで、収納体制を強化できる

ものがないか検討すべきである。

＜共通事項＞ 

 

① 庁議での報告制度の創設 

全庁的に収納率向上に取り組

むためにも，収納率の推移など，

収納状況の把握に必要な情報を

定期的に庁議の場に報告する制

度を設けるべきである。各部，各

課が庁議に収納率の推移等を報

告することで，収納事務を担当す

る各課においても,収納率向上に

向けた取り組みや向上に滞納債

権回収の取り組みの重要性につ

いて，再認識することができる。 

また，収納率の改善状況や財源

確保に向けた取り組み状況につ

いて，市幹部が情報を把握し共有

すべきことは当然であって，仮に

 

 

（措置計画） 

全庁的に収納率向上に取組む

体制を強化する一環として，各課

の収納率の状況等について，平成

20 年４月から定期的に庁議で報

告をしてまいります。 

（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 

 

（措置状況） 

市税，国民健康保険税，保育料

及び市営住宅使用料の収納状況

について，平成 20 年４月から定

期的に庁議の場で報告しており

ます。 

（納税課・国保年金課・児童福

 

 

（措置の方向性について） 

庁議での報告制度の創設につ

いては、毎年偶数月に行われる庁

議の場において、全庁的な収納の

状況について報告され、市幹部の

情報共有が進んでおり評価でき

る。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後は、報告方法の

改善等により、庁議メンバーの関

心を更に高めるようにされたい。

 

 
 
（今後の方向性） 
 今後も，報告方法を工夫しなが

ら，行ってまいります。 
（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 
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各課の取り組みが不十分であれ

ば，庁議の場で対応方法を検討

し，改善策を各課に迅速に指示す

べきである。 

祉課・建築住宅課） 

 

② 目標管理制度の導入 

 収納率改善に向けた取り組み

を戦略的に進めるためにも目標

管理制度を導入すべきである。例

えば，歳入科目や税目ごとに，３

年後の収納率の目標値を掲げ，そ

の達成に向け収納事務に取り組

むとともに，毎年度達成状況を評

価し，更なる改善に結びつけると

いった方法が考えられる。目標管

理制度の導入は，マネジメントサ

イクルを活用した収納事務の実

施である。マネジメントサイクル

の活用は，滞納者の状況把握を行

い，滞納者の状況に応じた戦略

的，計画的な徴収事務の実施や事

務の改善に有効である。 

（措置計画） 

現在，市税については単年度の

目標設定による収納事務を行っ

ておりますが，今後は税外も含め

中長期の目標設定及びマネジメ

ントサイクルを活用した収納事

務について検討してまいります。

（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 

 

（措置状況） 

市税については，単年度の目標

設定のほか，行政評価及び市総合

計画に掲げる施策の指標として

複数年及び平成 26 年度末の目標

値を設定しました。国民健康保険

税，保育料，市営住宅使用料につ

（措置の方向性について） 

目標管理制度の導入について

は、副市長をトップとする市税等

収納率向上対策推進本部を設置

し、収納に関する目標設定を行っ

ている。これは、幹部層の関与に

よる目標管理に取り組まれてい

るものであり評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

 上記のとおり、一定の措置がな

されていると考えられる。しか

し、目標の達成に向け効果的、効

率的に実施しているかについて

は、市税等収納率向上対策推進本

部で十分に管理することはでき

ていないため、マネジメントサイ

（今後の方向性） 
 各歳入所管課においては，現在

もマネジメントサイクルを用い

た行政評価を行っているところ

ですが，今後もより有効なマネジ

メントサイクルの活用方法を探

ってまいります。 
（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 
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 また，目標管理制度は収納を担

当する職員のモチベーション向

上にも役立てることができる。な

お，目標の達成状況は，先にふれ

た庁議への報告事項の一つとす

べきである。 

 

いても，単年度の目標のほか行政

評価における指標として複数年

の目標値を設定しております。ま

た，マネジメントサイクルについ

ては，行政評価を活用した仕組み

について検討しております。 

（納税課・国保年金課・児童福

祉課・建築住宅課） 

クルが十分に活用されていると

は言えない状況である。各担当課

の課長の活用を進めるなどして、

マネジメントサイクルを活用す

べきである。 

③ 幹部職員による訪問催告等の

実施 

市長をはじめ幹部職員自らが

訪問催告を行うなど率先して垂

範することで，徴収を担当する職

員の意識改革を促し，職員の積極

的な対応に結びつけるべきであ

る。 

また，幹部職員が自ら収納にあ

たることで，収納率改善に向けて

積極的に取り組む市の姿勢を市

民に知らせる効果もあり，市民の

納税意識向上につながることが

 

（措置計画） 

現在，市税については全庁的取

り組みの推進及び市民に対し歳

入確保の取り組み姿勢を周知す

るため幹部職員及び部内職員に

よる訪問催告を実施しておりま

すが，今後は税外も含め幹部職員

等による訪問催告を実施してま

いります。 

（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 

 

 

（措置の方向性について） 

幹部職員による訪問催告等の実

施については、市税について、各

部の部長をはじめとする管理職

が、年３回合計で延べ 60 人程度休

日の訪問催告を実施し、保育料に

ついて、年１回保健福祉部内の管

理職が休日訪問催告を実施してお

り、幹部職員の率先した取り組み

として評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

 
（今後の方向性） 
 今後も，継続して取り組んでま

いります。 
（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 
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期待される。 

 

（措置状況） 

市税については，平成 19 年度

から５月，10 月及び 11 月に財政

部長をはじめとする部長級職員

が先頭に立ち，休日の訪問催促を

実施しておりますし，保育料につ

いても，保健福祉部内の管理職職

員による休日の訪問催告を 11 月

に実施いたしました。 

（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 

 上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も継続して取り

組むとともに、なるべく多くの管

理職が参加できるよう、実施体制

を検討されたい。 

 

④ 困難事案に対する専従班の設

置 

 盛岡市では平成 18 年度から収

納率が改善していることから，収

納事務を各課が担当することは

成果を挙げているものと考えら

れるが，その一方で，回収困難な

事案については，その対応が遅れ

がちになるなど，弊害も生じてい

る。平成 18 年度に行った見直し

 

（措置計画） 

困難事案の対応策として，各課

の収納事務担当の配置及び専門

性の向上について検討するとと

もに，専従班の設置の必要性につ

いて検討してまいります。 

（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 

 

 

（措置の方向性について） 

滞納処分にまで至る事案（以

下、「困難事案」という）に対す

る専従班の設置については、現時

点では専従班の設置は予定され

ていない。平成 18 年度から実施

している所管課による税外歳入

の徴収体制により、所管課が専門

性の向上に向け取り組んでおり、

 
（今後の方向性） 
 困難事案専従班の設置につい

ては，現行体制の評価と併せて，

必要に応じて検討してまいりま

す。 
（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 
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の狙いを維持しつつ，その弊害に

対応するため，収納事務は各課が

担当する一方で，滞納処分に該当

するような困難事案については，

これらの事案を専門的に取り扱

う専従班を設置し，専門性の発揮

と迅速な対応が可能な体制を構

築すべきである。なお，専従班の

職員については，専門性が求めら

れるため，通常の人事ローテーシ

ョンの範囲外とすることや市外

部からの登用，人事評価制度にお

ける配慮が必要である。 

 

（措置状況） 

収納事務担当者の配置につい

ては，各課の事務処理体制及び人

員配置を勘案しながら引き続き

検討を進めることとし，専門性の

向上については，納税課では任用

している非常勤職員を活用した

研修，市町村アカデミーや日本経

営協会等外部の専門研修への派

遣を実施しておりますが，税外歳

入担当課においても，同様の研修

が可能かどうか検討中です。所管

課が税外歳入の徴収を担当する

現行体制の下で，保育所保育料等

の収納状況が改善されてきてい

ること，交付要求や差押等滞納処

分は引き続き納税課が所管して

いることなどから，今後も現行体

制を継続することとしますが，専

従班の設置の必要性については，

滞納処分の引継方法等と併せて

また、滞納処分については納税課

が引き継ぎ実施することから専

従班を直ちに設置しないことも

理解できる。 

 

（現時点での措置状況について）

今後は、現行体制での徴収につ

いて、その効果や弊害を評価した

うえで、専従班の設置も含めた困

難事案への早急な対応が可能と

なる体制の構築を検討すべきで

ある。なお、専従班を設置する場

合であっても、各所管課におい

て、徴収に向けた取り組みを十分

に実施することが求められる。 
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関係課連絡会議の場で引き続き

検討を行ってまいります。 

（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 

⑤ 組織間の連携 

 盛岡市においては，各歳入科目

の収納事務は事業を担当する課が

それぞれ担当しており,また,市税

においても課税を担当する課と収

納を担当する課は異なっている。

そのため，課をまたいだ情報交換

はあまり行われていない。そこで，

各課をまたいだ形で，課税及び納

税に関する情報交換の場を，例え

ば３ヶ月に１回程度の頻度で設け

ることで，早期に収納に取り組む

ことが可能になる。納税課,国保年

金課,児童福祉課,建築住宅課のそ

れぞれの間においても守秘義務を

遵守した上で情報交換の場を設け

ることは各課の効果的な対応が可

（措置計画） 

滞納の防止のためには，滞納者

への早期取り組みを実施してお

りますが，守秘義務の遵守を基本

とした上で，組織間の連携強化に

ついて努めてまいります。 

（市民税課・資産税課・納税課・

国保年金課・児童福祉課・建築住

宅課） 

 

（措置状況） 

平成20年 12月に関係課による

連絡会議を設置し，定期的な情報

交換会の開催，守秘義務に配慮し

た情報交換会のあり方，事例研究

や研修の実施等について検討し

ております。 

（措置の方向性について） 

関係課において、連絡協議会を

設置し、匿名での事例研究を実施

するなど、組織間で成功事例や対

応方法等についての情報共有、意

見交換が進められ、市の収納に関

する専門性の向上に向け取り組

まれていることは評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も、守秘義務に

抵触しない可能な範囲で連携を

続けるとともに、納税課のノウハ

ウや非常勤職員を活用した研修

を実施することで、市全体の専門

性の向上を図られたい。 

（今後の方向性） 
 今後も組織間の連携強化に努

めてまいります。 
（市民税課・資産税課・納税課・

国保年金課・児童福祉課・建築住

宅課） 
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能になる。 （市民税課・資産税課・納税課・

国保年金課・児童福祉課・建築住

宅課） 

 

⑥ 債権の名寄せ 

  滞納が発生する納税者は，特定

の歳入科目や税目だけを滞納す

るのではなく，他の科目もあわせ

て滞納していることが多い。そこ

で,滞納者については,各歳入科

目の債権残高の名寄せを行った

うえで，債権管理を進めるべきで

ある。また，先にふれた組織間の

情報交換においても債権残高を

名寄せした資料を元に情報交換

や今後の対応方策を検討すべき

である。 

 

（措置計画） 

債権の名寄せを含む情報交換

や組織間の連携につきましては，

守秘義務の遵守を基本とした上

で検討してまいります。 

（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 

 

（措置状況） 

平成20年 12月に関係課による

連絡会議を設置し検討しており

ますが，完全な名寄せは守秘義務

の関係から難しいと思われ，それ

に代わる方法等について引き続

き検討しております。 

（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 

 

（措置の方向性について） 

債権の名寄せについては、関係

課による会議を通じ、可能な範囲

での実施に向け、法律等との関係

を整理しているところであり、取

組は評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されていると考えられる。守秘義

務の関係で完全な名寄せは困難

であると考えられるが、今後も守

秘義務に反しない限度で関係課

での情報共有を進めるなど取り

組まれたい。 

 

（今後の方向性） 
 今後も，守秘義務に留意しなが

ら，情報の共有化に取り組んでま

いります。 
（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 
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⑦ コールセンターの導入 

債権の滞納を防ぐには，滞納が

生じた初期の段階でいかに対応

するかが重要である。民間企業の

債権回収では，期日から 10 日程

度を経過したものは回収率が大

幅に低下する傾向がある。したが

って,市税や保育料等の滞納を防

ぐためには，期日経過後より早い

段階で回収に向けた取り組みを

開始することが重要である。初期

段階の対応を充実させるために

は，コールセンターの設置が効果

的である。コールセンターを設置

し，まず初期段階の対応として，

納付期日を経過した債務者に対

して，「期日経過のお知らせ」を

一律に行う。さらに，滞納が生じ

た債務者に対しては，納付の意思

を確認し，またその意思の低下を

防ぐために，あまり期間をおかず

（措置計画） 

コールセンターについては，初

期滞納者への電話による納税勧

奨が効果的であることは認識し

ておりますので，まずは，すでに

行っている自治体の費用対効果

の検証を行ってまいります。 

（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 

 

（措置状況） 

他の自治体の事例からは，費用

対効果の面でも十分な成果が期

待できると思われるので，導入に

向けて引き続き検討を行ってま

いります。 

 また，国民健康保険税に関して

は，国保年金課における納税推進

員制度の見直しも併せて実施す

ることとしております。 

（納税課・国保年金課・児童福祉

（措置の方向性について） 

コールセンターの導入につい

ては、電話催告の民間業者への委

託を、納税課、国保年金課の 2課

で実施する催告について、平成 23

年度からの開設に向けた準備が

進められている。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。コールセンターの開

設に向け、催告後の経過の把握等

を効果的に実施する方策を検討

するとともに、個人情報の保護に

万全を期されたい 

 

（今後の方向性） 
コールセンターについては，効

果的な実施方法や個人情報の保

護方策の検討を行いながら，平成

23 年度に開設するよう努めてま
いります。 
（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 
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催告を継続することが重要であ

る。コールセンターから定期的に

催告を行うことで，債務者の納付

の意思の低下を防ぐことができ

る。 

課・建築住宅課） 

 

⑧ 滞納処分に関する基準の設定

と基準の統一 

 差押えを実行する際の基準が

明確に定められていないため，数

回の催告にも応じないなど，納税

交渉が進んでいないにもかかわ

らず，滞納処分が実行されないケ

ースが多い。滞納処分は，納税者

の財産を自ら換価し，滞納債権に

充当するもので強力な権限のも

と実施される。また，滞納処分は

滞納者にとっても大きな影響を

与えるものである。そのため，滞

納の状況や財産の状況が類似す

る滞納者について，一方で滞納処

分が実行され，また一方では滞納

 

（措置計画） 

滞納処分に関する基準の設定

については，公平性を保つため各

歳入科目間の整合性を図りなが

ら検討してまいります。 

（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 

 

（措置状況） 

平成20年 12月に関係課による

連絡会議を設置し，各歳入科目の

特性を考慮するとともに，歳入間

における整合性を図りながら，処

分依頼課と処分担当課との役割

分担等について引き続き検討を

 

（措置の方向性について） 

滞納処分に関する基準の設定

については、納税課作成の滞納整

理マニュアルを参考に、国保年金

課及び児童福祉課で滞納整理に

関する基準を作成している。納税

課のマニュアルに準拠している

ため、基本的な部分については、

統一が図られており、基準の統一

に向けた取り組みとして評価で

きる。 

また、滞納処分の納税課への引

き継ぎ基準については、平成 20

年度から、基準の策定に向けた納

税課、国保年金課、児童福祉課の

 
（今後の方向性） 
 滞納処分の引継ぎ基準につい

ては，平成 22 年度から施行する
予定としております。 
 なお，滞納処分に限らず，交渉

経過等は全て記録しております。 
（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 
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処分が実行されないとなると著

しく公平性を欠くことになる。 

 したがって，差押え等の滞納処

分については，明確に基準を定め

た上で，その基準に従い滞納処分

を実行すべきである。 

 また，滞納処分を実行するこ

とで滞納者の生活を著しく窮迫

の状況に追い込む危険がある場

合には，滞納処分を見送ることに

なるが，その場合には，滞納処分

を見送った理由を明確にし，文書

として保存すべきである。 

 

行っております。 

（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課） 

 

3 課による協議が進められており

基準の策定に向けた取組として

評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

滞納処分の基準の統一につい

ては一定の措置がなされている。

しかし、引き継ぎ基準について

は、平成 22 年度からの施行に向

け、引き継ぎ基準や引き継ぎに向

け実施すべき事項についての案

を作成している段階である。平成

21 年度中には全庁に公表する予

定とのことであるが、年度内の公

表が遅れることのないよう策定

すべきである。 

 また、滞納処分を見送る場合に

は、その理由を記録に残すように

すべきである。 

⑨ 収納状況に関する説明責任 

現在，市の収納状況に関する市

（措置計画） 

市税等の収納状況などに関し

（措置の方向性について） 

収納状況に関する説明責任に

（今後の方向性） 
 今後も，説明責任を果たすよう
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民への説明は，年１回程度，広報

誌を通しての公表にとどまって

いる。市が収納状況について市民

に説明することは，市の説明責任

の観点からも重要性は高い。ま

た，市が収納に関する説明責任を

果たすことは，市民の納税意識向

上のためにも有効である。そこで

現在の広報による説明に加え，市

長の定例記者会見の場で収納に

関する事項についても積極的に

取り上げるなど，幹部職員自らが

説明責任を果たすべきである。 

 

ては，平成 20 年５月からホーム

ページに掲載するなど多くの機

会を捉え市民への説明の場を設

定するよう努めてまいります。 

（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課・職員課） 

 

（措置状況） 

市税の毎月の収納状況につい

ては，平成 20 年５月から市のホ

ームページに掲載しております。

また，21 年度は収納率向上のため

の取組内容についても，ホームペ

ージに掲載するとともに市政記

者クラブに対しても情報提供を

しております。 

収納状況の決算見込について

は，22 年から７月の市長の定例記

者会見の場で発表してまいりま

す。 

（納税課・国保年金課・児童福祉

ついては、ホームページに状況を

掲載するとともに、実際の取り組

み内容についても掲載しており、

説明責任を果たすべく取り組ん

でいることは評価できる。また、

収納状況についての決算見込み

について、平成 22 年７月の市長

定例記者会見において発表予定

であることは、市長自ら説明責任

を果たそうとする取り組みであ

り評価できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されている。今後も継続して説明

責任を果たすべく取り組まれた

い。 

 

取り組んでまいります。 
（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課・職員課） 
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課・建築住宅課） 

⑩職員の専門性向上と研修制度 

 収納事務に携わるほとんどの

部署で，債権分類，債権の年齢別

管理（債権の発生期日別管理），

債権の名寄せ（種類の違う債権の

債務者ごとの集計）といった民間

企業であれば当然行われている

債権管理の基本が行われていな

かった。また，収納事務に携わる

職員の多くは，これら債権管理に

関する基本的な知識を持ち合わ

せていなかった。このことは，こ

れまで職員が民間企業が行って

いる債権管理の基礎を学ぶ機会

が少なかったことに起因してい

る。今後は民間企業の経営ノウハ

ウを学ぶための研修を導入すべ

きである。また，このような職員

研修は，管理職と特にやる気のあ

る若手職員を対象に行うことが

（措置計画） 

優れた民間企業の経営ノウハ

ウ等を学び，より効果的かつ効率

的な行政運営の実現に生かして

いくことは大変重要であると考

えております。 

 これまでも民間感覚を学ぶた

め，短期間の民間体験研修や企業

経営者との交流セミナー等を実

施してまいりましたが，これから

も研修内容や方法を工夫しなが

ら必要な知識の習得に努めてま

いります。 

また，民間企業の経営ノウハウ

等を学ぶ手法としては，民間企業

への派遣のほか，専門家を講師に

招いてのセミナーの開催，専門的

知識を有する民間企業経験者の

任用等様々なものが考えられま

すが，費用や実効性，効率性を勘

（措置の方向性について） 

納税課においては、非常勤職員

や市町村アカデミー、岩手県地方

税特別滞納整理機構等を活用し、

職員の専門性向上に向け取り組

まれており評価できる。また、他

部署職員については、納税課の非

常勤職員による研修や関係部署

との意見交換により専門性の向

上に向け取り組まれており評価

できる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、一定の措置がな

されていると考えられる。今後

も、職員が習得した知識等を共有

し、納税課全体の専門性の向上を

図るとともに、他部署の職員につ

いても納税課との積極的な意見

交換等を行い、引き続き専門性の

（今後の方向性） 
今後も，職員配置を柔軟に行う

とともに，様々な研修の機会，多

様な任用形態の職員採用を活用

し，業務の専門性に対応してまい

ります。 
（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課・職員課） 
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平成 19 年度包括外部監査での指

摘事項等 

19年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
または今後の方向性 

効果的である。管理職職員はそう

いった民間企業の姿勢を肌身を

持って学ぶ必要がある。また，若

手職員は債権分類の方法など具

体的な債権管理のノウハウを学

ぶ必要がある。 

民間企業の経営ノウハウを学

ぶためには，職員を民間企業に一

定期間派遣することが効果的で

ある。 

 

案しながら，その目的に応じても

っとも適切な手法により実施し

てまいります。 

なお，収納事務の担当課におい

ても民間情報の収集に努めなが

ら，債権管理のための研修につい

て研究してまいります。 

（納税課・国保年金課・児童福祉

課・建築住宅課・職員課） 

 

（措置状況） 

納税課で任用している民間 OB

の非常勤職員を活用した民間の

債権管理方法等の研修，市町村ア

カデミー等の専門研修や日本経

営協会主催の外部研修へ毎年度

複数名派遣しておりますし，他部

署職員を対象に非常勤職員を活

用した研修を実施しました。今後

につきましても民間団体が主催

する企業向けの債権管理セミナ

向上を図られたい。 

また、民間企業の債権管理ノウ

ハウを学ぶために効果があると

考えられる、職員の民間企業への

派遣は行われていない。受け入れ

先や庁内の研修との兼ね合いも

あろうが、専門性の向上に非常に

効果的であるため、企業への派遣

を検討すべきである。 
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平成 19 年度包括外部監査での指

摘事項等 

19年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
または今後の方向性 

ーへの参加，民間外部講師を招聘

しての研修等について必要に応

じて実施してまいります。 

また，納税課では，専門性向上

対策として，岩手県地方税特別滞

納整理機構を研修の場として位

置づけ，平成 18 年 10 月から職員

を派遣し滞納整理技術の向上を

図るとともに，習得した技術の周

知還元を通して市全体の徴収技

術のレベルアップに努めており

ます。 

（納税課・国保年金課・児童福

祉課・建築住宅課・職員課） 
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２．平成 20年度の指摘事項に関する措置状況について 
平成 20 年度包括外部監査での指

摘事項等 

20 年度措置計画及び 

それに対する措置状況 
左に対する監査の結果 

21 年度措置計画 

または今後の方向性 

２．学校施設 

(7)学校施設に関する監査の結果 

① 維持管理方針の決定 

学校施設のライフサイクルコ

ストの削減、長寿命化に向けた基

本方針として、維持管理方針の策

定が必要である。現在行われてい

る学校施設の維持管理は、計画的

なものとはいえず、主に安全性の

観点から不具合の箇所に対応す

るといった対症療法的な手法で

行われている。今後、学校施設の

老朽化が進むことを考えると、現

在の対症療法的な手法から、ライ

フサイクルコストの削減や長寿

命化も意図した予防保全的な手

法に、考え方を転換する必要があ

る。そのためにも、新たに、ライ

フサイクルコストの削減や長寿

命化の実施方針となる維持管理

 

（措置計画） 

全庁的な施設管理方針に基づ

くとともに，学校施設のライフサ

イクルコストの削減や長寿命化

の実施方針となる維持管理方針

の策定に向けて検討してまいり

ます。 

（教育委員会総務課）

 

（措置状況） 

方針策定に向けて検討を行っ

ておりますが，全庁的な施設管理

方針との整合を図りながら，とり

進めてまいります。  

（教育委員会総務課）

 

 

 

（措置の方向性について） 

維持管理方針の決定について、

平成 21 年 3 月に「学校施設等整備

基本方針」を見直し、学校施設等

の基本方針として、学校施設等の

アセットマネジメントなどを考慮

した維持保全を掲げ、平成 21 年度

中に課としての維持管理方針を作

成する予定である。また、現在の

予算の中にはない、計画的な修繕

を実施するための予算の必要性を

認識している。これらのことから、

アセットマネジメントの考え方を

導入に向けた取り組みを進めよう

としていることは評価できる。 

 

（現時点での措置状況について） 

維持管理方針は、平成 21 年度中

 

 

（今後の方向性） 

課としての維持管理方針につい

て，平成 21 年度中に取りまとめ

ます。 

（教育委員会総務課） 
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平成 20 年度包括外部監査での指

摘事項等 

20 年度措置計画及び 

それに対する措置状況 
左に対する監査の結果 

21 年度措置計画 

または今後の方向性 

方針の策定が必要である。 

 

に課としての策定を予定してい

る。また、全庁的な方針の決定に

向け、包括外部監査での指摘を受

け措置した経験に基づき、検討内

容や取組状況についての情報を提

供し、議論を積極的にサポートす

ることが必要である。 

 

② 維持管理計画の策定 

維持管理方針の実現に向け、維

持管理計画の策定が必要となる。

維持管理計画では、具体的な維持

管理に関する中長期計画、年度計

画の策定が必要となる。 

このように学校施設の長寿命

化を図るためには、実施時期な

ど、どのように大規模修繕を行っ

ていくのかを中長期計画では示

す必要がある。また、中長期計画

では、通常修繕についても、その

概要を計画化して示す必要があ

（措置計画） 

①における方針策定とともに，

中長期計画，年度計画を盛り込ん

だ維持管理計画の策定に向けて

検討してまいります。 

（教育委員会総務課）

 

（措置状況） 

計画策定に向けて，状況調査や

分析などを行っております。 

    （教育委員会総務課）

 

（措置の方向性について） 

平成 21 年度中に予定されてい

る維持管理方針の策定を受けて、

平成 22 年度から維持管理計画の

策定に取り組む予定である。 

 

（現時点での措置状況について） 

今後の維持管理に関し、教育委

員会としての考え方を取りまとめ

ることは可能であるし、また、必

要なことである。全庁的な方針の

決定がなされていないことを、教

育委員会の考え方を整理しないこ

（今後の方向性） 

平成22年度から学校施設の維持

管理計画の策定に取り組んでま

いります。 

（教育委員会総務課） 
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平成 20 年度包括外部監査での指

摘事項等 

20 年度措置計画及び 

それに対する措置状況 
左に対する監査の結果 

21 年度措置計画 

または今後の方向性 

る。さらに、中長期計画は、学校

施設毎に、改築（建替え）、大規

模改造、大規模修繕及び通常修繕

に係る全ての費用を含んだライ

フサイクルコストの縮減を検討

したうえで策定する必要がある。 

次に、年度計画では、中長期計

画に基づき、各年度の大規模修繕

計画や通常修繕の計画が示され

ることになる。通常修繕の計画で

は、予防保全的な観点から点検を

実施し、点検結果に基づいた修繕

計画を示す必要がある。 

 

との理由とすることはできない。

①の維持管理方針の検討にあわ

せ、早急に、教育委員会としての

考え方を整理すべきである。 

 

 

③ 維持管理体制の充実 

アセットマネジメントの観点

から施設管理を行っていくため

には、教育委員会だけではなく、

財政課、建築住宅課など関連他部

署とも協力し、全庁的に取り組む

ことが必要である。 

（措置計画） 

アセットマネジメントの観点

からの維持管理体制については，

全庁的なマネジメントサイクル

の導入に向けた体制の整備など

に基づき，検討してまいります。

（教育委員会総務課）

（措置の方向性について） 

維持管理体制員の充実について、

教育委員会として、維持管理専任

の担当者の増員を検討しており、

体制の充実に向けた取り組みとし

て評価できる。 

 

（今後の方向性） 

 維持管理体制については全庁

的なマネジメントサイクルの導

入に向けた体制の整備などに基

づき検討するとともに，平成 22

年度は，維持管理専任の担当者を

配置し体制の充実に取り組んで
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平成 20 年度包括外部監査での指

摘事項等 

20 年度措置計画及び 

それに対する措置状況 
左に対する監査の結果 

21 年度措置計画 

または今後の方向性 

これまでは、修繕の必要性などを

教育委員会で判断し、財政課に予

算要求を行うことで修繕は行わ

れてきたが、今後は、中長期的な

観点から施設管理を所管する組

織を設け、全庁的な体制で施設の

維持管理を行うべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（措置状況） 

全庁的なマネジメントサイク

ル導入の体制整備などの状況を

踏まえて，今後検討することとし

ております。 

（教育委員会総務課）

 

（現時点での措置状況について） 

 維持管理専任の担当者の増員を

検討しているところであるが、財

政課等の関連部署との連携は情報

交換程度であり十分ではない。ア

セットマネジメントの観点から施

設管理を行うためには、全庁的に

共通の認識を持つことが必要であ

り、関係部署との積極的な意見交

換や情報交換などの連携が必要で

ある。さらに、アセットマネジメ

ントの観点からの施設管理を確実

に実施するため、全庁的な施設マ

ネジメントに責任を持つ部署を決

定すべきである。 

また、教育委員会が管理する施

設は多数である。維持管理を効果

的に進めるため、人員の増加を検

討していることは評価できるが、

市の財政状況等を考慮すると、十

分な人員を確保することは困難で

まいります。 

 また，維持管理に外部の専門性

を活用する有効性と，施設を効果

的，効率的に維持管理するための

管理形態について検討してまい

ります。 

（教育委員会総務課） 

 

全庁的な施設管理体制の整備

のあり方については，全庁的な施

設管理の方針の策定に向けた検

討と併せて，検討してまいりま

す。 

（行財政改革推進課，職員課，

財政課，建築住宅課，教育委員会

総務課，下水道部業務課） 
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平成 20 年度包括外部監査での指

摘事項等 

20 年度措置計画及び 

それに対する措置状況 
左に対する監査の結果 

21 年度措置計画 

または今後の方向性 

 あり、維持管理に外部の専門性を

活用することも検討すべきであ

る。外部の専門性の活用に向け、

現在実施している施設の維持管理

業務を分析し、施設を効果的、効

率的に維持管理するためには、ど

のような管理形態が適切であるか

を検証することが必要である。 

 

④ 維持管理に必要な情報の整備 

現在、学校施設の維持管理に関

する主な情報は、公立学校施設台

帳に記載されている。しかし、公

立学校施設台帳は、面積など物量

情報が中心で、金額情報は記載さ

れていない。 

まずはアセットマネジメントの

観点から、マネジメントに必要と

なる情報をリストアップし、次

に、これらの情報の整備を行う必

要がある。 

（措置計画） 

アセットマネジメントに必要

となる情報の整備については，平

成 21 年度から整備を行ってまい

ります。 

（教育委員会総務課）

 

（措置状況） 

本年度から，資料収集，データ

整理等に着手しております。 

（教育委員会総務課）

（措置の方向性について） 

 維持管理に必要な情報の整備に

ついて、過去の修繕履歴のデータ

ベース化を進めており、情報の整

理を進めていることは評価でき

る。文書の保存期間である５年分

の内容ではあるが、平成 21 年度中

にデータベース化を完了する予定

である。これは、可能な情報の収

集を完成させるものであり評価で

きる。 

 

（今後の方向性） 

今後も措置計画に基づき維持

管理に必要な情報の整備に取り

組むとともに，データベース化が

必要な項目を早急に整理してま

いります。 

なお，学校の過去 5年の修繕履

歴のデータベース化については，

平成 21 年度中に整備いたしま

す。 

（教育委員会総務課） 
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平成 20 年度包括外部監査での指

摘事項等 

20 年度措置計画及び 

それに対する措置状況 
左に対する監査の結果 

21 年度措置計画 

または今後の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現時点での措置状況について） 

現状では、今後の維持管理にど

のような情報が必要なのかについ

ては、検討されていない中で情報

の収集がなされている。この状況

では、データベース化しても維持

管理に必要な情報が漏れることが

あり得る。このため、データの蓄

積を進めつつ、何が必要な情報で

あるか、至急、整理を行うべきで

ある。 

 

 

 

 

⑤ アセットマネジメントの観点

からの点検の実施 

施設管理にアセットマネジメ

ントの考え方を導入するために

は、先に説明した物量情報、金額

情報のほか、施設の利用状況や修

繕箇所など施設の現況について

正しく把握し、データ化すること

が必要である。 

 

（措置計画） 

現在，小中学校施設で消防法や

建築基準法などによる法定点検

など，随時自主点検・調査を行っ

ておりますが，安全性に重点を置

いた点検に加え，施設の長寿命化

に着目した点検項目の追加等も

検討してまいります。 

 

（措置の方向性について） 

 アセットマネジメントの観点か

らの点検の実施について、平成 22

年度に壁の老朽化具合等について

の専門的な調査を予定しており、

アセットマネジメントの考え方の

必要性を理解しているものと評価

できる。 

 

（今後の方向性） 

 今後も措置計画に基づき，長寿

命化に着目した点検の実施に取

り組んでまいります。 

 なお，平成 22 年度は，モデル

校を抽出しコンクリート強度や

鉄骨さびの調査点検を実施する

とともに，点検項目の充実を図っ
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平成 20 年度包括外部監査での指

摘事項等 

20 年度措置計画及び 

それに対する措置状況 
左に対する監査の結果 

21 年度措置計画 

または今後の方向性 

アセットマネジメントの考え

方を導入するためには、施設の長

寿命化に着目した点検を実施し、

施設管理計画の策定などに活用

する必要がある。 

 

（教育委員会総務課）

 

（措置状況） 

点検項目の追加等については，

今後，検討してまいります。 

（教育委員会総務課）

 

 

（現時点での措置状況について） 

平成 22 年度の調査に先がけ、点

検項目とすべきものを検討し、コ

ンクリート強度の把握や鉄骨のさ

び具合等を点検項目として検討し

ている段階である。今後、他部署

との連携の中で、必要な項目の追

加を検討するなど、点検項目の充

実を図るべきである。 

 

てまいります。 

（教育委員会総務課） 

 

 

 

⑥ 劣化予測の実施 

維持管理計画を策定するため

には、学校施設の状況に関するデ

ータを整備し、劣化予測の精度向

上を図ることが効果的である。 

劣化傾向を把握することで、劣化

予測がある程度可能となり、維持

管理計画の精度も向上すること

になる。 

 

（措置計画） 

劣化予測の実施につきまして

は，その劣化予測に必要な学校施

設のデータを検討して，整備して

まいります。 

（教育委員会総務課）

 

（措置状況） 

現在，資料などの情報収集を行

 

（措置の方向性について） 

 劣化予測の実施について、施設

の利用状況等のデータを収集して

おり、劣化予測の必要性を理解し

ているものとして評価できる。 

 

（現時点での措置状況について） 

学校ごとに屋根や壁といった部

位ごとの修繕履歴、利用状況、劣

 

（今後の方向性） 

 劣化予測に必要な情報を整理

しながら，今後も措置計画に基づ

き劣化予測に必要なデータ整備

を行ってまいります。 

（教育委員会総務課） 
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摘事項等 
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左に対する監査の結果 

21 年度措置計画 

または今後の方向性 

っており，今後検討してまいりま

す。 

（教育委員会総務課）

 

化の状況といったデータを収集し

ており、データの蓄積向けた取り

組みが進められている状況であ

る。しかし、劣化予測にどのよう

な情報が必要なのかは整理されて

いない。このため、データの蓄積

を進めつつ、何が必要な情報であ

るか、至急、整理を行うべきであ

る。 

 

⑦  予防保全体制の構築 

施設の劣化予測、健全度評価を継

続的、定期的に行っていくために

は、施設に対する点検プロセスを

マニュアル化し、作業の標準化を

図ることが有効である。現在行わ

れている目視による定期点検は、

教育委員会にて専門性を有する

非常勤職員が自らの経験と裁量

でもって実施しているが、今後は

劣化予測、健全度評価を属人的で

 

（措置計画） 

予防保全体制の構築につきま

しては，点検項目，作業手順等を

マニュアル化し同一の水準によ

り，組織的に点検作業が実施でき

る体制を検討してまいります。 

（教育委員会総務課）

 

（措置状況） 

現在，点検項目等について調査

 

（措置の方向性について） 

予防保全体制の構築について、

国土交通省が作成しているマニュ

アルを利用し、予防保全に関する

マニュアルの作成を予定してお

り、予防保全体制の構築の必要性

を理解しているものとして評価で

きる。 

 

（現時点での措置状況について） 

 

（今後の方向性） 

 今後も措置計画に基づき，デー

タ収集等を急ぎ予防保全体制の

構築に取り組んでまいります。 

（教育委員会総務課） 
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21 年度措置計画 
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はなく、組織的に行っていく必要

がある。そのためには、点検項目、

作業手順等を標準化、マニュアル

化し同一の水準により、点検作業

を組織的に実施できる体制を整

える必要がある。 

中であり，実施体制の構築につい

ては，今後検討してまいります。

（教育委員会総務課）

 

 

具体的な内容の検討は、点検項目

の検討やデータ整備が途上である

ことから進んでいない。予防保全

体制は早急に構築すべきものであ

ることから、データ収集等を急ぎ、

マニュアルとして整理すべきであ

る。 

 

⑧ 法定点検結果にしたがった修

繕の実施 

平成 19 年に実施された法定点

検の結果、D評価となったものに

ついて、現時点で修繕が未実施と

なっている箇所が多く存在する。

D評価は補修、修繕を必要とする

箇所であり、早急に修繕を実施す

べきである。また、仮に、予算等

から緊急の修繕が困難な場合に

は、修繕を行わないまでも安全性

が損なわれないように最低限の

措置が必要である。さらに、D評

 

（措置計画） 

平成 19 年度に実施した，建築

基準法に基づく点検結果でＤ評

価の 298 項目については，早急に

修繕計画をたて，優先度に基づき

順次措置するとともに，顛末を明

確にしてまいります。 

なお，措置を講ずるまでの間の

安全性には十分配慮してまいり

ます。 

（教育委員会総務課）

 

 

（措置の方向性について） 

法定点検結果にしたがった修繕

の実施について、平成 25 年度まで

の対応計画を策定しており、法定

点検の結果に従った計画的な修繕

の実施に向けた取り組みして評価

できる。また、平成 21 年度中にＤ

評価とされた部分について学校に

通知し、安全対策についても確認

する予定であり、安全確保に向け

た取り組みとして評価できる。 

 

 

（今後の方向性） 

法定点検で D 評価のものにつ

いては，計画に従い順次修繕を実

施してまいります。  

また，D評価とされた部分につ

いては，平成 21 年度中に学校に

通知することとしております。 

 

（教育委員会総務課） 
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価の箇所については、今後の対応

方法を明確にするとともに、修繕

の未実施、修繕の終了といった顛

末を明らかにすべきである。 

（措置状況） 

点検結果でD評価の298項目につ

いては，平成 25 年度までの修繕

計画を，教育委員会で策定したと

ころですが，今後，総合計画など

に位置づけるなど，予算の確保を

しながら実施してまいります。 

（1） 修繕済みの項目（9月30

日現在） 

           25 項目 

（2） 今年度中実施予定  

 41項目 

（3） 今後の計画 

・ H22年度 93項目 

・ H23年度 91項目 

・ H24年度 24項目 

・ H25年度 24項目 

（4） 安全性の対策を要する項

目 

・ バルコニーの手すり関

係 

（現時点での措置状況について） 

上記のとおり、一定の措置がな

されていると考えられる。速やか

に修繕を行えない箇所について

は、修繕がなされるまでの児童生

徒の安全を保つためにも、学校と

の情報共有を進め、事故が起きな

いよう安全対策に万全を期し、安

全対策について定期的に確認する

ことが必要である。 
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・ 校舎外壁の劣化関係 

  修繕するまでは，状況の把握

を定期的に実施するとともに，

必要に応じて場所の立ち入り

を禁止して安全確保に十分配

慮してまいります。 

（教育委員会総務課）

 



 130

平成 20 年度包括外部監査での指
摘事項等 

20年度措置計画及び 
それに対する措置状況 
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３．下水道施設 

(9) 下水道施設に関する監査の結

果 

①維持管理方針の決定 

管渠のライフサイクルコス

トの削減、長寿命化に向けた基

本方針として、維持管理方針の

策定が必要である。今後、管渠

の老朽化が進むことを考える

と、対症療法的な対応方法か

ら、ライフサイクルコストの削

減や管渠の長寿命化を意図し

た予防保全的な点検や修繕の

実施に、考え方を転換する必要

がある。そのためにも、ライフ

サイクルコストの削減や長寿

命化に向けた基本方針となる

維持管理方針の決定が必要で

ある。 

維持管理方針では、管渠に求

められる機能と最少の経費で

（措置計画） 
今後，管渠の老朽化が進むこと

は必至の状況であり，その機能を

継続的に維持していくためにも，

ライフサイクルコストの削減や

長寿命化を意識した下水道施設

の維持管理方針の策定に向けて

検討してまいります。 

（施設管理課，業務課）

 
（措置状況） 
今後，策定される全庁的な施設

管理の方針を踏まえて，下水道施

設の維持管理方針の策定に向け

て具体的に検討してまいります。

（施設管理課，業務課）

 

（措置の方向性について） 

 維持管理方針については、下水

道部内では検討が進められ、平成

21 年度中には決定を予定してい

る。また、平成 22 年度から順次

実態調査を実施し、平成 23 年度

から順次維持管理計画を策定す

る予定で平成 21 年度中に予備調

査を完了する予定であり、維持管

理の方針及び維持管理計画の策

定に向けた取り組みが進んでい

ると評価できる。 

 

（現時点での措置状況について） 

今後は計画的に修繕が進むよ

う、計画の立案、実行に向けた対

策を検討されたい。また、上記の

取り組みについては、市内の一部

分を対象とするものであり、市内

全域をカバーするためには今後

も継続的に同様の作業を進める

（今後の方向性） 
今後は計画的に修繕が進むよ

う、計画の立案、実行に向けた対

策を検討してまいります。 

（施設管理課，業務課） 
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その機能を維持するための方

策が示される必要がある。管渠

に求められる機能については、

まず管渠の機能をどの程度の

水準で維持するのかを定める

必要がある。また、経費につい

ても、管理水準を確保するため

の単年度の修繕費だけでなく、

ライフサイクルコストや更新

費用も含めた全体費用（トータ

ルコスト）の最少化を検討する

必要がある。このように維持管

理方針として、市が行う管理水

準とトータルコストの最少化

のための方策を示す必要があ

る。 

 
 
 
 
 

必要がある。 

さらに、全庁的な方針の決定に

向け、下水道部が包括外部監査で

の指摘を受け、措置した経験に基

づき、検討内容や取組状況につい

ての情報を提供し、議論を積極的

にサポートすること必要である。
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②維持管理計画の策定 

維持管理方針の実施に向け

て維持管理計画の策定が必要

となる。維持管理計画として

は、具体的な維持管理に関する

中長期計画、年度計画及び修繕

計画の策定が必要となる。 

 

（措置計画） 

下水道施設の適切な機能維持

のためにも，方針策定とともに，

具体的な維持管理計画の策定に

向けて検討してまいります。 

（施設管理課）

 
（措置状況） 

下水道施設の維持管理方針の策

定に向けた検討と併せて，具体的

な維持管理計画の策定について

も検討してまいります。 

（施設管理課）

（措置の方向性について） 

 維持管理方針については、下水

道部内では検討が進められ、平成

21 年度中には決定を予定してい

る。また、平成 22 年度から順次

実態調査を実施し、平成 23 年度

から順次維持管理計画を策定す

る予定で平成 21 年度中に予備調

査を完了する予定である。維持管

理の方針及び維持管理計画の策

定に向けた取り組みが進んでい

ると評価できる。 

 

（現時点での措置状況について） 

今後は計画的に修繕が進むよ

う、計画の立案、実行に向けた対

策を検討されたい。また、上記の

取り組みについては、市内の一部

分を対象とするものであり、市内

全域をカバーするためには今後

も継続的に同様の作業を進める

（今後の方向性） 
今後は計画的に修繕が進むよ

う、計画の立案、実行に向けた対

策を検討してまいります。 

（施設管理課） 
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必要がある。 

 

③維持管理計画の評価とマネジ

メントサイクル 

管渠の維持管理は、維持管理

方針、維持管理計画にしたがっ

て、管渠のライフラインとして

の機能の維持とトータルコス

トの削減に向けた取組みが進

められることになる。そこで、

実際に維持管理方針や維持管

理計画にしたがって管渠の維

持管理が行われているかどう

かの評価が必要となる。評価で

は大規模修繕や修繕、点検の実

施状況のほか、トータルコスト

の削減状況についての評価も

必要である。さらに、評価の結

果を受け、必要に応じて維持管

理計画を見直すなど、マネジメ

ントサイクルを機能させるこ

（措置計画） 
今後，下水道施設の維持管理方

針及び維持管理計画の策定検討

に合わせて，計画評価及びマネジ

メントサイクルの考え方の導入

について検討してまいります。 

（業務課，施設管理課）

 

（措置状況） 
今後，下水道施設の維持管理方

針及び維持管理計画の策定検討

に合わせて，計画評価及びマネジ

メントサイクルの考え方の導入

について検討してまいります。 

（業務課，施設管理課）

 

（措置の方向性について） 

 維持管理計画の評価とマネジ

メントサイクルについて、維持管

理計画を策定することが目的で

はなく、計画をいかに実行するか

を検討しており、計画の評価やマ

ネジメントサイクルの考え方の

必要性は認識されていると評価

できる。 

 

（現時点での措置状況について） 

維持管理計画は平成 23 年度に

策定される予定であるが、その前

提となる維持管理方針の策定時

に職員研修を実施し、職員にアセ

ットマネジメントの考え方をま

ず浸透させる予定である。計画を

実行するのは職員であり、このよ

うな職員の理解を進める取り組

（今後の方向性） 
今後も引き続き職員の意識を

高めるとともに、計画の進行管理

方法についての検討してまいり

ます。 

（業務課，施設管理課） 
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とが重要である。今後は管渠の

維持管理においても、マネジメ

ントサイクルを機能させるな

ど、マネジメントの考え方を導

入すべきである。 

 

みは計画の実施につながるもの

である。職員の意識改革には時間

を要することが想定されるため、

今後も引き続き職員の意識を高

めるとともに、計画の進行管理方

法についての検討を進めるべき

である。 

 

④維持管理に係る経費の最少化

の検討 

現在、維持管理は、おおよそ

前年度と同額の予算のもとで

行われており、そのため管渠の

老朽化に伴う不具合の増加に

対応した修繕が行われている

とは言い難い。しかし、一方で、

市の財政状況を鑑みると今後

も維持管理に必要な所要額を

確保することが難しい状況に

ある。そこで、維持管理に要す

（措置計画） 
限られた財源で維持管理して

いくために，費用の平準化や財務

シミュレーションによるライフ

サイクルコストの比較検討を行

うなど，今後，維持管理計画の策

定にあたり，トータルコストの最

少化についても検討してまいり

ます。 

（業務課）

 

（措置状況） 

（措置の方向性について） 

 維持管理に係る経費の最小化

については、平成 22 年度に実施

予定の調査結果を基に平成 23 年

度の計画策定時に、個々の工事ご

とに判断する予定であり、経費の

最小化に向けた取り組みの必要

性は認識されていると評価でき

る。 

 

（現時点での措置状況について）

 維持管理計画の策定が平成 23

（今後の方向性） 
今後は、ライフサイクルコスト

の算定に向け、必要なデータ等の

収集やシミュレーションレーシ

ョン方法について検討してまい

ります。 

（業務課） 
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る費用の平準化とライフサイ

クルコストの削減に向けた取

組みが必要となる。 

トータルコストの削減に向

けては、設定した管理水準を達

成するために今後、必要となる

更新、大規模修繕及び修繕のた

めの費用を見積もり、財務シミ

ュレーションを繰り返すこと

で、どのように施設の維持管理

を行うことが、最もトータルコ

ストを最少化できるのかを検

討することが必要である。 

なお、より精緻な財務シミュ

レーションを行うためには、財

務シミュレーションの前提とな

る劣化予測などの条件を求める

必要がある。そのため、劣化予

測などを行う上で必要となる情

報の整備などが今後は必要とな

る。 

下水道施設の維持管理方針及

び維持管理計画の策定検討と併

せて，トータルコストの最少化に

ついても検討してまいります。 

（業務課）

 

年度であるため、現時点では経費

の最小化に関する検討は行われ

ていない。今後は、ライフサイク

ルコストの算定に向け、必要なデ

ータ等の収集やシミュレーショ

ンレーション方法の精緻化を行

うべきである。 
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平成 20 年度包括外部監査での指
摘事項等 

20年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 21年度措置計画 
または今後の方向性 

⑤維持管理体制の見直しと委託

化の検討 

管渠の維持管理だけではな

く、水路の清掃や草刈りといっ

た水路の維持管理も担当して

いるため、常時、管渠の点検や

補修などの維持管理に携わる

ことができない状況にある。こ

のことが、対症療法的な対応と

なっている一因と考えられる。

また、管渠の維持管理に係わる

職員には、高度な専門的技術と

経験が求められるが、職員の採

用が抑制されている現状から、

今後は技術継承が困難になる

ことも予想される。そこで、長

期的な視野を持って管渠の維

持管理体制の充実を検討する

必要がある。 

費用削減については維持管

理に要するトータルコスト削

（措置計画） 
限られた職員数及び財源のな

かで，効果的に維持管理ができる

ように，外部委託化によるリスク

の検討も含め，効率的な維持管理

体制について検討してまいりま

す。 

（施設管理課）

 
（措置状況） 
下水道施設の維持管理方針及

び維持管理計画の策定検討と併

せて，外部委託化によるリスクの

検討も含め，効率的な維持管理体

制について検討してまいります。

なお，業務の一部について，外部

委託化によるリスクを精査しな

がら，順次，外部委託を実施して

いく予定としております。 

（施設管理課）

（措置の方向性について） 

維持管理体制の見直しと委託

化については、平成 22 年 4 月に

予定されている下水道と水道の

組織の統合を契機に、類似した業

務の統合や業務委託の実施を予

定しており、維持管理体制の見直

しと委託化が進められる予定で

あり評価できる。 

 

（現時点での措置状況について） 

組織の統合に向け、類似業務の

洗い出し等が行われている。しか

し、委託の検討に向け、実施業務

の分析は行われていない。実施業

務の棚卸、分析を実施し、業務の

効率化が図られるよう、委託の範

囲を検討すべきである。 

 

（今後の方向性） 
今後は，業務の効率化が図られ

るよう、委託の範囲についても検

討してまいります。 

（施設管理課） 
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平成 20 年度包括外部監査での指
摘事項等 

20年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 21年度措置計画 
または今後の方向性 

減の観点から検討すべきであ

る。 

そこで、維持管理体制の充実

とトータルコストの削減に対

応するため、管渠の維持管理業

務の外部委託を検討すること

が有効である。外部委託によ

り、職員が持つ技術、能力を最

大限に活用し効果的な維持管

理を実施することで管理水準

の維持とともにトータルコス

トの削減も可能になるものと

考えられる。 

維持管理業務の外部委託化

に向けては、リスクの負担（市

と委託先とのリスクの負担関

係）や効率化の効果などについ

て、十分に検討を行ったうえで

判断する必要がある。 
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平成 20 年度包括外部監査での指
摘事項等 

20年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 21年度措置計画 
または今後の方向性 

⑥維持管理に必要な情報の整備 

ライフサイクルコストを含

めたトータルコストの削減に

向けた維持管理計画を策定す

るためには、管渠の設計記録、

点検結果や過去の修繕履歴な

どのデータの整備が必要であ

る。現状では、これらのデータ

が整備されておらず、今後、点

検結果などのデータを把握し

整備することが必要である。デ

ータの整備に向けては、整備す

るデータの範囲とこれらのデ

ータをどのように整備するの

かを明確にすることが必要で

ある。また、データの整備には

一定期間を要するものと思わ

れるので、データ整備に向けた

スケジュールの立案も必要と

なる。 

また、データの整備が進めば

（措置計画） 
管渠等のライフサイクルコス

トの算定や劣化予測をするため

には，過去の点検及び修繕履歴等

の把握の必要性を認識しており

ますが，これまで建設した下水道

資産の量が膨大であることから，

今後，データ整備スケジュールを

含め，維持管理に必要なデータの

整備を検討してまいります。 

（施設管理課）

 

（措置状況） 
過去の点検及び修繕履歴等の

把握の必要性を認識しておりま

すが，これまで建設した下水道資

産の量が膨大であることから，今

後，維持管理方針及び維持管理計

画の策定検討と併せて，データ整

備スケジュールを含め，維持管理

に必要なデータの整備を検討し

（措置の方向性について） 

維持管理に必要な情報の整理

について、平成 25 年度に完成予

定の下水道台帳の電子化に合わ

せ、修繕履歴を記録できる仕組み

を取り入れる検討をしている。ま

た、平成 22 年の調査区域につい

ては、修繕履歴を平成 21 年度中

にデータベース化し、維持管理計

画の策定に活用する予定である。

これらは必要な情報の整備に関

する認識があると評価できる。 

 

（現時点での措置状況について） 

データベース化が進められて

いるが、どのような情報が必要で

あるかについては、現在検討を始

めた状況である。平成 22 年度の

調査開始を控え、早急に必要な情

報の整理を行う必要がある。 

また、市の下水道総延長（平成

（今後の方向性） 
今後は，必要な情報の整理を行

い，修繕履歴等についてデータベ

ース化していくなど、調査を補完

し、情報の整備方策についても検

討してまいります。 

（施設管理課） 
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左に対する監査の結果 21年度措置計画 
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劣化予測なども可能になると

考えられ、計画的な大規模修繕

の実施など計画的な管渠の維

持管理が可能となる。 

管渠の維持管理に視点をあ

てたマネジメントを行う上で、

現在のデータの整備では不十

分である。マネジメントに必要

不可欠なデータの範囲を検討

し、データの整備を進める必要

がある。 

 

てまいります。 

（施設管理課）

 

20 年度末）は約 1,800ｋｍである

ため、調査区域に併せた情報のデ

ータベース化では、整備に時間が

かかり、アセットマネジメントの

考え方を取り入れた維持管理の

導入が遅れる可能性がある。この

ため、今後市内で実施される修繕

についてデータベース化してい

くなど、調査を補完し、情報の整

備が進む方策を検討する必要が

ある。 
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平成 20 年度包括外部監査での指
摘事項等 

20年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 21年度措置計画 
または今後の方向性 

⑦劣化傾向の把握 

維持管理計画を策定するた

めには、管渠の状況に関するデ

ータを整備し、劣化予測の精度

向上を図ることが効果的であ

る。管渠の劣化予測のために

は、劣化モデルの予測式を理論

的に導き出すことは困難であ

るため、まずは管渠の劣化傾向

の把握から着手することが現

実的である。 

現状のように、重度の損傷が発見

された時点でその損傷箇所の修

繕を実施する対症療法的な対応

ではなく、今後は将来的に損傷が

予想される箇所に対して、中長期

的な視点に基づいた処置を施す

予防保全的な維持管理を実施す

るためには、管渠のどの部分にど

のような損傷がいつごろ生じる

おそれがあるのかといった劣化

（措置計画） 
将来の管渠劣化を確実に予測

することまでは困難ですが，今

後，管渠の現況を調査することな

どにより，劣化傾向の把握につい

て，検討してまいります。 

（施設管理課，業務課）

 

（措置状況） 
下水道施設の維持管理方針及

び維持管理計画の策定検討と併

せて，今後，管渠の現況を調査す

ることなどにより，劣化傾向の把

握について，検討してまいりま

す。 

（施設管理課，業務課）

 

（措置の方向性について） 

劣化傾向の把握については、現

在既に交換、修繕が必要な個所に

ついて、劣化の状況を点検、把握

をしているが、その他について

は、特段の措置を講じておらず、

劣化傾向の把握の必要性を十分

に認識しているとは言い難く、劣

化傾向の把握の必要性を改めて

認識すべきである。 

 

（現時点での措置状況について） 

上記のとおり、現状では劣化傾

向の把握に向けた措置は講じら

れていない。平成 23 年度に策定

する維持管理計画には、劣化傾向

についても織り込むことが必要

である。このため、平成 22 年度

からの調査で得られる情報だけ

でなく、モデル地区を設定し、情

報を収集することで、劣化傾向を

（今後の方向性） 
今後はモデル地区を設定する

など、劣化傾向を把握することに

ついても検討してまいります。 

（施設管理課，業務課） 
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平成 20 年度包括外部監査での指
摘事項等 

20年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 21年度措置計画 
または今後の方向性 

傾向を把握しておく必要がある。 把握し、劣化傾向の把握に活用す

るなどの取り組みが必要である。

 

⑧受益者負担の検討 

損益計算書の推移からもわ

かるとおり、現在の経営状況で

は純損失の解消が困難な状況

である。また、管渠の老朽化に

伴い、今後、維持管理費用の増

加が予想される。したがって、

計画的に大規模修繕を行うこ

とで、ライフサイクルコストを

削減するとともに修繕費の平

準化に取り組むことが必要不

可欠である。 

管渠の老朽化に伴い分流式

下水道の汚水に関する資本費

及び維持管理費も増加するこ

とが予想されることから、将来

世代へ負担を先送りしないた

めにも下水道料金の検討が必

（措置計画） 
今後，増加が予想される維持管

理費等が下水道の経営に影響を

与えることから，下水道使用料な

ど受益者への負担については，景

気等社会的情勢も考慮して慎重

に検討してまいります。 

（業務課）

 
（措置状況） 
現在の経営状況では純損失の

解消が困難なこと，今後，管渠の

老朽化に伴い維持管理に係る経

費も増加することが予想される

ことから，将来世代へ負担を先送

りしないためにも下水道料金の

検討が必要ですが，景気等社会的

情勢も考慮し，慎重に検討をすす

（措置の方向性について） 

受益者負担の検討については、

平成20年度末累積欠損金が27億

円にのぼり、管轄区域内の人口減

少により下水道使用料が減少し

ていることから、事務の委託や組

織の簡素化を進めることで経営

体質の強化を図ろうとしている。

安易に受益者負担の増加によら

ず、まず、経営努力を進める姿勢

は評価できる。 

 

（現時点の措置状況について） 

今後の維持管理費用が予想され

る中、将来世代へ負担を先送りし

ないためには経費削減やアセッ

トマネジメントの考え方を導入

することを前提として、最低限の

（今後の方向性） 
対症療法的修繕から予防保全

型の計画的修繕へ移行しなけれ

ばならない時期に来ていること

は認識しておりますが，今後，経

営努力を進めながら，受益者負担

についても検討してまいります。 
（業務課） 
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要となる。そこで、下水道料金

の検討にあたっては、分流式下

水道の汚水に関する資本費と

維持管理費について、修繕費の

ほかライフサイクルコストや

更新に係る経費など、今後、発

生が予想されるトータルコス

トを基礎に検討することが必

要となる。また、今後、市とし

てトータルコストをどのよう

に削減するのかといった方針

を示すことが、下水道料金の検

討を行ううえでの前提となる 

めてまいります。 

今後，ライフサイクルコストの

削減効果を把握するために，まず

下水道資産の現況調査や予測作

業を実施してまいります。 

（業務課）

 

受益者負担の増加を検討するこ

ともやむを得ないのではないか

と考える。 
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平成 20年度包括外部監査での指
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それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
または今後の方向性 

＜共通事項＞    

（１）全庁的な視点にたった施設

管理方針の策定 

今後、財政状況が厳しさを増す

なか、施設管理は、全庁的な指針

の下、施設間の優先順位にも考慮

しながら、効率的、効果的に施設

の管理を行っていく必要がある。

そのためには、全庁的な施設管理

の方針を示した施設管理方針を

策定することが必要となる。 

 

 

（措置計画） 

全庁的な施設管理の方針を策

定することは，公共施設のライフ

サイクルコストの削減や施設更

新に係る支出の平準化等を図る

上で有効であると考えられるこ

とから，方針の策定に向けて検討

してまいります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 

 

（措置状況） 

庁内関係課において，アセット

マネジメントの考え方を取り入

れた全庁的な施設管理の方針の

策定に向けた課題の整理を行っ

ております。 

 今後，方針の策定に向けた具体

 

（措置の方向性について） 

全庁的な視点にたった施設管理

方針の策定については、関係課に

おいて修繕費用や問題点を整理し

ている段階であり、全庁的な方針

の策定の必要性は認識されてい

る。また、平成 21 年度中に施設の

所管課を中心に認識の共有を図

り、その後データを収集する予定

とのことであり、取り組みが進ん

でいると評価できる。 

 

（現時点の措置状況について） 

まちづくり研究所（岩手県立大

学との連携）の平成 22 年度の研究

テーマとしてアセットマネジメン

トの導入が取りあげられ、全庁的

な取り組みにつながると考えられ

る。しかし、全庁的に施設のマネ

 

（今後の方向性） 

全庁的な施設管理の方針を策

定することは，公共施設のライフ

サイクルコストの削減や施設更

新に係る支出の平準化等を図る

上で有効であると考えられるこ

とから，方針の策定に向けて検討

するとともに，施設管理体制の整

備についても検討してまいりま

す。 

なお，専門性の不足を補うた

め，まちづくり研究所と連携して

まいります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 
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的な検討を実施する予定として

おります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 

ジメントに責任を持つ部署が決定

していない現状では、作業が進ま

ない恐れがある。このため、早急

に、全庁的な施設マネジメントに

責任を持つ部署を決定すべきであ

る。 

（２）施設管理に係る中長期計画

の策定 

将来にわたって、各年度の維持

管理費や更新費用など施設関連

費用が、どのように発生するか

を、財務シミュレーションなども

用いて予想するとともに、費用の

縮減と平準化のための方策を検

討したうえで、施設の維持管理に

関する中長期計画を策定する必

要がある。施設の老朽化に対応す

るためには、計画的、戦略的な施

設関連費用の縮減と平準化を検

討する必要がある。 

 

（措置計画） 

(1)における方針策定ととも

に，施設の維持管理に関する中長

期計画の策定に向けて検討して

まいります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 

 

（措置状況） 

全庁的な施設管理の方針の策

定に向けた検討と併せて，中長期

計画の策定についても検討して

まいります。 

 

（措置の方向性について） 

施設管理に係る中長期計画の策

定については、（１）にある維持管

理方針の策定に合わせ、予算に反

映できる計画の策定を目指してい

る。計画を策定するだけでなく、

確実に実施するためには、予算と

の連携が必要であり、取り組みは

評価できる。今後は、施設関連費

用を縮減するとともに、中長期に

わたる費用の平準化を図り、市の

厳しい財政状況の中でも確実に実

施できる計画とすることが必要で

ある。 

 

（今後の方向性） 

 実効性のある計画となるよう

留意しながら，必要なデータの精

査，収集等も含め，計画の策定に

向けた検討を継続してまいりま

す。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 
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（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 

 

（現時点での措置状況について） 

 現状では、計画策定に必要なデ

ータの種類が明確でなく、データ

そのものも不足し、シミュレーシ

ョンを行うことができない状況で

ある。計画策定にどのようなデー

タが必要か、早急に、整理する必

要がある。 

（３）マネジメントサイクルの導

入 

施設毎に、毎年度、あらかじめ、

どのような水準のサービスを維

持するか、また、そのためにどの

程度の費用の発生を見込むのか

といった、サービス水準と費用に

ついて事前に目標設定を行い、事

後的に目標の達成状況を評価し、

目標が未達成の場合には改善を

進めるといった目標管理の手法

を導入すべきである。 

 

（措置計画） 

公の施設の管理について，マネ

ジメントサイクルの導入に向け，

具体的な評価スキーム等につい

て検討してまいります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 

 

（措置状況） 

平成 19 年度，平成 20 年度にか

 

（措置の方向性について） 

マネジメントサイクルの導入に

ついて、指定管理者による管理を

実施している施設について、サー

ビス水準等の目標を立てて実施

し、目標を直営の施設に示すこと

で意識改革につなげようとしてお

り、目標管理につながる取り組み

として評価できる。 

 

（現時点での措置状況について） 

 

（今後の方向性） 

マネジメントサイクルの導入

や評価スキームの構築について

は 22 年度中に仕組みを整備し，

23 年度から実施することとして

おります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 
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けて実施した「指定管理者制度導

入施設における管理運営等に係

る第三者評価」の結果も踏まえ，

公の施設の管理におけるマネジ

メントサイクルの導入や評価ス

キーム等について，今後検討を行

うこととしております。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 

目標の達成状況については、事

務事業評価を実施する直営施設と

指定管理者の施設とで、考え方が

整合していない部分があるため、

平成 22 年度から考え方の統一を

予定している。平成 22 年度からの

実施に間に合うよう取り組みを進

めことが必要である。 

（４）固定資産台帳の整備 

現在、全国の自治体で、公会計

制度改革が推進されている。今回

の公会計制度改革では、資産、債

務管理の充実のために固定資産

台帳の整備が求められており、盛

岡市としても早急に、固定資産台

帳の整備に取り組むべきである。

施設の管理について、マネジメン

トの発想が欠如している理由と

して、施設に関する財務情報の不

 

（措置計画） 

公会計の整備については、Ｈ20

年度決算から財務書類を作成す

る予定としている。その中で全庁

的な取り組みが必要となるので，

その進め方について検討してま

いります。 

（財政課）

 

（措置状況） 

 

（措置の方向性について） 

固定資産台帳の整備について

は、現在、公会計制度改革への対

応として、台帳整備に向け、庁内

プロジェクトチームを立ち上げ検

討しており、作成に向け取り組ん

でいると評価できる。 

 

（現時点での措置状況について） 

台帳作成に向け取り組んでいる

 

（今後の方向性） 
 公会計の整備については、平成

22 年度から取組むこととしてい

る盛岡市自治体経営方針及び実

施計画に、公会計制度改革、資

産・債務改革による健全な財政運

営の推進を指針に掲げ、24 年度

までに整備を行うこととされて

います。 

固定資産税台帳は公会計制度
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足が挙げられる。現在の官庁会計

では、施設の取得価額や減価償却

費を含めた維持管理費を把握す

ることができず、そのことが、施

設のマネジメントを行う上での

大きな障害となっている。 

固定資産台帳の整備を進めるに

あたっては、財政課など財務情報

を所管する部署のほか、実際に施

設の維持管理を行っている部署

も含めたプロジェクトチームを

編成し、施設の維持管理に利用可

能な台帳を整備する必要がある。 

 公会計の整備については、平成

21 年度は決算統計情報等を活用

し財務書類を作成し、固定資産台

帳整備を平成 22 年度にかけて段

階的かつ計画的に整備すること

としており、公会計制度改革庁内

プロジェクトチームを立上げ、台

帳整備を行っております。 

（財政課）

状況であるが、台帳は整備するこ

とも大切であるが、活用してこそ

意味があるものである。このため、

作成においては、活用を念頭に置

き、必要に応じ専門的な知識を有

する者に助言を求めるべきであ

る。 

改革庁内プロジェクトチームに

より、段階的かつ計画的に整備す

ることとしております。 
 整備した台帳の活用について

は，岩手県と共同で実施している

「財政情報の『見える化』推進研

究会」等の取組みを参考に，活用

できる台帳整備に努めてまいり

ます。 

（財政課） 

（５）施設に関する情報の整備 

施設管理にマネジメントの考

え方を導入するためには、固定資

産台帳の整備による財務情報の

整備に加えて、施設に関する非財

務情報の整備も必要である。現

在、施設の設計、建築方法や過去

の修繕の状況などの非財務情報

（措置計画） 

固定資産台帳を整備する過程

で、施設管理に伴う建築方法や過

去の修繕の状況などの情報の集

約方法等についても、所管各課と

協議し検討してまいります。 

（財政課）

 

（措置の方向性について） 

施設に関する情報の整備につい

ては、固定資産台帳の整備に合わ

せ、整備ができるかどうかを検討

中である。全庁的にマネジメント

進めていくためには、施設管理に

責任を持つ部署を決定したうえ

で、データとして一元管理できる

（措置計画）（今後の方向性） 
公会計の整備については、平成

22 年度から取組むこととしてい

る盛岡市自治体経営方針及び実

施計画に、公会計制度改革、資

産・債務改革による健全な財政運

営の推進を指針に掲げ、24 年度

までに整備を行うこととされて
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の多くは、電子データ化されてい

ない状態で各課が保管している

が、電子データとしてデータベー

ス化した上で、一元管理すること

が必要である。 

 

（措置状況） 

 固定資産台帳整備を平成 22 年

度にかけて段階的かつ計画的に

整備することとしており、整備計

画の中に取り込むことができる

かどうかを含め、内部協議中で

す。 

（財政課）

ようにすべきである。 

 

（現時点での措置状況について） 

 関係課で意見交換を行ってお

り、翌年度からプロジェクトの立

ち上げを予定している。 

います。 

固定資産台帳は段階的かつ計画

的に整備することとしており、整

備計画の中に取り込むことがで

きるかどうかを含め、全庁的な施

設管理の方針の策定や整備の在

り方の検討と併せ，非財務情報の

整備も検討してまいります。 

（財政課） 

（６）施設の長寿命化によるライ

フサイクルコスト縮減に向けた

取組み 

現在、盛岡市の施設管理は、不

具合の箇所に対症療法的な手法

で対応しているが、今後は、施設

の長寿命化を図ることが必要で

ある。老朽化が進んだ施設に対し

て大規模修繕を行い長寿命化を

図ることで、将来の修繕費などの

維持管理費を削減するとともに、

更新費用の発生を繰り延べるこ

 

 

（措置計画） 

全庁的な視点に立った施設管

理方針，施設管理に係る中長期計

画の策定とともに，施設ごとに効

果的なライフサイクルコストの

縮減に向けて，検討してまいりま

す。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 

 

 

（措置の方向性について）  

ライフサイクルコストの縮減に

向けた取り組みについては、建物

毎の検討は行われているが、市全

体としての考え方はなく、市とし

ての考え方を整理すべきである。

 

（現時点での措置状況について） 

現時点では市全体の考え方が整

理されておらず、個別の施設にお

 
 
（今後の方向性） 

全庁的な視点に立った施設管

理方針，施設管理に係る中長期計

画の策定とともに，施設ごとに効

果的なライフサイクルコストの

縮減に向けて検討してまいりま

す。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 
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とで、施設のライフサイクルコス

トの縮減が可能である。施設毎

に、どのように大規模修繕を行う

ことがライフサイクルコストの

最少化に効果的なのかの検証を

行う必要がある。 

 

 

（措置状況） 

全庁的な施設管理の方針の策

定に向けた検討と併せて，ライフ

サイクルコストの縮減について

も検討してまいります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 

いて検討がなされている状況であ

る。所管課では全体的な視点を持

つことは困難であるため、全庁的

な管理に責任を持つ部署が、修繕

と延命化の関係を明らかにし、全

庁に考え方を示すべきである。 

（７）PFI など新たな手法の検討 

今後、経済成長が見込めず財政

状況が厳しさを増すなか、自治体

においても、資産を持たない経営

を志向することも重要である。全

庁的に資産をスリム化すること

は、負債の削減にもつながること

になる。バブル経済の破たんで財

務体質が悪化した民間企業の多

くでも資産のスリム化が進めら

れた。資産のスリム化に向けた具

体的な手法としては、民間施設を

（措置計画） 

財政状況が厳しさを増し，多額

の社会資本の更新費用の確保が

困難となっていく中，民間施設の

活用やＰＦＩ手法による社会資

本の整備は，資金調達や資産所有

に係るリスクを民間業者が受け

持つことで，市の財政負担の軽減

や資産のスリム化につながるも

のであり，効果的で効率的な公的

サービスを提供するうえで有効

な手段であることから，平成 17

（措置の方向性について） 

PFI など新たな手法の検討につ

いては、施設の維持管理について

導入が可能かどうか、現在先行事

例などの情報を収集している段階

である。PFI の効果が発揮できる

事案であれば積極的に PFI を導入

すべきである。 

 

（現時点での措置状況について） 

 現時点では情報収集に努めて

いる段階である。今後は、情報収

（今後の方向性） 

今後も「盛岡市ＰＦＩ導入基本

方針」等に基づき，適切な事業に

ついて導入を検討してまいりま

す。 

（行財政改革推進課） 
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活用や PFI 手法の導入などが考

えられる。神奈川県などでは、一

定規模以上の投資は、すべて PFI

手法の導入可能性が検討される

こととなっているが、盛岡市にお

いても、資産のスリム化に効果的

なこれらの手法については、積極

的に導入することが求められる。 

 

年に策定した「盛岡市ＰＦＩ導入

基本方針」等に基づき，適切な事

業について導入を検討してまい

ります。 

（行財政改革推進課）

 

（措置状況） 

全庁的な施設管理の方針の策

定に向けた検討と併せて，民間施

設の活用など資産のスリム化に

向けた方策についても検討して

まいります。 

 盛岡市においても，「盛岡市Ｐ

ＦＩ導入基本方針」において，一

定規模以上の公共施設の建設及

び維持管理についてはＰＦＩ手

法の導入可能性を検討すること

としていることから，対象となり

うる事業については上記方針に

沿って導入の検討を行ってまい

ります。 

集に努めるとともに、PFI の導入が

可能かの検討を行うべきである。
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（行財政改革推進課）

（８）規定の整備と「市有建築物

保全計画実施要綱」の見直し 

盛岡市では、施設管理に関する

規則として、「市有建築物保全計

画実施要綱」（以下、「要綱」）が

設けられている。第 2 監査の結

果 １．共通事項 (5)盛岡市の

施設管理の現状で指摘したとお

り、「要綱」が対象とする建築物

には、庁舎や市営住宅などは含む

が、その一方で、学校（市立高校

は除く）や下水道部管理施設は対

象外とされている。そのため、「要

綱」において対象外とされた建築

物については、施設管理に関する

規定が整備されていないのが現

状である。したがって、「要綱」

で対象外とされている施設につ

いても、先に説明した施設管理方

針にしたがった規定の整備が必

 

（措置計画） 

指摘のありました対象建築物

などの拡大等，施設管理方針の全

庁的検討結果に合わせた要綱の

見直しを検討してまいります。 

（建築住宅課）

 

（措置状況） 

全庁的な施設管理方針の検討

結果後に，施設管理方針の内容に

沿うように，要綱の見直しを行い

ます。 

（建築住宅課）

 

（措置の方向性について） 

規定の整備等については、現状

が全庁的な施設管理方針が決定し

ていない段階であることから、全

庁的な方針の決定後に整備する予

定であり、特段の措置はなされて

いない。 

 

（現時点での措置状況について） 

現時点では特段の措置はなされ

ていないが、全庁的な施設管理方

針の決定を待つのではなく、専門

知識を有する課として管理方針の

決定に向け、包括外部監査での指

摘を受けた経験に基づき、検討し

た内容や取組状況についての情報

提供等により議論を積極的にサポ

ートする必要がある。 

 

 
（今後の方向性） 

要綱の見直しについては，全庁

的な施設管理方針の決定後に行

います。全庁的な管理方針の策定

やマネジメントの構築につきま

しても，技術的な側面から積極的

にサポートしてまいります。 

（建築住宅課） 
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要である。また、現在の「要綱」

についても施設管理方針に沿っ

た見直しが必要である。 

 

（９）施設の点検、評価の充実 

施設の安全性を継続的に維持

するためには、不具合の箇所を発

見し、これに対症療法的に対応す

るだけでなく、予防保全的な観点

から施設の点検、評価を行うこと

が必要である。また、予防保全的

な点検、評価により、施設の長寿

命化につなげることも可能であ

る。現在行われている安全性に重

点を置いた点検、評価に加えて、

予防保全的な観点からの点検、評

価についても点検項目として加

えるべきである。 

 

（措置計画） 

現在，各施設で，消防法や建築

基準法などによる法定点検など，

随時点検，調査を行っております

が，安全性に重点を置いた点検，

評価に加え，予防保全的な観点か

らの点検項目の追加等も検討し

てまいります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 

 

（措置状況） 

全庁的な施設管理の方針の策

定に向けた検討と併せて，予防保

全的な観点からの点検について

も検討してまいります。 

（措置の方向性について） 

 施設の点検、評価の充実につい

ては、消防法や建築基準法に基づ

いた安全性に重きを置いた点検の

みを実施している状況であり、取

り組みは進んでいない。アセット

マネジメントの考え方では、安全

性はもちろん、予防保全的な点検

が必要である。 

 

（現時点での措置状況について） 

下水道課や教育委員会において

は、今回の指摘に基づき、安全性

に力点をおいた検査項目が検討さ

れており、これらを参考に予防保

全的な項目としてどのような項目

を盛り込むかを早急に決定すべき

（今後の方向性） 

予防保全的な観点からの点検

項目の追加等も引き続き検討し

てまいります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 
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（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 

である。 

 

（10）安全点検の実施とその対応 

今回の包括外部監査において、

具体的な検証の対象とした小中

学校施設及び下水道施設では、い

ずれにおいても点検の結果、施設

に問題があるとされたにも関わ

らず、修繕などの措置が行われて

いないものが発見された。点検の

結果、問題があると指摘された箇

所は、いずれも市民の安全性に被

害が及ぶ可能性を含んでいる。指

摘箇所については、安全上、問題

が生じないように早急に措置を

講ずる必要がある。 

また、小中学校施設及び下水道施

設以外にも、点検の結果、問題点

が指摘されているにも関わらず、

措置が行われていないものが、な

（措置計画） 

小中学校施設及び下水道施設

で指摘された事項につきまして

は，修繕計画を立て，早期に措置

します。 

また，それ以外において，点検

結果の措置状況を確認するとと

もに，措置が行われていないもの

がある場合は，適切に措置してま

いります。 

なお，措置を講ずるまでの間の安

全性には十分配慮してまいりま

す。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 

 

（措置状況） 

（措置の方向性について）  

安全点検の実施とその対応につ

いて、安全性に課題があるものに

ついては、早急に対処すべきであ

り、対処がやむを得ず遅れる場合

には、利用者の安全性が十分確保

されるよう取り組まなければなら

ない。教育委員会や下水道部で措

置の遅れや安全性の確保に課題が

あったことを考えると、他の部局

においても同様のケースがあると

考えられる。 

 

（現時点での措置状況について） 

教育委員会や下水道部では対策

が進められている。市の公共施設

について状況を早急に確認し、状

況を公表するとともに、問題があ

（措置計画） 

法令に基づく定期的な施設点検

のなかで，点検結果の措置状況を

順次確認し，措置が行われていな

いものがあった場合は適切に措置

してまいります。 

措置の状況の公表について，今

後検討してまいります。 

（行財政改革推進課，建築住宅課，

教育委員会総務課，下水道部業務

課） 
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いかどうかを確認し、措置が行わ

れていないものがあれば、早急に

措置を講ずる必要がある。 

 

 

 

 

 

小中学校施設の点検で指摘さ

れた事項については，教育委員会

内で修繕計画を立てたところで

すが，予算の確保をしながら措置

してまいります。 

下水道施設で指摘された７項

目のうち，菜園分区の一部と仁王

田圃分区については平成 19 年度

に対処済であり，都南中央分区に

ついては平成 20 年度に対処して

おります。残りの項目について

も，適時に措置していきます。 

 その他の施設についても，法令

に基づく定期的な施設点検のな

かで，点検結果の措置状況を順次

確認し，措置が行われていないも

のがあった場合は適切に措置し

てまいります。なお，市の公共施

設における修繕等のあり方につ

きましては，全庁的な施設管理の

方針の策定に向けた検討と併せ

れば必要な措置を講ずることが必

要である。 
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て，より効果的な実施方法を検討

してまいります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 

（11）建設当初におけるライフサ

イクルコストを考慮した建設 

施設の長寿命化を図り、ライフ

サイクルコストの縮減を進める

ためには、建設時からライフサイ

クルコストの縮減を考慮した設

計、建設を行うことが重要であ

る。 

施設の建設にあたっては、設

計、建設時にライフサイクルコス

トの縮減への考慮が十分になさ

れているかどうかをチェックす

る仕組みを導入すべきである。 

 

 

（措置計画） 

これまでも，施設の建設にあた

っては，設計，建設時に事業費の

縮減やランニングコストについ

て考慮してまいりましたが，今後

は，ライフサイクルコストの縮減

と縮減への考慮が十分なされて

いるかチェックする仕組みの導

入について検討してまいります。

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 

 

（措置状況） 

全庁的な施設管理の方針の策

（措置の方向性について） 

建設当初におけるライフサイク

ルコストを考慮した建設について

は、現在、全庁的な維持管理方針

の策定に向け、関係課において修

繕費用や問題点を整理している段

階であり、特段の検討は行われて

いない。施設の維持管理を効果的、

効率的に実施するためには、施設

の建設時に、維持管理方針に基づ

いたライフサイクルコストの縮減

を考慮することが必要である。 

 

（現時点の措置状況について） 

特段の措置は行われていない。

（今後の方向性） 

全庁的な施設の維持管理方針

の策定に向けた検討と併せて，ラ

イフサイクルコストの縮減をチ

ェックする仕組みの導入につい

て検討してまいります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 
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定に向けた検討と併せて，ライフ

サイクルコストの縮減や縮減に

ついてチェックする仕組みにつ

いても検討してまいります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 

全庁的に施設のマネジメントに責

任を持つ部署が決定していない現

状では、維持管理方針の策定等の

作業が進まない恐れがある。この

ため、早急に、全庁的な施設マネ

ジメントに責任を持つ部署を決定

すべきである。 

（12）耐用年数の設定 

施設管理に係る中長期計画を

策定するためには、施設毎の耐用

年数を設定することが必要であ

る。既存の施設について耐用年数

の設定を行うとともに、現時点で

の経過年数を把握する必要があ

る。また、新たに建設する施設に

ついても、耐用年数を設定し、施

設の中長期の管理に役立てるべ

きである。 

 

（措置計画） 

施設の新設，改修，中長期計画

の策定などを行う際には，その施

設の構造，用途にあった耐用年数

の設定を行い，施設の中長期的な

施設管理計画の策定に役立てて

まいります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 

 

（措置状況） 

全庁的な施設管理の方針の策

定に向けた検討と併せて，耐用年

（措置の方向性について） 

 耐用年数の設定については、現

在、全庁的な維持管理方針の策定

に向け、関係課において修繕費用

や問題点を整理している段階で

あり、特段の検討は行われていな

い。施設の維持管理を効果的に実

施するためには、施設の耐用年数

を設定する必要があるため、維持

管理方針の策定に併せ、耐用年数

の設定を行うべきである。 

（現時点での措置状況について） 

特段の措置は行われていない。

（今後の方向性） 

全庁的な施設の維持管理方針

の策定に向けた検討と併せて，施

設の耐用年数の設定について検

討してまいります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 
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数の設定についても検討してま

いります。 

（行財政改革推進課，建築住宅

課，教育委員会総務課，下水道部

業務課） 

全庁的に施設のマネジメントに責

任を持つ部署が決定していない現

状では、維持管理方針の策定等の

作業が進まない恐れがある。この

ため、早急に、全庁的な施設マネ

ジメントに責任を持つ部署を決定

すべきである。 

（13）施設管理体制の充実 

施設管理方針の策定に伴い、全

庁的に統一した方針のもと施設

管理を行っていくことに対応し、

施設管理体制の充実が必要であ

る。管財課や建築住宅課といった

施設管理に直接関連する部署や

財政課など財務情報に係る部署

が連携し、施設を資産としてマネ

ジメントできる体制を構築する

必要がある。 

 

（措置計画） 

アセットマネジメントに関す

る市の対応について検討を進め

ながら，体制の整備のあり方につ

いても検討してまいります。 

（行財政改革推進課，職員課，財

政課，建築住宅課，教育委員会総

務課，下水道部業務課） 

 

（措置状況） 

全庁的な施設管理の方針の策

定に向けた検討と併せて，施設管

理体制の整備のあり方について

も検討してまいります。 

（措置の方向性について） 

 財政課、管財課、建築住宅課、

行財政改革推進課の 4 課によるア

セットマネジメント導入に向けた

協議が行われている。施設管理に

関係する部署に加え、財政課が加

わっており、施設を資産として捉

え、アセットマネジメントの導入

に向けた検討に着手しており、評

価できる。 

（現時点での措置状況について） 

現在、全庁的な維持管理方針の

策定に向け、修繕費用や問題点を

（今後の方向性） 

全庁的な施設管理の方針の策

定に向けた検討と併せて，施設管

理体制の整備のあり方について

も検討してまいります。 

（行財政改革推進課，職員課，財

政課，建築住宅課，教育委員会総

務課，下水道部業務課） 
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（行財政改革推進課，職員課，財

政課，建築住宅課，教育委員会総

務課，下水道部業務課） 

 

整理している段階であり、特段の

措置は行われていない。全庁的に

施設のマネジメントに責任を持つ

部署が決定していない現状では、

維持管理方針の策定等の作業が進

まない恐れがある。このため、早

急に、全庁的な施設マネジメント

に責任を持つ部署を決定すべきで

ある。 
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④ 再発防止のための方策 

(ア) 法令順守(コンプライアン

ス)の徹底 

(a) 今回の事件に関する職員へ

の周知 

今回の不適切な処理は合規

性の観点からも重大な問題で

あることを，職員研修等をとお

して職員全員が認識を徹底す

る必要がある。 

 

 

 

 

（措置計画） 

平成 21 年度から管理職を対象

に公金の適正な取扱いを始めと

した法令遵守の意識を徹底する

ための研修を実施します。また，

各職階別の研修においても法令

遵守の徹底に関する研修を取り

入れるとともに，現行の庶務担当

者研修の充実を図ってまいりま

す。職場においては，管理職が中

心となって職場研修を実施する

ことにより，公金の経理事務の適

正な執行に対する意識改革を進

めてまいります。 

 

（平成 21 年 9 月末の措置状況）

公金の適正な取扱いをはじめ

 

 

 

（措置の方向性について） 

職員研修を見直し、法令順守を

テーマにした職員研修の実施に

取り組まれている。また、研修で

は、今回の公金の不適切な処理の

具体的事例を取り上げるなど、職

員にも分かりやすいものとなっ

ている。職員の意識改革には、研

修の実施は効果的であるが、一過

性のものにならないように、継続

的、定期的に研修を実施すること

とされている。 

管理職研修、実務者研修、階層

別研修及び職場研修を実施する

ことにより、全職員の意識改革の

徹底に向けて取り組まれている。

 

 
 
 
（今後の方向性） 
 今後も措置計画に基づき，継続

して職員研修を実施し，公金の経

理事務の適正な執行に対する意

識改革を進めてまいります。 

（職員課）
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とした法令遵守の意識や経理処

理のポイント等を徹底するため,

以下の研修を実施しました。 

１ 全管理職を対象のコンプ

ライアンス研修 

・Ｈ21.4.13 部課長会議で適正

化方針等の説明 

・Ｈ21.4.23 コンプライアンス

及び危機管理に関する研修 

２ 実務担当者及び監督者を

対象とした実務研修 

・Ｈ21.4.8～10 庶務担当者研

修（271 名） 

３ 階層別研修でのコンプラ

イアンス研修 

・Ｈ21.4.16 新採用職員研修

（59 人） 

・Ｈ21.6.3  中級職員研修

（55 人） 

・Ｈ21.6.18 新任監督者研修

（49 人） 

 

（現時点での措置状況について）

職員の法令順守の意識を高め

る取り組みとして、まず職員研修

が行われており、一定の措置がな

されていると考えられる。 

 

 



161 
 

平成 20 年度包括外部監査での指

摘事項等 

20年度措置計画及び 
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左に対する監査の結果 
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・Ｈ21.7.18 中堅政策形成研

修（39 人） 

また，各職場において管理職を

中心に職場ミーティング及び日

常の経理処理を通じ，法令遵守の

徹底を図りました。 

今後とも，職階・職責に応じ，

年度当初など実施機会を捉え公

金経理の適正な執行に対する意

識改革を図るための研修を継続

して実施してまいります。 

(b)法令順守に向けた基本方針の
策定 
法令順守に関する基本方針

の策定が必要である。基本方針

では法令順守の重要性を改め

て明確にするとともに，職員に

求められる倫理基準を示し，さ

らに法令順守に向けた具体的

な取り組み方策を示す必要が

ある。また，基本方針では，法

 
（措置計画） 
職員の法令遵守の推進体制に

関する条例を制定し，職員を始

め，市民及び業者等へも市の取り

組み姿勢を明確にいたします。こ

の条例に基づき法令遵守に関す

る方針を定め職員の行動規範の

確立を図るほか，庁内委員会の設

置などチェックが機能する体制

 
（措置の方向性について） 
法令順守（コンプライアンス）に

関する条例を制定し、基本方針策

定の取り組みが進められている。

また、条例の運用マニュアル等を

定めており、これを随時更新する

ことで、社会環境の変化に応じた

内容とすることとされている。 
 

 
（今後の方向性） 
 措置計画に基づき，法令遵守に

関する条例及び関係規則等を策

定済みであり，今後もその適切な

運用に努めてまいります。 
（職員課）



162 
 

平成 20 年度包括外部監査での指

摘事項等 

20年度措置計画及び 
それに対する措置状況 
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令等に違反した場合，市として

厳しい対応で臨むことを明ら

かにすべきである。 

の整備を平成 21年度内の施行を
目指し取り組んでまいります。ま

た，法令違反を行った職員に対す

る市の厳しい姿勢についても併

せて明確にしてまいります。 
 
（平成 21 年 9 月末の措置状況）

職員の法令遵守に対する意識

改革の徹底を図り，市政における

公正な職務の執行を確保するこ

とを目的として，職員の職務に関

する法令の遵守や倫理の保持な

どの職員の責務と，内部公益通報

制度や不当要求行為対策制度を

内容とする条例の制定及び施行

を次により進めております。ま

た，条例制定にあたり，外部の委

員で構成する審査会の設置など，

市政のより一層の信頼性，透明性

を高めることとしております。 
・Ｈ21.6.15～7.6 

（現時点での措置状況について）

平成 21 年 12 月に条例運用マニ
ュアル等を作成し、条例施行に向

けた管理職員研修を実施した。ま

た、平成 22年 1月に法令順守（コ
ンプライアンス）に関する条例を

制定し、基本方針策定の取り組み

が進められている。 
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  パブリックコメントの実施 
・Ｈ21.9 市議会にて条例を可  

 決 
・Ｈ22.1 条例及び関係規則等の
施行予定 
 

(c)職員の意識改革と職員研修

の実施 

法令順守の重要性につい

て，その意識を職員に徹底する

ため，職員研修等の実施が必要

である。なお，当該職員研修は，

継続的に実施することが必要

であり，また，新たに採用され

た職員や，管理職への昇格時な

どは特に必要である。 

 

（措置計画） 

前述(ａ)の対応策として実施

する職員研修につきましては，平

成 21 年度から全管理職員を対象

として実施するほか，新採用職員

や係長級昇任者を対象とした研

修をはじめとして，広い年齢層の

職員を対象に継続して実施して

まいります。 

 

（平成 21 年 9 月末の措置状況）

公金の適正な取扱いをはじめ

とした法令遵守の意識や経理処

理のポイント等を徹底するため,

 

（措置の方向性について） 

職員の意識改革には職員研修

は効果的である。より幅広い職員

を対象に、継続的に職員研修を実

施することが望まれる。 

また、法令順守には、組織風土

の変革が重要であり、不正を許さ

ない組織風土の構築に努める必

要がある。 

 

（現時点での措置状況について）

まず、職員研修を通して、職員

の法令順守の意識を高める取り

組みが行われており、一定の措置

 
（今後の方向性） 
 今後も措置計画に基づき，継続

的に職員研修を実施してまいり

ます。 
（職員課） 
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以下の研修を実施しました。 

１ 全管理職を対象のコンプ

ライアンス研修 

・Ｈ21.4.13 部課長会議で適正

化方針等の説明 

・Ｈ21.4.23 コンプライアンス

及び危機管理に関する研修 

２ 実務担当者及び監督者を

対象とした実務研修 

・Ｈ21.4.8～10 庶務担当者研

修（271 名） 

３ 階層別研修でのコンプラ

イアンス研修 

・Ｈ21.4.16 新採用職員研修

（59 人） 

・Ｈ21.6.3  中級職員研修

（55 人） 

・Ｈ21.6.18 新任監督者研修

（49 人） 

・Ｈ21.7.18 中堅政策形成研

修（39 人） 

がなされていると考えられる。 
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また，各職場において管理職を

中心に職場ミーティング及び日

常の経理処理を通じ，法令遵守の

徹底を図りました。 

今後とも，職階・職責に応じ，年

度当初など実施機会を捉え公金

経理の適正な執行に対する意識

改革を図るための研修を継続し

て実施してまいります。 

(ｲ)内部統制の整備 

(a)内部統制に関する評価の実

施 

不適切な処理の発生を防ぐ

といった観点から，現在の内部

統制に問題点（弱点）がないか

どうか，内部統制の評価を行う

ことが必要である。 

 

 

（措置計画） 

公金の適正な執行など管理職

を含めた職員の法令遵守に対す

る意識の問題，各職場における職

場研修実施の問題，予算を使い切

るのではなく最小の経費で最大

の効果を上げるという基本原則

の徹底の問題等があると考えら

れることから，内部規程の整備や

各種研修の実施などを検討して

 

 

（措置の方向性について） 

公金の不適切な処理を未然に

防ぐためには、内部統制の充実が

不可欠である。納品の際に発注者

とは別の者が検収を行うことで、

内部牽制が働き、内部統制は強化

されたと言える。しかし、内部統

制の充実に向けては、まず内部統

制の評価を行うことが必要であ

る。発注から公金の支払いまでの

 

 

（今後の方向性） 
今後も内部統制の充実に向け

て、担当者の相互チェック及び所

属長の適切な指導により、内部統

制の運用強化に努めるとともに、

業務フローチャートによるリス

クの洗い出しと評価を行い、内部

統制の整備を行ってまいります。

（財政課）
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まいります。 

 

（平成 21 年 9 月末の措置状況）

平成 21 年４月１日付け財政部

長通知により，納品の際は，発注

者とは別の者が検収を行い，納品

内容を確認するとともに，支出命

令にあたっては，請求内容と納品

内容の確認について徹底を図る

よう全職員に通知しました。今後

とも，担当者の相互チェック及び

所属長の適切な指導により内部

統制の強化に努めてまいります。

また，公金の適正な取扱いをは

じめとした法令遵守の意識を徹

底するため,コンプライアンスに

関する研修を実施しました。 

＜実務担当者及び監督者を対

象とした実務研修＞ 

・Ｈ21.4.8～10 庶務担当者研

修（271 名） 

一連の業務について、フローチャ

ートを作成し、リスクの評価を行

い、リスクに合わせて内部統制を

整備することが重要である。こう

することで漏れのない内部統制

が整備されるとともに、職員の内

部統制に関する理解の促進を図

ることができる。なお、内部統制

の評価にあたっては、平成 21 年

3 月に総務省から公表された報

告書が参考になる。 

 

（現時点での措置状況について）

平成 21 年 4 月 2 日付の財務部

長通知により、納品の際は、発注

者と別の者が検収を行い、納品内

容を確認するとともに、支出命令

にあたっては、請求内容と納品内

容の確認について徹底を図るよ

うに全職員に通知された。 

また、今後は、内部統制の充実
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 に向けて、担当者の相互チェック

及び所属長の適切な指導により、

内部統制の運用強化に努めると

ともに、業務フローチャートによ

るリスクの洗い出しと評価を行

い、内部統制の整備を行っていく

予定である。 

(b)発注残の認識 

課長の承認の後，発注を行

ったものについては，発注残リ

ストを作成し，納品の都度，発

注残リストの消し込みを行う

必要がある。このことにより，

発注と納品の同一の確認や差

替え，年度越え等の防止が可能

となる。 

（措置計画） 

現行の事務処理で対応してま

いります。物品購入は，原則とし

て財務会計システムに入力し承

認を得た時点で「支出負担行為」

伝票として記録され納品後請求

内容と一致することを確認の上

支払を行っていることから，なお

一層正確な運用を図ってまいり

ます。 

 

（平成 21 年 9 月末の措置状況）

財務会計システムの事務処理

により対応してまいりますほか，

（措置の方向性について） 

平成 21 年度末に、財務会計シ

ステムによる発注残リストの作

成及び報告を求めることとして

いる。 

 

（現時点での措置状況について）

平成 21 年度末に、財務会計シ

ステムによる発注残リストの作

成及び報告を求めることとして

いる。 

 

（今後の方向性） 
今後も措置計画に基づき、四半期

毎の補正予算通知により、所属長

に対する経理状況の報告を徹底

するとともに、年度末に、所属長

に対し、財務会計システムによる

発注残リストの作成及び報告を

求めてまいります。 

（財政課）
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四半期毎の補正予算通知により，

定期的な会計経理状況の報告に

ついて徹底してまいります。 

(c)発注者と検収者の区分 

現在，発注者と検収者は同

一の者であるが，両者は別の者

が行うべきである。 

 

（措置計画） 

小中学校など事務職員が１名

のみの所属を除き平成 21 年度か

ら徹底するようにいたします。 

 

（平成 21 年 9 月末の措置状況）

平成 21 年４月１日付け財政部

長通知により，納品の際は，発注

者とは別の者が検収を行い，納品

内容を確認するとともに，支出命

令にあたっては，請求内容と納品

内容の確認について徹底を図る

よう全職員に通知しました。今後

とも，担当者の相互チェック及び

所属長の適切な指導により内部

統制の強化に努めてまいります。

 

（措置の方向性について） 

納品に際して、発注者とは別の

者が検収を行い，納品内容を確認

するように改善されている。しか

し、残念ながら、今回の公金の不

適切な処理は、複数の部局で行わ

れていたことを考えると、同一の

課内の職員が発注と検収を行う

のではなく、課をまたいだ牽制機

能を設けるべきである。 

また、契約検査課による単価契

約の範囲を増すことや、今回の公

金の不適切な処理の対象となっ

た消耗品の一括発注の方法によ

る発注者と検収者との区分が可

能かどうか検討すべきである。 

 

（現時点での措置状況について）

（措置計画） 
 単価契約の範囲の見直しと改

善について検討を行ないます。 
（契約検査課）
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発注者と検収者の区分は行わ

れているが、上記のとおり、課を

またいだ内部牽制などの改善は

必要である。 

(d)納品時のチェック体制 

消耗品や備品など，現品の

納品時に，検収者は現品と納品

書の突合を行い，その一致を確

かめ，納品書に検収印を押印す

る必要がある。その納品書は一

定期間保管する必要がある。 

（措置計画） 

納品時に，現品と，納品書及び

見積書と突合を行うこととしま

すが，物品の性質上，納品書を徴

し難いものもありますので，その

取扱いや納品書の保管期間等に

ついては，平成 21 年度（上半期）

に検討します。 

 

（平成 21 年 9 月末の措置状況）

平成 21 年 8 月 1 日以降に納品

される物品の購入契約について

は，原則として納品書の提出を求

めることとし，納品確認（検収）

を納品書上において行うことに

改めるとともに，これまで保存対

象外としていた納品書について

（措置の方向性について） 

各原課では納品時に検収者が

現品と納品書の一致を確かめた

うえで、納品書に押印を行い、支

出命令時には請求書とともに納

品書を会計課に送付されるよう

に改善されている。 

また、納品書は 5年間保管する

こととされている。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり、概ね措置されて

いる。 

（今後の方向性） 
今後も，納品時に検収者が現品

と納品書の一致を確かめたうえ

で、納品書に押印を行い、支出命

令時には請求書とともに納品書

を会計課に送付することとしま

す。 

また、納品書は 5年間保管するこ

ととします。 

（契約検査課）
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は，保存書類として書目を設定し

ました。 

(e)支払時の内部統制 

支払時には，請求書と納品

書との突合を行う必要がある。

請求書には，請求の対象となっ

た取引明細を添付することと

し，取引明細と納品書を突合す

る必要がある。 

（措置計画） 

現行の請求書では，明細を明ら

かにして確認を行っていますが，

今後は検査が有効に機能してい

くように見直しを行い，不正防止

に努めてまいります。 

 

（平成 21 年 9 月末の措置状況）

支出命令時に請求明細が記載

された請求書と納品確認（検収）

を行った納品書を添付し，支払い

時に突合することとしました。 

（措置の方向性について） 

会計課では、支出命令書に添付

された納品書と請求書とで、件

名、数量、日付の一致を確かめて

いる。 

 

（現時点での措置状況について）

上記のとおり措置されている。

 

（今後の方向性） 
 今後も，支払時に支出命令書に

添付された請求書と納品確認（検

収）を行った納品書とで，件名，

数量，日付の突合を行ってまいり

ます。 

（契約検査課）

(f)固定資産台帳の整備 

自治体では公会計制度改革

が進められており，盛岡市にお

いても，固定資産台帳を整備す

ることが急務である。 

（措置計画） 

公会計の整備については，平成

20 年度決算から財務書類を作成

する予定としている。その中で全

庁的な取り組みが必要となるの

で，その進め方について検討して

まいります。 

（措置の方向性について） 

公会計の整備については、盛岡

市自治体経営方針及び実施計画

に、公会計制度改革、資産・債務

改革による健全な財政運営の推

進を指針に掲げ、平成 24 年度ま

でに整備を行うこととされてい

（今後の方向性） 
公会計制度改革庁内プロジェ

クトチームによる固定資産税台

帳整備を平成 22 年度にかけて段

階的かつ計画的に整備すること

としております。 
 整備した台帳の活用につい
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（平成 21 年 9 月末の措置状況）

公会計の整備については，平成

21 年度中に財務書類を作成する

こととしており，固定資産台帳整

備については平成 22 年度にかけ

て段階的かつ計画的に整備する

こととしており，公会計制度改革

庁内プロジェクトチームを立上

げ，台帳整備を行っております。

 

る。固定資産台帳の整備について

は、庁内プロジェクトチームを立

ち上げ、段階的かつ計画的な固定

資産台帳整備や複式簿記導入に

ついて検討を予定している。 

固定資産台帳の整備にあたっ

ては、その利用方法についても十

分に検討し、現品との突合が可能

な固定資産台帳を整備する必要

がある。 

 

（現時点での措置状況について）

平成 21 年度では、総務省方式

改訂モデルによる財務書類を公

表したほか、固定資産台帳の整備

については、庁内プロジェクトチ

ームを立ち上げ、段階的に台帳整

備に取り掛かった点は評価でき

る。 

ては，岩手県と共同で実施してい

る「財政情報の『見える化』推進

研究会」等の取組みを参考に，活

用できる台帳整備に努めて参り

ます。 

（財政課）

(g)実査の実施 

情報セキュリティーの観点

（措置計画） 

今後，備品台帳と現物との突合

（措置の方向性について） 

措置計画によれば、各課で、備

（今後の方向性） 

 各課等による備品一覧と現物
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からも，一定の時点で，固定資

産台帳と現物との突合を行う

必要がある。具体的には，パソ

コン等の固定資産には，購入時

に固定資産番号が記されたシ

ールを添付し，一定の時点毎

(通常は，年度末の１回か，９

月末との年２回程度)に固定資

産台帳に記入された固定資産

番号を基に，台帳と現物との一

致を確認すべきである。実際の

一致の確認は各課で行い，確認

の結果を会計課に報告する方

法が考えられる。また，会計課

としても，いくつかの部署を選

び，実際に実査を実施すること

が，効率的で効果的である。 

 

の方法について検討してまいり

ます。 

 各課の課長等は，会計課が出

力した当該年度に購入した備品

一覧表に基づき，現品を突合のう

え会計管理者へ報告するものと

します。 

 会計管理者は，各課長等から

の報告結果を受けて，その中から

抽出して備品台帳と現品の突合

をするものとします。 

 

（平成 21 年 9 月末の措置状況）

年度内に購入した全ての備品

を調査の対象とすることから，出

納整理期間終了後の 6 月上旬に

各課照会を行い，6月末までには

現品の抽出確認を実施すること

とします。ただし，平成 20 年度

分については，今年度中に各課へ

の照会を実施し，その中から抽出

品一覧表と現品の突合を行うと

されている。平成 21 年度中に、

固定資産番号が記されたシール

の備品への添付や備品一覧表の

作成が進められている。 

なお、実査の対象は、前年度に

購入されたものだけではなく、全

ての備品を対象とすべきである。

 

（現時点での措置状況について）

措置が進められている。 

 

の確認を平成 21 年６月から実施

し，各課等による確認を了した部

署から抽出して 22 年２月に会計

課も実査を行っており，今後も継

続してまいります。  

 全ての備品について備品一覧

の整理と備品シールの添付が終

わった段階で，一定時点毎の確認

に係る制度化を検討してまいり

ます。        

 (会計課)
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して現品の確認を行うものとし

て，準備を進めております。 

(h)確認の実施 
年度末など一定の時点で取

引先に対して債権，債務残高の

確認を行うことにより預け金

等の発生を防ぐことができる。 
 

（措置計画） 
物品等の取引業者に対して，時期

を定めて債権，債務残高の確認を

行うことは一つの手段と考える

ので，今後，有効性等その手法に

ついて検討してまいります。 
 
（平成 21 年 9 月末の措置状況）

時期を定めて債権，債務残高の確

認を行う効率的方法について，物

品等の取引業者と協議してまい

ります。 

 
（措置の方向性について） 
措置計画では、確認の実施に向け

検討を行うとあるが、検討項目と

実施に向けた計画(工程表)の作
成が必要である。 
 
（現時点での措置状況について）

確認の実施時期や確認相手先の

選定方法など、具体的な実施方法

を検討中である。 

（今後の方向性） 
引き続き、確認の実施時期や確

認相手先の選定方法など、具体的

な実施方法を検討してまいりま

す。 
（財政課）

(ｳ) ガバナンスの整備 

(a)あるべきガバナンスについ

ての検討 

今回の公金の不適切な処理

を契機に，現在のガバナンス

が，適切な会計処理を行うため

に実質的に機能するものとな

 

 

（措置計画） 

適切な会計処理を実現するた

め，市のガバナンスがチェックア

ンドバランスの機能を十分に果

たし，透明性，健全性，遵法性の

 

 

（措置の方向性について） 

会計課による請求書のチェッ

クなど、一定程度のチェックアン

ドバランスの改善が行われてい

る。 

 
 
（今後の方向性） 
 今後も措置計画に基づき，市の

ガバナンスの機能向上に努めて

まいります。 

（職員課） 
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っているかどうかを，改めて，

検討する必要がある。 

確保と市民への説明責任を果た

せるよう，それぞれの役割を再確

認してまいります。 

 

（平成 21 年 9 月末の措置状況）

経理執行に重点をおいた監査

方法の見直しを行った他，適切な

監査を実施するための体制につ

いて監査委員と協議するなど，適

切な会計処理を実現するため，市

のガバナンスがチェックアンド

バランスの機能を十分に果たし，

透明性，健全性，遵法性の確保と

市民への説明責任を果たせるよ

う，引き続き，それぞれの役割を

再確認してまいります。 

措置状況の説明にあるとおり、

首長以下の執行部門、監査委員、

議会が、それぞれの役割を明確に

し、協力することで、ガバナンス

の更なる機能向上に努めるべき

である。 

 

（現時点での措置状況について）

一定程度の改善が進められて

いる。 

 

 

(b)首長の役割の明確化 

首長は決算書が正しく作成

されていることを議会に言明

すべきであり，そのことが監査

の充実と内部統制の整備につ

（措置計画） 

財政健全化法が施行され，各会

計を連結で処理し財政指標を示

すなど，より決算調書の重要度が

増す中で監査を含めた関係機関

（措置の方向性について） 

決算の作成責任は、首長にあ

る。したがって、首長が決算書が

正しく作成されていることにつ

いて、責任を有する。首長の責任

（措置計画） 
引き続き他市の事例を研究する

とともに、首長は決算書が正しく

作成されていることを議会に言

明することを含め、首長の責任の



175 
 

平成 20 年度包括外部監査での指

摘事項等 

20年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
または今後の方向性 

ながることになる。 を含め，その取り組みについて検

討してまいります。 

 

（平成 21 年 9 月末の措置状況）

他市の事例を研究するととも

に，関係課等で，年度内に検討し，

方針を決定してまいります。 

のもと決算書が作成されている

ことを確認することで、決算書の

信頼性が高まるとともに、監査委

員を含めた関係者に緊張感をも

たらすことになる。 

 

（現時点での措置状況について）

現時点では対応が進められて

いない。 

もと決算書が作成されているこ

とを確認する効果的な方法につ

いて検討してまいります。 

（財政課）

(c)監査実施体制の整備 

監査委員監査において，こ

れまで公金の不適切な処理が

見逃されてきたことの責任は

重大である。監査の独立性を高

めるための方策を検討すべき

であり，具体的には，監査委員

監査について外部の協力を仰

ぐことや監査委員事務局のス

タッフに市の職員以外の者を

加えることが考えられる。 

 

（措置計画） 

不適切な経理処理を防ぐため

の監査方法の見直しに併せ，その

権限や独立性を高めるために必

要な監査委員及び監査委員事務

局体制の見直しを検討してまい

ります。 

 

（平成 21 年 9 月末の措置状況）

平成 21 年度実施の定期監査か

ら，従来の財務監査として「預け」

や「差替え」などの経理執行につ

（措置の方向性について） 

公金の不適切な処理が継続的

に行われたことについて、監員委

員の責任は重大である。 

公金の不適切な処理を未然に

防ぐことや、不適切な処理が行わ

れていないことを保証する立場

にある監査委員にとって、監査の

体制、実施方法の見直しは緊急の

課題である。 

 

（現時点での措置状況について）

（今後の方向性） 
 今後も措置計画に基づき，引き

続き監査委員と協議しながら監

査の独立性を高めるための監査

体制や監査方法の見直しについ

て検討してまいります。 
（職員課）
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いて重点的に行うことや事務処

理の手続きなども含めた行政監

査を実施するなどの見直しを行

いましたほか，抜き打ち的な監査

を実施しました。また，独立性を

高めるための監査体制につきま

しては，来年度に向け，監査委員

と協議してまいります。 

監査の体制や実施方法につい

て検討中である。 

 

(d)課長の責任の明確化 

今回の公金の不適切な処理

について，ある程度認識してい

たとする者から，全くその事実

を知らなかったとする者まで

様々であった。公金の不適切な

処理を許さないことはもちろ

んのこと，今回を契機に，課長

に対して，改めて組織の責任者

として，課長の管理責任を明確

にすべきである。 

 

（措置計画） 

所属長としての課長職の責任

が重大であることは明らかであ

り，その管理者責任を厳密に果た

せるよう研修等を活用し徹底し

てまいります。 

 

（平成 21 年 9 月末の措置状況）

管理職に対し，平成 21 年 4 月

13 日に開催した部課長会議にお

きまして，適正化方針の内容，経

理処理を行う際のチェック事項

などに関する説明を行うととも

（措置の方向性について） 

研修会などを通して、管理職と

しての責任の自覚と意識改革の

徹底を図っていることは評価で

きる。 

コンプライアンスの重要性に

ついては、課長昇進時の研修項目

にも含めるべきである。 

 

（現時点での措置状況について）

平成 21 年 12 月 24 日には、コ

ンプライアンス条例施行に向け

た運用等の研修を実施し、課長の

（今後の方向性） 
 今後も措置計画に基づき，研修

等を活用して，課長等に対して管

理職としての責任の自覚と意識

改革の徹底を図ってまいります。

（職員課）



177 
 

平成 20 年度包括外部監査での指

摘事項等 

20年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
または今後の方向性 

に，４月 23 日には全管理職を対

象としたコンプライアンス及び

危機管理に関する研修を実施し，

公金の適正な執行を始めとした

職員の法令遵守に対する管理職

としての責任の自覚と意識改革

の徹底を図りました。 

意識改革に向けて取り組まれて

いる。 

 

(e)外部の活用 

今回の内部調査について

は，その調査の実施そのものは

職員によって行われたもので

あり，外部委員の利用方法には

見直すべき点がある。今後，仮

に，類似の事件が発生した場合

には，個別外部監査を活用する

など，調査そのものにも外部の

視点を加えるべきである。 

 

（措置計画） 

今回の調査は，関係職員からの

聞き取りや，関係課が保存してい

る書類と業者の帳簿との突合作

業により事実関係の確認を行っ

たものであり，調査が比較的容易

で専門性が要求されるものでな

かったことから，職員による調査

を行った後，調査結果の確認と検

証を外部の委員にお願いし，結果

に客観性を持たせたものであり

ます。 

今後，仮に類似の事案が生じ，

調査に専門的知識が求められる

（措置の方向性について） 

外部の活用としては、事案が生

じた際に独立した立場から客観

的な評価を受けることと、内部統

制の評価など改善に向けて専門

性の高いアドバイスを受けるこ

とが考えられる。 

改善に向けても外部の意見を

活用すべきである。 

 

（現時点での措置状況について）

外部の活用の重要性は増すも

のと理解されている。 

（措置計画） 

 再発防止に向けて改善に取組

む中で，必要に応じて外部意見の

活用を検討してまいります。 

（行財政改革推進課）
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場合においては，個別外部監査を

導入する等，事案の内容に応じて

適切な対応を行ってまいります。

 

（平成 21 年 9 月末の措置状況）

今後，仮に類似の事案が生じ，

調査に専門的知識が求められる

場合においては，個別外部監査を

導入する等，事案の内容に応じて

適切な対応を行うことといたし

ます。 

(ｴ) 透明性の確保 

(a)報告制度の整備 

今後，仮に，預け金や年度

越えといった特殊なケースが

生じた場合，担当者は速やかに

課長に報告し，改善に向けた指

示を仰ぐべきである。そのため

には，担当者から課長に，定期

的（例えば，月末や四半期毎）

に会計処理の状況を報告する

 

（措置計画） 

所属単位で，管理者である課長

等に対し，定期的に会計経理状況

を報告する制度について検討し

てまいります。 

 

（平成 21 年 9 月末の措置状況）

四半期毎の補正予算通知によ

り，定期的な会計経理状況の報告

 

（措置の方向性について） 

四半期毎の報告を制度化する

必要がある。また、報告制度は、

報告は特殊な事項があった場合

にのみ報告するのではなく、特殊

な事情がなかった場合も、無かっ

た旨を報告するものでなければ

ならない。なお、平成 21 年度末

に財務会計システムによる発注

 

（今後の方向性） 
今後も措置計画に基づき、四半期

毎の補正予算通知により、所属長

に対する経理状況の報告を徹底

するとともに、年度末に、所属長

に対し、財務会計システムによる

発注残リストの作成及び報告を

求めてまいります。 

（財政課）
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平成 20 年度包括外部監査での指

摘事項等 

20年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
または今後の方向性 

制度を構築すべきである。 

 

について徹底してまいります。 残リストの作成及び報告を求め

る予定である。 

 

（現時点での措置状況について）

四半期毎の補正予算通知によ

り、所属長に対する経理状況の報

告を徹底するように取り組んで

いる。また、年度末には、所属長

に対し、財務会計システムによる

発注残リストの作成及び報告を

求めるなど、改善を進めている。

(b)仮決算の実施 

３月末の決算に先立ち，各

課において未払金，前払金を把

握し，その結果を財政課に報告

し，財政課の指導のもと，前払

金については業者から現金の

回収，未払金については支払い

や繰越の処理を行うべきであ

る。 

 

（措置計画） 

現行では，一定時期を経過した

未払金については各課での認知

度が低いところもあることから，

年度末前に決算見込額調書を提

出するなど連携した取り組みに

ついて検討してまいります。 

 

（平成 21 年 9 月末の措置状況）

平成21年11月にかけて実務担

（措置の方向性について） 

平成 21 年度決算に向けて、年

度内に仮決算を予定している。仮

決算を実施することで、年度越え

などの特殊な経理を防ぐととも

に、業務の効率化を図るべきであ

る。 

 

（現時点での措置状況について）

仮決算の実施を予定している。

（今後の方向性） 
 今後とも、年度越えなどの特

殊な経理を防ぐとともに、業務の

効率化を図るため、仮決算の実施

に取組んでまいります。 

（財政課）
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平成 20 年度包括外部監査での指

摘事項等 

20年度措置計画及び 
それに対する措置状況 

左に対する監査の結果 
21年度措置計画 
または今後の方向性 

当者会議を開催し，効果的な取組

みについて検討してまいります。

(c)会計制度の整備 

今回の公会計制度改革を契

機に，速やかに固定資産台帳な

ど資産，債務に関する情報を整

備し，また複式簿記の導入に向

けても迅速に取り組む必要が

ある。 

 

（措置計画） 

本市においてもＨ20 年度決算

から公会計制度改革に取り組み

財務書類を作成する予定となっ

ていることから，その手法につい

て，検討してまいります。 

 

（平成 21 年 9 月末の措置状況）

平成 21 年度は財務書類を作成

し，固定資産台帳整備を平成 22

年度にかけて段階的かつ計画的

に整備することとしており，公会

計制度改革庁内プロジェクトチ

ームを立上げ，台帳整備を行って

おります。 

（措置の方向性について） 

公会計の整備については、盛岡

市自治体経営方針及び実施計画

に、公会計制度改革、資産・債務

改革による健全な財政運営の推

進を指針に掲げ、平成 24 年度ま

でに整備を行うこととされてい

る。 

 

（現時点での措置状況について）

平成 21 年度は、総務省方式改

訂モデルによる財務書類を作

成・公表したほか、庁内プロジェ

クトチームを立ち上げ、段階的か

つ計画的な固定資産台帳整備や

複式簿記導入について検討して

いる。 

（今後の方向性） 
公会計制度改革庁内プロジェ

クトチームによる固定資産税台

帳整備を平成 24 年度にかけて段

階的かつ計画的に整備するとと

もに，複式簿記の導入に向け取組

んでまいります。 

（財政課）

 




